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は　じ　め　に

　山梨県総合理工学研究機構は、県立10試験研究機関が有する人的資源や研究設備、研究成果を

横断的、有機的に結びつけることで、個々の試験研究機関だけでは取り組み難い新技術の開発や学

際領域の研究を推進し、本県の産業の発展や県民生活の質の向上を図ることを目的に平成17年4

月に設立されました。

　初年度には、本県の産業や地域の特性を活かした生活関連及び環境・エネルギーの分野から、地

域農産物の機能性の解明、農林産物のバイオマス利用、廃棄プラスチックのリサイクル技術、プラ

ズマ光による水殺菌システム、甲州ワインの品質向上の5つの研究課題を選定し、研究を開始しま

した。これらの内、廃棄プラスチックのリサイクル技術に関する研究とプラズマ光を用いた水殺菌

技術に関する研究が平成18年度末に所期の成果を挙げて終了しました。平成19年度には、残り3

課題の内2課題が終了しました。新たな研究課題として、平成18年度から県内の内水面漁業の懸

案となっているカワウの被害防除対策についての研究を始め、平成19年度からは、ブドウ搾り滓

を活用した家畜排泄物の堆肥化による環境負荷の低減技術に関する研究など新たに3件の研究を開

始しました。

　この度、平成19年度に行った6課題の研究成果をとりまとめ、研究報告書第3号として出版す

ることになりました。関係者の方々及び県民の皆様から忌憚のないご意見やご提言が寄せられるこ

とを期待しています。

　　平成20年6月30日

 山梨県総合理工学研究機構

 　　　総　長　　小　林　正　彦
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地域農産素材等の機能性解明と
高付加価値製品の開発





県産野菜を利用した高付加価値製品の開発

工業技術センター　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
恩田　匠・小嶋　匡人・長沼　孝多・斎藤　美貴・橋本　卓也

Development of a Functional Food from Local Agricultural Products
Yamanashi Prefectural Industrial Technology Center
Takumi ONDA, Masato KOJIMA,Kota NAGANUMA, Miki SAITOU and Takuya HASHIMOTO

要　約

　クレソン凍結乾燥粉末について、そのポリフェノール含量および抗酸化活性に及ぼす加熱処理の影響を調査した．その
結果，120℃，及び150℃の加熱では、両者とも変化がなかったが，180℃及び200℃では徐々に低下した．次に，クレソ
ンの凍結乾燥粉末を使用してサブレを試作し，160日間の保存試験を行った。その結果，脂質の酸価と過酸化物価にクレ
ソンの添加による影響は認められなかった．

1．緒　言

　近年，食品に求められる役割の中で，特に生体調整機
能（健康の維持等に寄与する機能）を持つことが重要に
なってきている．これに伴い，全国的に野菜，果実及び
水産物などの地域産物を用いて，抗酸化，高血圧予防，
抗ガンおよび抗アレルギーなどの機能性の探索が活発に
行われており，その成果は地域資源の高度利用や高付加
価値化に生かされている．例えば，石川県では地域特産
の「加賀野菜」について機能性評価を行い，伝統野菜の
中島菜に血圧上昇抑制効果があることを見出し，これを
用いた加工食品の開発 1）に取り組んでいる．
　山梨県内においても在来野菜であるおちあいいも（丹
波山村），鳴沢菜（鳴沢村），長禅寺菜（甲府市）およ
び大野菜（身延町）などが見られるほか、在来品種では
ないが各地域の特産として認知されている大塚にんじん
（市川三郷町），やはたいも（甲斐市），クレソン（道志
村），長かぶ（上野原市）などの野菜も存在する．
　前年度までに，31種類の地域農産素材の機能性を調
査した結果，クレソンが高いポリフェノール含量および
抗酸化活性を示すことが明らかになった．そこで，本年
度はクレソンを原材料とした加工食品を試作開発した．

まず，加工に利用しやすいようクレソンから粉末品を調
製した．次に，菓子などの加熱を伴う加工品へのクレソ
ンの利用を考え，この粉末品の加熱による抗酸化性の変
化を検討した．さらにこのクレソン粉末を用いて様々な
配合のサブレを試作するとともに，保存中における品質
変化を検討した．
　また，山梨県総合農業技術センター（甲斐市）で栽培
したキノアについても抗酸化活性を調査し，併せてサブ
レも試作したので報告する．

2．実験方法

2－1　供試試料および粉末品の調製
　クレソンは，山梨県道志村内のクレソン生産出荷組合
で平成19年に収穫されたものを使用した．クレソンは
収穫後冷蔵し，翌日に液体窒素で凍結し，真空凍結乾燥
機（FDU-2200：東京理化器械株式会社製）で凍結乾燥
後，ミル（Labo Milser：岩谷産業株式会社製）で2分
間破砕してクレソン粉末品とした．なおクレソン100g
から11.9gのクレソン粉末が得られた．
　またキノアは山梨県総合農業技術センター（甲斐市）
のほ場で平成16年7月に収穫され，雨よけ施設の中で

Abstract

  The effect of heat treatment on the content of polyphenols and the antioxidative activity of the cress. The antioxidative 
activity of the cress remained unchanged during heat treatment at 120 or 150℃but gradually declined during heating at 
180℃ or 200℃.  Shelf life test lasted for 160 days has shown that supplement of the cress to "sablé" did not affect either 
acid value or peroxide value of "sablé".
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自然乾燥して，脱穀，選別，精米機による脱皮をしたも
のを使用した．これをクレソンと同様にミルで2分間破
砕してキノア粉末品とした．

2－2　クレソン粉末品の加熱処理
　粉末品を300ml用の三角フラスコに2g量り取り，熱
風乾燥器（PHH-101：エスペック株式会社製）で，
120，150，180および200℃で，それぞれ15，30および
60分間加熱した．

2－3　分析試料の調整
　粉末品のポリフェノール含量およびDPPHラジカル
消去活性を測定するための試料調整を以下のように
行った．すなわち粉末品2gを採取し，80％エタノール
を90ml加え，15分間加熱還流を行った．冷却後，ろ紙
（No.2：東洋ろ紙会社製）でろ過した．残さは回収し，
再び80％エタノールを90ml加えて5分間加熱還流を行
い，ろ紙（No.2：東洋ろ紙会社製）でろ過した．ろ液
はすべて合わせて45℃下で減圧濃縮を行い，蒸留水で
50mlに定容した．この液をろ紙（No.5C：東洋ろ紙会社
製）でさらにろ過したものを分析試料とした．

2－4　DPPHラジカル消去活性評価試験
　DPPHラジカル消去活性評価試験は須田らの方法 2）に
従いTrolox当量として算出した．

2－5　ポリフェノール含量の測定
　ポリフェノール含量は，既報 3）に準拠してフォーリ
ン・チオカルト試薬を用いて定量し，没食子酸当量とし
て算出した．

2－6　クレソン粉末を添加したサブレの試作
　サブレの配合は，薄力粉を100％としたとき，無塩バ
ター60％，グラニュー糖30％，全卵20％の割合で行っ
た．なおクレソン粉末品は0.5，1，3，5および10％
添加した。
　サブレの製造は無塩バターをミキサー（ケンミック
スアイコー：愛工舎製作所製）のステンレス容器に入
れ，湯煎でなめらかになるまで溶かし，ミキサーのメ
モリ3（以下，メモリはミキサーのメモリ値を表す）で
1分間撹拌した．その後グラニュー糖を加え，メモリ3
で1.5分間撹拌した．これにあらかじめ篩を通した薄力
粉を加え，メモリ1でゆっくりと撹拌した．なおクレソ
ン粉末を添加する場合はあらかじめ薄力粉に混合して使
用した．作製した生地はビニール袋に入れ，厚さ5mm
の板の間に置き，のし棒を使用して生地の厚さが板の厚
さと同じになるまで伸ばした後，冷蔵庫で2時間以上冷
蔵した．その後，直径30mmの円形抜き型で型抜きし，
180℃のオーブンで18分間焼成した．

2－7　サブレの官能評価
　クレソン無添加のサブレとクレソンを1，3，5およ
び10％添加したサブレについて食品酒類バイオ科5名
による官能評価を行った．評価は味及び色について1：
好ましい，2：やや好ましい，3：ふつう，4：やや好
ましくない，5：好ましくないとして5点法で行い，5
人の点数を平均した．

2－8　サブレの保存試験
　サブレはポリエチレン製の袋に入れて25℃（暗所）
で160日間保存した．

2－8－1　サブレ中の油脂の抽出
　サブレ10枚を，すり鉢とすりこぎで均質化した後三
角フラスコに移し，ジエチルエーテル約100mlを加え，
30分間スターラーで撹拌し，ろ紙（No.2：東洋ろ紙会
社製）で分液ロートにろ過した．さらに不純物を除くた
め，ろ液に50mlの蒸留水を加えた後，5分間激しく振
り混ぜ，水層を除去する操作を2回繰り返した．
　上層に硫酸ナトリウムを加えて20分間脱水した後脱
脂綿でろ過し，エバポレーターでジエチルエーテルを除
去して油脂試料とした．

2－8－2　 サブレ中の油脂の酸価及び過酸化物価の測
定

　油脂の酸価及び過酸化物価の測定は常法 4）によった．

2－9　キノア粉末を使用したサブレの作製
　キノア粉末を小麦粉の重量の10％及び20％を代替し
て2－6と同様の手順でサブレを作製した．

3．結果および考察

3－1　 クレソン粉末のポリフェノール含量および
DPPHラジカル消去活性に及ぼす加熱処理の影
響

　クレソン粉末のポリフェノール含量およびDPPHラジ
カル消去活性に及ぼす加熱温度の影響を図1及び図2に
示した．
　その結果，クレソンのポリフェノール含量は当初
1381mg/100gであったが，120～150℃では60分間の加
熱でもほぼ100％を維持した．しかし180℃では30分
で84％，60分間の加熱では78％まで低下した．さらに
200℃では15～60分間の加熱で64％～50％に低下した．
　またDPPHラジカル消去活性はポリフェノール含量
の低下に比例して低下した．すなわち120～150℃では
60分間の加熱でもほぼ100％を維持したが，180℃では
15分で90％，30～60分間の加熱では75％まで低下した．
さらに200℃では15分の加熱で63％，30～60分間の加熱
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では54％に低下した．
　以上の結果から，加熱温度が高くなるにつれポリフェ
ノール含量およびDPPHラジカル消去活性が低減するこ
とが明らかになった．加熱処理による抗酸化性の消長
については柿葉茶や有色米などについて検討 5）～ 7）が行
われており，寺澤ら 6）は有色米は180℃，15分間の加熱
でDPPHラジカル消去活性は8～20％減少し，抗酸化性
を持つ色素の減少と加熱分解生成物の影響を指摘して
いる．今回，我々もクレソン粉末を180℃，15分間加熱
したところ，DPPHラジカル消去活性が10％減少してお
り，寺澤らとほぼ同様の結果であった．
　2－6に示したサブレの試作では180℃，18分の加熱
を行ったが，この条件ではDPPHラジカル消去活性およ
びポリフェノール含量は80％以上保持できると推察さ
れた．

3－2　クレソンを添加したサブレについて
　クレソン粉末を添加したサブレを写真1に示した．サ

ブレはクレソンに由来する濃緑色と苦味が焼成後も保持
された．このサブレを食品酒類バイオ科5名により官能
評価を行った結果を表1に示した．
　その結果，クレソン粉末を1，3及び5％添加したサ
ブレは味の調和がとれ，明緑色で味，色ともにクレソン
無添加と比較して同等あるいはそれ以上の評価を得た．
しかしクレソン粉末を10％添加したサブレは苦みが強
く，また暗緑色となり味，色ともに低評価であった．

3－3　クレソン粉末を添加したサブレの品質変化
　クレソン粉末の持つ抗酸化性によるサブレ中に含まれ
る油脂の酸化防止効果を調べるため，油脂酸化の指標と
して酸価および過酸化物価を経時的に測定し，その結果
を図3及び図4に示した．
　酸価は160日間の保存中0～1.6mg/gを示し，クレソ
ンの添加量による差異は見られなかった．過酸化物価
は，0日目では全試験区で0meq/kgを示し，時間の
経過にともない徐々に上昇し，最大で0.5％添加区で
9.9meq/kgを示したが，クレソンの添加量による差異は
見られなかった．
　菓子の製造・取扱いに関する衛生上の指導についての
厚生省通達（環食第248号）では，油脂で処理した菓子
の管理について「その製品中に含まれる油脂の酸価が3
を超え，かつ，過酸化物価が30を超えるものであって
はならない．」及び「その製品中に含まれる油脂の酸価
が5を超え，又は過酸化物価が50を超えるものであっ
てはならない．」と定められているが，160日間の保存
では試作したサブレは，全試験区において酸価が1.6以

図1　 クレソン粉末のポリフェノール含量に及ぼす加熱
処理の影響

図2　 クレソン粉末のDPPHラジカル消去活性に及ぼす
加熱処理の影響

表1　クレソンを添加したサブレの官能評価

写真1　クレソン粉末を添加したサブレ

クレソン添加量（％） 0 1 3 5 10

味 1.6 1.6 1.6 2.3 3.8

色 1.8 1.2 2.2 1.8 3
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下，過酸化物価が9.9以下であり，基準内であった．

3－4　 キノアの抗酸化性およびキノアを使用したサブ
レについて

　キノア粉末品のDPPHラジカル消去活性およびポリ
フェノール含量を表2に示した．雑穀のポリフェノール
含量については，ヒエ，アワ及びキビのポリフェノール
含量は40～120mg/100gであると報告 8）されており，キ
ノアは雑穀の中でも比較的高いポリフェノール含量を示
すことがわかった．なお，キノアのポリフェノールの同
定は山梨県総合農業技術センターにおいて，栽培特性及
び機能性に関する研究の中で行われている．
　一方，工業技術センターではキノアを利用した食品と
してサブレを試作した．その結果，サブレの食味はキノ
アを小麦粉に対し10％代替した物では苦味もなく良好
であったが，20％代替した物では弱い苦味が感じられ
た．

4．結　言

　クレソンが高い抗酸化性を持つことから，クレソンを
原料とした加工品の開発を試みた．
　はじめにクレソンから凍結乾燥粉末を作製し，この粉
末の焼き菓子への利用を考え，はじめにこの粉末のポリ
フェノール含量およびDPPHラジカル消去活性に及ぼす
加熱処理の影響を調べた．その結果，120℃及び150℃
の加熱処理では両者とも変化がなかったが，180℃及び
200℃の加熱処理では時間の経過とともに徐々に低下し
た．
　今回クレソン粉末を使用したサブレを試作したが，こ
のときの焼成条件は180℃，18分間であり，この条件で
はクレソン粉末のポリフェノール含量およびDPPHラジ
カル消去活性は80％以上保持可能であることがわかっ
た．
　次に試作したサブレについて25℃（暗所）で160日間
保存したところ，酸価及び過酸化物価の変化はクレソン
無添加区との差異は見られず，いずれも良好な保存性を
示した．
　さらに，キノアの抗酸化性について調査し，キノアを
使用したサブレを試作したところ，小麦粉に対し10％
代替したものは苦みもなく良好だった．
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図3　 クレソン粉末を添加したサブレの保存中における
酸価の変化

図4　 クレソン粉末を添加したサブレの保存中における
過酸化物価の変化

表2　キノア粉末品の抗酸化性

DPPHラジカル消去活性 ポリフェノール含量

713.9μmol/100g 198.6mg/100g
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新作物キノアの生体調整機能の調査とその利用技術の開発

総合農業技術センター・山梨大学 1　　　　　　　 　　　　　　　
竹丘　守・石井利幸・藤木俊也・上野直也・中尾篤人 1・廣瀬裕子 1

Investigation of Biological Action of 
New Crop Quinoa (Chenopodium quinoa WILLD.) and 

Development of its Utilization Technology
 Yamanashi Prefectural Agritechnology Center，University of Yamanashi 1

 Mamoru TAKEOKA， Toshiyuki ISHII， Toshiya FUJIKI，Naoya UENO，Atsuhito NAKAO 1，Yuko HIROSE 1

要　約

　南米原産のアカザ科に属する擬穀類キノアの山梨県における夏播種栽培適応性を検討した．標高315m圃場で8月播種
の場合，子実収量は，180個体m-2程度の密植では春播種と同程度となったが，標高955m圃場では栽植密度に関係なく，
春播種より少収になることが明らかになった．一方，子実品質は，夏播種の方が春播種より優れた．現地実証試験では，
子実肥大期以降に著しい降雨があると倒伏・折損し，子実収量に大きな影響を及ぼすことが確認された．労働時間は，除
草に刈払機を，収穫に大豆・そば用コンバインを使用することで10aあたり約30時間まで短縮することができた．しかし，
収穫後の調整作業で多くの時間を要し，大豆や水稲と比較すると10～30％程度多いと推察された．
　キノアの疾患予防効果について，各種の疾患動物（マウス）モデルを用いて検討した．その結果，マウス大腸炎モデル
に対して体重減少の抑制，血便の減少が観察され，腸炎が抑制されている可能性が示唆された。

1．緒　言

　南米アンデス地方原産のキノア（Chenopodium quinoa 
WILLD.）は，アカザ科アカザ属一年草の擬穀類で，か
つてインカ族の主要穀物の一つであった 1）．外部形態は，
同属のシロザやアカザに酷似しているが，主茎上部に円
錐状の大きな穂をつけることがキノアの特徴である．子
実（種子）は米や小麦などの主要穀物と比べて，タンパ
ク質含量（約12％）が高く，必須アミノ酸組成に優れ，
カルシウム，マグネシウムなどのミネラル栄養素が多く
含まれている．近年では，血圧上昇抑制作用などの生体
調節機能が確認されるなど機能性食品としても注目され
つつある 2）．
　キノアはペルーやボリビアにおける栽培地域によっ
て，Valley type，Altiplano type，Salar type，Sea-
level typeの4つに分類される 3）．このうち前者3typeは
標高2000～4000mの高標高地でのみ栽培されているの
に対して，低標高地が起源のSea-level typeは，我が国
でも栽培が可能である 4）．現在，国内で流通しているキ
ノアはすべて輸入品であるため，Sea-level typeのキノ
アを本県で生産して，これを原料にすれば，市場性の高
い製品になりうると考えられる．
　本研究では，キノアの国内初の産地化を目指して，栽

培可能な優良品種または系統を選定し，本県における栽
培技術を確立する．さらに，山梨県産キノアの生体調整
機能を調査する．
　昨年度までに，収量や耐倒伏性などの栽培の観点か
ら，本県に適する系統は，NL-6系統（以下N6と略す）
であり，最適窒素基肥量は，8g m-2程度であることを
明らかにした．さらに，播種時期と栽植密度の検討を
行い，4月播種は，8月播種より多収となるが，子実
の外観品質は8月播種の方が良好であった．また，4
月播種は栽植密度を変えても，生育ステージ，収量及
び品質にほとんど影響を及ぼさなかったが，8月播種で
は30個体m-2に対して90個体m-2の方が増収する傾向が見
られた．現地試験では，作業時間を調査した結果，合計
で10aあたり約90時間となり，そのうち，手作業の多い
除草や収穫作業が66％を占めることが明らかになった 5，

6）．
　本年度は，夏播種栽培における播種時期の違いと90
個体m-2以上の密植がキノアの生育，収量に及ぼす影響
について明らかにした．現地試験は，標高の異なる3圃
場で，確立された栽培技術の実証と省力化を目的とした
労働時間の算出を行った．
　また，キノアの疾患予防効果について各種の疾患動物
（マウス）モデルを用いて検討を行った．今回はその1
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例として，野生型マウスに3％　dextran sodium sulfate
（DSS）を1週間自由飲水させることによって惹起させ
る大腸炎モデル（DSS誘導性大腸炎）に対するキノア
の予防効果について報告する．

2．実験方法

2－1　播種時期と栽植密度
　試験は総合農業技術センター本所（甲斐市，標高
315m，灰色低地土，pH（H2O）：6.8，前作：ナス，以
下平坦地と略す），及び同センター八ヶ岳試験地（北杜
市高根町，標高955m，黒ボク土，pH（H2O）：6.7，前
作：ソルゴー，以下高冷地と略す）で行った．供試した
N6は，2006年度に当センターで採種された子実を用い
た．試験区は，播種時期として平坦地は8月9日，27
日，高冷地は8月3日，23日，栽植密度として90個体
m-2（畝幅60cm，株間1.8cm），180個体m-2（畝幅30cm，
株間1.8cm）のそれぞれ2水準を設けた．対照区として
平坦地は4月9日，高冷地は4月24日に播種した90個
体m-2区を設けた．栽植密度は出芽後，間引きを行って
調整した。試験規模は1区10.8㎡の2反復とした．施肥
は，N-P2O5-K2Oとして8-8-8g m

-2を化成8号で与え
た．その他に平坦地は苦土石灰で80g m-2を全層施用し
た．病害虫防除は，高冷地の対照区において，6月19
日にイミダクロプリド20％フロアブル剤4000倍希釈液
を散布した．調査項目は各生育期，草丈，倒伏・折損程
度，子実収量及び品質，千粒重とした．収量調査は天日
乾燥，脱穀（藤原製作所製TSL型），風選（木屋製作所
製），搗精（山本製作所製　VP31T，搗精白度2，流量
2～3）後の子実を用いて行った．

2－2　現地実証
　試験は南アルプス市戸田（標高250m，灰色低地土，
前作野菜類，以下南ア），北杜市須玉町（標高800m，
黒ボク土，休耕地，以下須玉），北杜市長坂町（標高
920m，黒ボク土，前作：葉菜類，以下長坂）の3カ
所で行った．手押し式播種機（株式会社向井工業製
HS-801型，ベルト：R2.5　0-28，播種量：1mあたり
約0.36g）を用いて，南アが8月27日，須玉が8月13日，
長坂が8月17日に，それぞれ播種した．試験規模は，
1区あたり，南ア150㎡，須玉840㎡，長坂189㎡で反復
なしとした．南ア，須玉の施肥はN-P2O5-K2Oとして8-
8-8g m-2を化成8号で，長坂は10-26.3-10.4 g m-2をな
たねかすで施用した．栽培期間中の薬剤防除は行わな
かった．調査項目は2－1の項目に加えて，栽培前の土
壌化学性，労働時間とした．

2－3　キノア経口投与がDSS腸炎に及ぼす予防効果
⑴　DSS誘導性腸炎及びその評価

　野生型C57BL/6マウス（雌、6－8週令）に3％　
dextran sodium sulfate（DSS）を7日間自由飲水させ，
既報のように大腸炎を惹起させた．DSS飲水開始時よ
り毎日体重測定を行なった．さらにDSS飲水開始後8
日目にマウスを屠殺し，便潜血反応および大腸の長さ，
好中球活性，腸管における炎症性変化，サイトカイン産
生（TNF-alfa）について，便潜血測定用試薬（シオノ
ギ），ミエルペルオキシダーゼ活性（MPO活性），real-
time PCR法を用いて検討した．
⑵　キノア投与法
　キノア子実をコーヒーミルで粉砕し，メタノールで抽
出した．メタノール抽出物は濃縮後，水に懸濁し，ヘキ
サン引き続いて酢酸エチルおよびブタノールで順次抽出
し，それぞれの抽出液を濃縮した．ヘキサン抽出物は褐
色油状物，酢酸エチル抽出物は褐色固体，ブタノール抽
出物は黄白色の粉末状固体が得られた．
　本試験では，野生型C57BL/6マウスに前述のブタ
ノール抽出物を体重あたり1，10，　100，1000mg kg-1，
DSS飲水前に1週間前投与あるいはDSS飲水と同時期
に1週間，胃ゾンデを用いて経口的に投与した．

3．結　果

3－1　気象概況
　8月以降の気温は，8月中旬が平年より2℃，9月
が1.5～3℃高く，全体的に高く推移した（図1）．降水
量は，9月5～7日，9月10～12日，10月26～27日に，
それぞれ114.5mm，71.5mm，73mmの降雨があり，これ
らの時期は，平年の240～400％となった．それ以外の
期間は小雨傾向となり，8月播種区の生育期間全体では
平年並みとなった．

　＊データは甲府気象台による

図1　 甲府における2007年度の気温と1971～2000年の
平年気温

甲府平年値
甲府2 0 0 7年度

4
月
上
旬

4
月
中
旬

4
月
下
旬

5
月
上
旬

5
月
中
旬

5
月
下
旬

6
月
上
旬

6
月
中
旬

6
月
下
旬

7
月
上
旬

7
月
中
旬

7
月
下
旬

8
月
上
旬

8
月
中
旬

8
月
下
旬

9
月
上
旬

9
月
中
旬

9
月
下
旬

1
0
月
上
旬

1
0
月
中
旬

1
0
月
下
旬

1
1
月
上
旬

1
1
月
中
旬

1
1
月
下
旬

6

山梨県総合理工学研究機構研究報告書　第3号　(2008)



　＊データは図1に準ずる

3－2　播種時期と栽植密度
　平坦地の8月27日播種区は，9月上旬の降雨で著し
い出芽不良となったため，特性調査のみを行った．昨年
度同様，播種時期が遅くなるほど，草丈や花穂長が低く
なる傾向がみられた．
　平坦地の子実収量は，8月9日播種区において，180
個体m-2区が90個体m-2区より高くなり，対照区と同等と
なった．子実品質は，黒く汚れた子実（黒変粒）の混入
がまったくみられず，4月播種区より優れた（表1）．
　高冷地の子実収量は対照区より低くなった．平坦地同
様，汚粒はなく子実品質は優れた（表2）．
　千粒重は，栽培場所，播種時期及び栽植密度の違いに
よる一定の傾向は認められなかった（表1，2）．

3－3　現地実証
　試験圃場における供試土壌の化学性は，pH（H2O）は
6.3～6.9であった．交換性K2Oは30mg 100g

-1以上，可給
態リン酸（Truogリン酸）は須玉を除いて50mg 100g-1以
上であった．NO3-Nは3mg 100g

-1以下で，前作からの
残存は認められなかった（表3）．
　開花期は9月中旬～10月上旬，成熟期は10月下旬～
11月中旬であった．須玉は9月26～27日の降雨（約
50mm），南アは10月26～27日の降雨（約70mm）により，
多くの個体が倒伏，折損して，子実収量は90g m-2以下
となった．また，須玉は汚粒が多くなった．子実の千粒
重は長坂が2.95gで最も高くなった．南アが2.27gで他圃
場よりも低くなったのは，折損により子実肥大が抑制さ
れたことによると思われる（表4）．
　栽培に要する労働時間は10aあたり約30時間で，収
穫後の選別調整作業が全体の60％以上を占めた．大豆，
水稲の労働時間と比較すると10～30％程度多いと推察
された（図3）．昨年度と比較すると，除草に刈払機を，
収穫に大豆・そば用コンバインを使用することで66％
短縮された．

表1　 平坦地における播種時期と栽植密度の違いがキノ
アの生育，収量及び子実品質に及ぼす影響

図2　 甲府における2007年度の降水量と1971～2000年
の平年降水量

ｚ：区内の40～50％の個体に開花が確認された日（観察）
ｙ： 子実の80～90％が指で押してもつぶれないようになった日
（観察）

ｘ：0（無）～5（甚）の6段階評価（観察）
ｗ：水分15％換算
ｖ： 黒変粒の混入割合0（0～5％），1（6～10％），2（11～
20％），3（21～40％），4（41～60％），5（61％以上）（観察）

播種日 栽植
密度 開花期z 成熟期y 草丈 花穂長 倒伏x

程度
折損x

程度
子実w

収量
子実w

千粒重
汚粒v

程度
（月・日）（個体m-2）（月・日）（月・日）（㎝）（㎝） （㎏ 10a-1）（g）

8.9 90 9.16 10.24 48.4 10.7 1 3 139 2.43 0

180 9.16 10.24 53.9 10.5 1 3 204 2.25 0

8.27 90 10.8 11.24 46.3 9.4 1 1 未調査 2.79 0

4.9（対照） 90 5.30 7.10 84.7 16.4 0 0 209 2.19 1.5

表2　 高冷地における播種時期と栽植密度の違いがキノ
アの生育，収量及び子実品質に及ぼす影響

ｚ，ｙ，ｘ，ｗ，ｖ：表1参照.

播種日 栽植
密度 開花期z 成熟期y 草丈 花穂長 倒伏x

程度
折損x

程度
子実w

収量
子実w

千粒重
汚粒v

程度
（月・日）（個体m-2）（月・日）（月・日）（㎝）（㎝） （㎏ 10a-1）（g）

8.3 90 9.9 10.14 68.7 10.5 3 4 110 2.69 0

180 9.9 10.14 61.4 9.4 3 4 140 2.32 0

8.23 90 9.28 11.20 37.4 9.2 3 2 121 2.31 0

180 9.28 11.20 38.0 7.5 3 2 122 2.51 0

4.24（対照） 90 6.13 7.31 91.7 14.1 0.5 2.5 195 2.64 2

表3　試験圃場の供試土壌化学性

試験圃場 開花期z 成熟期y 草丈 花穂長 主茎径 倒伏x

程度
折損x

程度
子実w

収量
子実w

千粒重
汚粒v

程度
（月・日）（月・日）（㎝）（㎝）（㎜） （㎏ 10a-1）（g）

南ア 10.2 11.23 69.4 17.3 8.4 2 5 53 2.27 0

須玉 9.15 10.26 64.5 10.7 3.9 1 4 81 2.91 4

長坂 9.18 10.28 58.3 11.8 7.4 1 1 151 2.95 2

表4　各試験圃場におけるキノアの生育，収量

圃場名 pH EC CaO MgO K2O
Truog
P2O5

NH4-N NO3-N

（H2O）（mS ㎝
-1） （㎎ 100g-1）

南ア 6.9 0.07 377 81 60 175 1 0

須玉 6.5 0.06 378 27 36 2 1 0

長坂 6.3 0.09 425 106 69 67 1 2

ｚ，ｙ，ｘ，ｗ，ｖ：表1参照.
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3－4　キノア経口投与がDSS腸炎に及ぼす予防効果
　ブタノール抽出物を体重あたり1000mg kg-1投与した
マウスにおいて，DSS飲水前の前投与群あるいはDSS
飲水時と同時投与のいずれの群においても，体重の減
少が抑制され，また，血便の減少が観察された．一方，
体重あたり1，10，100mg kg-1投与したマウスにおいて
は，DSS飲水前の前投与群あるいはDSS飲水時と同時
投与のいずれの群においても，体重減少の抑制，血便の
減少が観察されなかった．

4．考　察

　昨年度までの播種時期の検討では，春に播種する場
合，収量性などから4～5月（平坦地は4月）が適し
ていた．しかし，6月頃にカメノコハムシによる著しい
食害が確認された．昨年度は夏播種について検討し，夏
播種は春播種より少収傾向となるが，黒変粒の混入がな
く，子実品質は優れた．そこで，本年度は，夏播種にお
ける収量性向上を目指して密植栽培について検討した．
その結果，平坦地で栽植密度を180個体m-2で栽培すれば，
春播きと同程度となるが，高冷地では，密植にしても春
播種より少収になることが明らかになった．これは，生
育前半が夏の高温期となる平坦地では，180個体m-2の密
度でも花穂長などは小さくならず，1個体あたりの子実
収量が90個体m-2とほぼ同等となったことが原因として
考えられる．つまり，本県では，4月または8月の播種
が可能で，栽培場所や栽培体系だけでなく，カメノコハ
ムシなどの虫害発生状況を勘案して決める必要があると
考えられる．8月に密植で栽培すると，茎が細くなり，
著しい降雨で折損のリスクが増大するので，過度の密植
にならないよう留意しなければならない．
　労働時間は10aあたり約30時間で，収穫後の選別調整
作業に全体の60％以上を要した．今後は，選別工程の

省力化に向けた機械改良などの検討が必要である．一方
で，収穫までの栽培期間中の作業は大豆や水稲より少な
いので，新たな土地利用型作物として導入されることが
期待できる．
　キノアの疾患予防効果については，現在，キノアが腸
炎形成及び，炎症性サイトカイン産生に及ぼす効果につ
いて検討中ではあるが，これまで得られたデータは，キ
ノアの大量摂取によって炎症性腸疾患の予防が可能であ
ることを示唆している．さらなるパラメーターの解析に
よってその予防効果について検証が必要と考える．
　本成果は，本県における基本的なキノアの栽培特性
等を明らかにしたものだが，一般生産農家の過程で更
に検討をすべき内容も多い．来年度以降，生産規模が拡
大して本県の新たな特産品となるように，生産農家，研
究，普及，農協，実需者等の関係機関が連携していく．
なお，本年度に現地試験を実施した3農家が，来年度
以降，一般生産を予定しており，合計20a程度からのス
タートする予定である．
　近年，全国的に耕作放棄地の増加が大きな問題となっ
ている．本県においても耕作放棄面積は3,252haとなっ
ており，耕作放棄率は14.7％で全国で2番目の高さと
なっている 7）．土地利用型作物のキノアの生産振興によ
り，これらの課題解決にもつながることを期待したい．
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図3　キノア栽培における労働時間

1） キノアは3圃場の実測平均値，大豆・水稲は山梨県作物別経
営指標（H12）から算出した．

2） キノアは1条手押式播種機（播種），刈払機（除草），大豆・
そば用コンバイン（収穫），坪刈用唐箕（調整）を使用した．
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未利用農林産物系バイオマスの
利用技術の開発





山梨県におけるスイートコーン残さからの
バイオエタノール生産の可能性評価
工業技術センター・総合農業技術センター 1・森林総合研究所 2・山梨大学 3

恩田　匠・長沼　孝多・橋本　卓也・小嶋　匡人・長坂　克彦 1・加藤　知美 1・
小澤　雅之 2・島崎　洋一 3

The Possibility of Bio-Ethanol Production from Sweet Corn 
Residues in Yamanashi Prefecture

Industrial Technology Center, Agricultural Research Center 1, Forest Research Institute 2, University 
of Yamanashi 3

Takumi ONDA, Kota NAGANUMA, Takuya HASHIMOTO, Masato KOJIMA, Katsuhiko NAGASAKA 1, 
Tomomi KATO 1, Masayuki OZAWA 2 and Yoichi SHIMAZAKI 3

要　約

　スイートコーン残さからのエタノール生産を効率よく行うため，スイートコーン品種別の成分分析や，雌穂収穫後の成
分含量の推移の調査，スイートコーン残さの酵素処理による糖類の増強方法の検討などを行った．また，バイオマスとし
てのスイートコーン残さを補完するためのバイオマス植物として，ソルガムを供試試料とし，ソルガムの糖収量の高い栽
培密度（株間）、夏収穫時期、追肥量について検討することで，その肥培管理技術を確立した．さらに，本県におけるス
イートコーン残さからのエタノール生産の可能性について，エネルギー収支の解析やエタノール製造単価などから評価を
行った．

Abstract

  Aiming the utilization of sweet corn residues as a biomass, we investigated the contents of sugars and amino acids 
of various species of sweet corns residues.  Changes in sugar and amino acid contents of sweet corn residues after 
ear harvesting and the effect of enzymatic digestion on their contents were also observed.  To facilitate bio-ethanol 
production from sweet corn residues, the methods for nutrient management of Sorghum, as a supplement, were 
established.  Furthermore, the possibility of bio-ethanol production in Yamanashi Prefecture was evaluated on the basis 
of ecological and economical balance.

1．緒　言

　近年，地球温暖化対策や化石資源代替のために，バイ
オエタノール 1－5）が注目され，世界的なレベルで研究が
盛んに行われており，欧米などではスイートコーンやサ
トウキビからのバイオエタノール生産が実用化に至って
いる．一方で，最近，バイオエタノール生産において，
原材料として用いられているスイートコーンやサトウキ
ビについて，食糧との競合の問題が指摘されるようにな
り，廃棄物など食糧と競合しないバイオマスからのエタ
ノール生産が望まれるようになってきている．
　山梨県では，「山梨県環境基本条例」が施行（平成16

年4月）され，温室効果ガスの削減や資源の循環的活用
などが目標として定められている．本県には未利用の農
林産物系バイオマスが豊富に存在することから，これら
バイオマスからのエタノール生産が期待されている．
　我々は，山梨県におけるバイオエタノール生産の可
能性を明らかにするために，本県の主要農産物であるス
イートコーンに着目し，その残さからの，すなわち食糧
と競合しないバイオマスからのエタノール生産の可能性
評価のための研究 6－8）に着手した．
　昨年度までに，スイートコーンの栽培試験から，高
いバイオマス量と糖濃度の得られる品種や栽培条件の調
査，その搾汁液の糖類をはじめとした内容成分の分析を
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行い，かつ県内で得られるスイートコーン残さ量の推定
を行ってきた．また，スイートコーン残さ搾汁液の発酵
酵母を用いたエタノール発酵試験を行い，搾汁液に栄養
成分を付与することなく，エタノール生産が可能である
こと，またその発酵収率などを明らかにした．さらに，
以上のような研究成果をもとに，県内で生産可能なエタ
ノール量の推定を行い，スイートコーン残さからのバイ
オエタノール生産のエネルギー収支について解析を行っ
てきた．
　本年度は，スイートコーン残さからのエタノール生
産のための，スイートコーン品種別の成分分析や，雌
穂収穫後の内容成分含量の推移の調査，本年度のスイー
トコーン残さ搾汁液を用いた発酵試験，さらにスイー
トコーン残さの酵素処理による糖類の増強方法の検討を
行った．
　また，エタノール生産プラント導入の可能性を検討
する中で，バイオマスとしてスイートコーン残さ搾汁液
のみでは，プラントの稼働率が著しく低いことが想定さ
れた．そこで，スイートコーン残さを補完する作物とし
て，得られるバイオマス量や糖含量が高く，エタノール
発酵に適していることが分かっている，ソルガムの栽培
について，本県の気象条件に適した糖収量の高い肥培管
理技術の確立を行った．
　さらに，本県において，スイートコーン残さ搾汁液
を主とした未利用バイオマスからのバイオエタノール
生産，特に中央市をモデル地域として設定したときのエ
ネルギー収支やエタノール製造コスト（単価）の解析か
ら，エタノール生産実用化の可能性を評価した．

2．実験方法

2－1　供試スイートコーンとその試験栽培
　エタノール発酵試験のためのスイートコーンは，昨年
度と同様に，総合農業技術センター内の試験ほ場（山梨
県甲斐市下今井，標高315m）で夏期に栽培された‘ゴー
ルドラッシュ’（は種日3月8日、雌穂収穫日6月14日，
搾汁日6月21日）を供試した．
　また，品種別のスイートコーン残さで得られる糖組
成とアミノ酸組成を調べるため，13品種のスイート
コーン（‘恵味キュート’，‘甘々娘’，‘ゴールドラッ
シュ’，‘さきちゃん’，‘未来早生130’，‘ミルフィー
ユ’，‘K6-025B’，‘K6-113’，‘KSY-588’，‘MK-Z44’，
‘MK-2506’，‘YTB-6760’および‘YTY6310’）を供
試した．これらも，総合農業技術センター内の試験ほ場
で夏期（は種日3月8日、雌穂収穫日6月14日，搾汁
日6月21日）に栽培されたものである．

2－2　スイートコーン残さ搾汁液の調製と成分分析
　試験ほ場で得られたスイートコーン残さについて，既

報 8）と同様に，ロールプレス搾汁機により，搾汁液を
得た．搾汁液は，成分分析や発酵試験に供されるまで，
凍結保存した．
　スイートコーン残さ搾汁液の成分分析は，既報 8）と
同様に，一般成分（水分，タンパク質，脂質，灰分，炭
水化物）含量，無機塩含量，糖組成とその含量およびア
ミノ酸組成とその含量の測定を行った．

2－3　スイートコーン残さの酵素処理
　バイオマスとして，スイートコーン残さをより効率的
に利用するため，酵素処理による，糖含量の増強につい
て検討を行った．酵素分解は，デンプンを加水分解する
酵素系とセルロースを加水分解する酵素系によった．す
なわち，スイートコーン残さを，残さ重量の3倍量の
0.05M酢酸緩衝液（pH5.0）とともに，家庭用のジュー
サーで均質化し，残さ懸濁液を調製した．この残さ懸
濁液に，セルロース分解酵素系の酵素液としては，矢
野らの方法 9）に準拠し，セルラーゼ（Y-NC，ヤクルト
薬品工業社製）10mg/g，β-グルコシダーゼ4mg（アー
モンド由来，2.6U/mgシグマ化学社製）およびセルラー
ゼY-NC（ヤクルト薬品工業社製）5m/gとなるように，
またデンプン分解酵素系の酵素液としてはα-アミラー
ゼ1mg/g（20U/mg，Bacillus subtilis由来，和光純薬社
製）になるように，それぞれ残さ懸濁液に添加して，
65℃18時間反応を行った後の反応終了後の糖組成を調
べた．

2－4　 スイートコーン残さ搾汁液のエタノール発酵試
験

　本年度の‘ゴールドラッシュ’スイートコーン残さ
から得られた搾汁液について，既報 8）と同様に，酵母
（Saccharomyces cerevisiae JCM7255）を用いた発酵試験
を実施した．発酵条件は，搾汁液（2l）を用い，培養温
度25℃，撹拌回転数50rpmとして，48時間発酵させた．

2－5　供試ソルガムとその試験栽培
　バイオマス植物としてのスイートコーン残さを補完す
るための，ソルガムの利用について，最も高い糖濃度が
得られる栽培条件などを調査した．ソルガムは，既報 8）

において，本県の平坦地で糖収量の高いことが確認され
た，中晩種の‘スーパーソルゴー’を供試した．試験栽
培は，総合農業技術センター内の試験ほ場で実施した．

2－6　ソルガムの肥培管理試験
　供試ソルガムについて，バイオマス植物として，高い
糖含量が得られる施肥管理技術を調査した．すなわち，
栽培時の栽植密度（株間），夏収穫の時期，および追肥
量が，得られる糖含量に与える影響を，以下のように調
べた．
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⑴　栽植密度の検討
　ソルガムの栽培密度が，収穫時に得られる糖含量に与
える影響を調べた．本試験栽培のは種は既報 8）で報告
したように，夏と秋2回の収穫が見込まれる4月中旬，
すなわち2007年4月20日に実施した．夏の収穫は同年
8月10日に，秋の収穫は同年11月21日に行った．
　栽植密度は，条間を55cmに固定し，株間を以下5
区 分：10cm（18,182株/10a），15cm（12,121株/10a），
20cm（9,091株/10a），25cm（7,273株/10a） お よ び
30cm（6,061株/10a）に設定した．施肥は基肥として
N，P2O5，K2Oを各11kg/10aになるようにくみあい化成
8号（コープケミカル社製）を用い，また土壌改良資材
として牛ふん堆肥（JA梨北製）2,000kg/10a，苦土石灰
（駒形石灰工業社製）100kg/10aを施用した．追肥はN，
K2Oを各9kg/10aとなるようにくみあいNK化成14号
（コープケミカル社製）で夏収穫後の条間に施用した．
　夏と秋の収穫物について，茎中のBrix，水分率，生
収量（茎）を測定し，下記の式を用いて糖収量を算出し
た．
　糖収量＝（茎の生収量－茎の乾物収量）×Brix値
/（100－Brix値）
　また，収穫の作業性や糖収量に関連のある倒伏程度に
ついても調査した．

⑵　夏収穫時期の検討
　夏収穫を2007年7月25日，7月31日，8月9日，8
月15日，8月20日に，秋の収穫は同年11月21日に行い，
得られる糖含量などの差異を調査した．品種，は種時
期，追肥量，試験規模，調査項目については，2－6－
⑴と同様とし，栽植密度は条間55cm，株間10cm（18,182
株/10a）とした．
　なお，夏収穫株は，台風による倒伏が発生したが，倒
伏したままでは夏収穫時期の影響を明確にすることがで
きないので，人為的に直立させた。

⑶　追肥量の検討
　追肥量が，得られる糖含量に与える影響を調べた．本
試験の品種、試験規模、栽植密度、調査項目については
2－6－⑵と同様に行った．は種は2006年4月22日に，
夏収穫は同年8月10日に，秋の収穫は同年11月16日
に行った．追肥量はN，K2Oを各0，3，6，9，12，
15kg/10aとなるようにくみあいNK化成14号で夏収穫後
の条間に施用した．

2－7　エタノール潜在製造量の推定
　エタノール潜在製造量の推定は，山梨県と中央市の
2地域を対象とした．中央市 10）は，山梨県の中央南部
に位置し，2006年2月20日に田富町，玉穂町，豊富村
が合併した地域（面積31.81㎢）であり，農地がその

36.5％を占めている．中でも，豊富地区は，県内で最も
スイートコーン栽培が盛んな地域である．エタノール潜
在製造量の算出にあたり，作付面積は2005年農林業セ
ンサス 11）のデータを参照し，ソルガムの場合，耕作放
棄地での2期作と仮定した．算出式 12）を以下に示す．
　エタノール潜在製造量＝糖収量×0.514（アルコール
発酵理論効率）×0.85（アルコール発酵歩合）

2－8　エネルギー収支の試算
　バイオ燃料を製造する条件として，エネルギー収支
（エネルギー投入量/エネルギー製造量）が1未満とな
る必要がある．そこで，中央市を対象にバイオ燃料の製
造段階におけるエネルギー収支の試算を行った．エネル
ギー収支を算出するプロセスは，⒤栽培，ⅱ収集，ⅲ輸
送，ⅳ発酵の4つに分類し，以下のように検討した．
　ⅰ 栽培プロセスは，スイートコーンの場合には残さ利

用のためエネルギー消費量がないものとし，ソルガ
ムの場合にはトラクタの能率 13）0.47ha/h，燃費10
～20L/hを参照し，さらに整地，植付，肥料，追肥
の4工程を考慮した．

　ⅱ 収集プロセスは，ロールベーラの利用を考え，トラ
クタと同じデータを参照した．トラックに収穫物を
掲載するクレーンの動力は考慮していない．

　ⅲ 輸送プロセスは，中央市内の5kmを往復すると仮
定し，2t（ガソリン34.6MJ/L，燃費6km/L）と
10t（軽油38.2MJ/L，燃費3.5km/L）のトラックの
稼働とした．

　ⅳ 発酵プロセスについては，ラボスケールにおける試
験からは，エネルギー消費量の算出が困難なため，
先行研究の値 14）を参照した．

2－9　メタン排出量の低減効果
　スイートコーン残さ利用によるメタンガス排出量の低
減効果について，山梨県および中央市をモデル地域とし
て算出した．
　スイートコーンの収穫後，その残さが水田に鋤込ま
れ，メタンが大量発生することが確認されている．メ
タンは温室効果ガスのひとつであり，二酸化炭素に比べ
て，21倍の温室効果がある．山梨県のメタン排出量の
約3分の2は，家畜や水田などの農業に由来するもので
あることが分かっている 15）．また，スイートコーン残
さの水田への鋤き込みにより，後作の水稲に窒素過多や
異常還元による生育初期の立ち枯れなどの問題も発生し
ている 16）．
　現在，その対策として，残さの鋤込みから3日後に入
水が行われているが，さらに，残さのすべてを収集し，
燃料化することによりメタン排出量の低減に寄与できる
ことが考えられた．メタン排出量推定のための算出式を
以下に示す．
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　メタン排出量［tCH4］＝作付面積［ha］×メタン排
出係数［tCH4/ha］

2－10　エタノール製造単価の試算
　エタノール製造プラントを導入する際には，その経済
性を充分に検討する必要がある．そこで，新エネルギー
人材育成研修会のテキスト 17）を参照し，中央市を対象
にバイオエタノール製造単価の試算を行った．表5－1
に5つのケーススタディの前提条件を示す．プラントの
製造規模は，中央市におけるエタノール潜在製造量の推
計値を参照した．プラントの年間稼働日数は，スイート
コーン残さとソルガムの貯蔵を考え，100日間（スイー
トコーン残さ30日間，ソルガム1期作40日間，ソルガ
ム2期作30日間）を基準とした．5つのケーススタディ
（年間エタノール製造量）の位置付けを整理すると，以
下のようになる．
　Case1：5kL/年（潜在製造量の100分の1）
　Case2：50kL/年（潜在製造量の10分の1）
　Case3：500kL/年（潜在製造量）
　Case4：1,500kL/年（ Case3を基準に年間稼動日数を

3倍）
　　スイートコーン残さとソルガム以外の利活用を想定
　Case5：5,000kL/年（ Case3を基準に日間製造量を10

倍）
　　中央市以外の近隣市町村の協力を想定
　表5－2に検討対象費目ごとの設定値および計算方法
をそれぞれ示す．エタノールの製造コストは，建設費，
原材料調達費，ユーティリティ費，メンテナンス費，人
件費の合計と定義した．プラントの建設費については，
日本での導入事例は少なく，積算するにあたり不確定要
素が大きい．沖縄県伊江村 18）に導入されたサトウキビ
を原料とするバイオエタノール実証プラントは，5.5億
円（日間製造量22.5L，年間稼働日数50日，年間製造量
1,125L）である．また，新潟県 19），20）に導入予定のイ
ネを原料とするバイオエタノール実証プラントは，12
億円（日間製造量3.3kL，年間稼働日数300日，年間製
造量1,000kL）である．本分析では，新潟県の事例を基
準建設規模とし，スケールファクターを考慮した0.7乗
則を適用した．算出式を以下に示す．
　建設費＝基準建設費×（日間製造量／基準日間製造
量）0.7

　なお，ソルガムの栽培費用については，東北農業セン
ターの研究成果情報 21）を参照した．

3．結　果

3－1　 供試したスイートコーン残さ搾汁液の成分分析
結果

⑴　エタノール発酵試験用の搾汁液の成分分析

　本年度の発酵試験に用いたスイートコーン残さ搾汁液
の成分分析結果を表1に示した．アミノ酸組成などに若
干の差異があるものの，既報の分析値とほぼ同等な数値
を示した．

⑵　品種別の糖含量とアミノ酸組成の差異
　13品種の品種別のスイートコーン残さ搾汁液中に含
まれる糖組成とアミノ酸組成を調べた結果，各品種にお
ける糖類とアミノ酸の組成はほぼ同等な傾向を示した．
　糖類の平均値は，スクロース6.5±3.5（g/100ml），グ
ルコース1.2±0.3（g/100ml），フラクトース0.8±0.8
（g/100ml），ブリックス10.0±3.7であった．最も糖濃度
が高かったのは，‘甘々娘’（スクロース12.3，グルコー
ス1.3，フラクトース0.7，ブリックス16.3）であり，次
いで‘ミルフィーユ’（ブリックス16.0），‘未来早生
130’（ブリックス15.3）であった．これらは，特にスク
ロースの蓄積が大きく，バイオマス植物として有用であ
ることが分かった．
　また，全てのアミノ酸含量を合計した，総アミノ酸
含量は，319.1±255.0（mg/100ml）であった．総アミ
ノ酸含量が最も高かったのは，‘ミルフィーユ’の1459
（mg/100ml）であり，‘甘々娘’（1432mg／100ml）など
も高かった．既報 7），8）と同様に，全ての品種で，グル
タミンやアスパラギン酸含量が高いことが分かった．

3－2　 雌穂収穫後のスイートコーンの残さ（茎部分）
の内容成分の推移

　雌穂収穫後のスイートコーンの茎部分を，試験ほ場で
放置したときの，糖組成とその含量ならびにアミノ酸含
量の推移を調べた結果を図1に示した．これまでの研究
で，スイートコーンの茎部分をほ場に放置することで，
茎中のブリックス値が増大することが分かっているが，
今回の検討から，糖類の中でスクロースが増大している

図1　 雌穂収穫後のスイートコーン残さに含まれる糖類
とアミノ酸含量の推移

　●：全糖量，○：スクロース，□：グルコース，△：フラク
トース，実線：総アミノ酸（検出された各アミノ酸含量の総和）．
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ことが明らかとなった．このことから，本現象が光合成
による糖の蓄積の結果であることが分かった．
　また，総アミノ酸含量も経時的に増加する傾向が認め
られた．アミノ酸は，発酵酵母の増殖にも必要であるこ
とから，雌穂収穫後に放置することが，アミノ酸増強の
面からも有効であることが考えられた．

3－3　 スイートコーン残さ搾汁液のエタノール発酵試
験

　2007年に調製されたスイートコーン残さ搾汁液につ
いての発酵試験の結果，既報と同様に，発酵48時間後
には，糖類（初発の全糖類含量11.2％）がほぼ完全に消
費され，エタノールが4.9％蓄積され，その発酵収率は
0.85であることを確認した（図表は省略）．
　また，ソルガム搾汁液の糖組成は，スクロース16.9
（g/100ml），グルコース1.2（g/100ml），フラクトース
1.02（g/100ml），ブリックス19.0（pH5.2）であった．
ソルガム搾汁液については酵母によるエタノール発酵の
検討例は多いが，本搾汁液も，スイートコーン残さ搾汁
液と同様に栄養成分などを添加することなく，エタノー
ルが得られることを確認した（図表は省略）．

3－4　スイートコーン残さの酵素処理による糖の増強
　スイートコーン残さ懸濁液に酵素処理した後の，糖含
量の増強の結果を，図2に示した．アミラーゼ系酵素お

よびセルラーゼ系酵素を処理した場合とも，グルコース
濃度の増大が認められ，それぞれデンプンまたはセル
ロース成分が分解されたことが確認された．特に，セル
ラーゼ酵素系では，全糖含量として4倍まで増加した．

3－5　ソルガムの肥培管理技術
　高い糖収率が得られるための肥培管理技術が以下のよ

表1　スイートコーン‘ゴールドラッシュ’（H19）残さ搾汁液の内容成分
　分析項目 　分析項目 　分析項目
水分 （g/100g） 86.7 金属 （mg/100g） アミノ酸（mg/100g）
タンパク質 （g/100g） 0.2 ナトリウム 1.6 ホスホセリン 2.5
脂質 （g/100g） 0 タウリン 0.6
灰分 （g/100g） 1.2 Brix （％） 11.2 アスパラギン酸 75.1
炭水化物 （g/100g） 11.9 スレオニン 20.8

糖類 （g/100ml） セリン 38.7
スクロース 9.0 アスパラギン 91.5
グルコース 1.2 グルタミン酸 12.2
フルクトース 1.0 グルタミン 872.6

グリシン 8.6
エタノール （％） ND アラニン 26.7
グリセロール （％） ND バリン 19.7

メチオニン 4.9
有機酸 （g/100ml） ND シスタチオニン 1.7
酢酸 ND イソロイシン 9.7
乳酸 ND ロイシン 17.6
コハク酸 ND チロシン 37.5
リンゴ酸 ND フェニルアラニン 9.3
クエン酸 ND γ-アミノ酪酸 0.6

オルニチン 0.9
リジン 13.3
ヒスチジン 7.4
アルギニン 30.9
ヒドロキシプロリン 5.8
プロリン 5.8

図2　 スイートコーン残さ懸濁液の酵素処理後の糖類含
量

　試験区は，B：酵素処理前，C：酵素無添加区，Amy：アミラー
ゼ系酵素処理区，Cel：セルラーゼ系酵素処理区．カラムは，黒
色：フラクトース，灰色：スクロース，白：グルコース．
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うに明らかになった．

⑴　栽植密度
　夏収穫物と秋収穫物合計の全重量は，株間25cmとし
た試験区が最も重く，株間10cm区が軽かった（表2）．
得られた搾汁糖度および搾汁率は，夏収穫で株間が広
いほど低下する傾向が認められたが，秋収穫では一定の
傾向が認められなかった．糖収量は株間25，30cm区が
1.3t/10aと高かった．
　倒伏程度は夏収穫で10cm区が著しく高かったが，他
の試験区では差は認められなかった．

⑵　夏収穫時期
　夏秋収穫物合計の全重量は夏収穫，秋収穫ともに，8
月9日収穫区が最も重かった．搾汁糖度では，夏収穫
は刈り取り時期が遅いほど高く，秋収穫は7月25日区
を除いて，刈り取り時期が遅いほど高い傾向が認めら
れた．糖収量は8月9日区が，1.0t/10aと最も高かった
（表3）．
　秋収穫の倒伏程度には一定の傾向は認められなかっ
た．

⑶　追肥量
　夏収穫物と秋収穫物合計の全重量は，追肥量が増える
にしたがって増加した．搾汁糖度は9kg/10a区が最も
高く，15kg/10a区は7.7％と他の区と比較して低かった．

糖収量は，追肥量9kg/10a区が，1.5t/10aと最も高かっ
た（表4）．
　なお，倒伏程度は，追肥量が少ない0.3kg/10a区で低
く，追肥量が多い15kg/10aで高かった．

3－6　エタノール潜在製造量の推計
　表6－1に山梨県および中央市のエタノール潜在製造
量の推計結果を示す．山梨県のスイートコーン残さとソ
ルガムから得られるエタノール潜在製造量は22,721kL
である．これは，2006年度における山梨県のガソリン
消費量 22）の4.8％に相当する．中央市の潜在製造量は
176kLであり，2006年度における中央市公用車のガソリ
ン消費量の25.2倍に相当する．

3－7　エネルギー収支の試算
　表6－2は中央市におけるバイオ燃料製造のエネル
ギー収支の結果である．スイートコーン残さが0.643か
ら0.717，ソルガムが0.654から0.739の範囲である．栽
培プロセスのエネルギー消費量の有無が起因し，ソルガ
ムに比べて，スイートコーン残さの方がよい結果が得ら
れた．発酵プロセスのエネルギー消費量を抑えることが
最も重要である．

3－8　メタン排出量の低減効果
　表6－3に山梨県および中央市の水田からのメタン排
出量を示す．中央市の水田のメタン排出量は，スイート

株間（cm）
全重 糖収量 a） 搾汁糖度 搾汁率 草丈

倒伏程度
（t/10a） （t/10a） （Brix） （％） （m）

夏 秋 合計 夏 秋 合計 夏 秋 夏 秋 夏 秋 夏 秋
10 7.0 5.4 12.4 0.5 0.5 1.0 10.1 13.8 36.5 32.8 2.8 2.9 4.5 1.5

15 8.6 6.2 14.8 0.6 0.7 1.2 10.1 14 36 37.3 2.7 3.2 2.0 2.0

20 8.4 6.4 14.8 0.5 0.6 1.1 9 13.5 35 34.4 2.6 3.2 1.8 1.3

25 8.7 8.3 17.0 0.5 0.8 1.3 8.6 13.6 34 35 3.0 3.4 2.0 0.8

30 8.8 7.6 16.4 0.5 0.8 1.3 8.8 14.7 32.9 36.2 3.3 3.2 1.3 1.3

表2　株間がソルゴーの生育・収量に及ぼす影響

ａ）糖収量＝（茎の生収量－茎の乾物収量）×Brix値/（100－Brix値），ｂ）倒伏程度：肉眼観察により，0（無）～5（甚）の6段階評価

表3　夏刈り取り時期が生育・収量に及ぼす影響

図の説明は，表1に同じ．なお，夏収穫は全区で倒伏したので人為的に直立させた．

刈取時期
全重 糖収量 a） 搾汁糖度 搾汁率 草丈

倒伏程度
（t/10a） （t/10a） （Brix） （％） （m）

夏 秋 合計 夏 秋 合計 夏 秋 夏 秋 夏 秋 夏 秋
7月25日 6.9 4.0 10.9 0.3 0.3 0.6 5.5 11.8 42.8 28.3 2.6 2.5 4.5 0.8

7月31日 7.6 4.2 11.8 0.5 0.4 0.9 8.4 14.7 40.8 28.7 2.7 2.6 4.5 0.5

8月9日 8.7 5.2 13.9 0.6 0.4 1.0 10.5 13.0 39.0 33.3 2.7 3.0 4.5 1.0

8月15日 7.7 4.2 11.9 0.6 0.3 1.0 12.8 12.3 37.0 32.6 3.0 2.9 4.5 1.5

8月20日 6.8 3.2 9.9 0.6 0.2 0.9 13.7 10.6 32.9 32.2 2.9 2.4 4.5 0.8
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コーン残さ鋤込直後に入水する場合と比べて，スイート
コーン残さ鋤込3日後の入水により52％，スイートコー
ン残さのエタノール変換により72％の低減効果がある．

3－9　エタノール製造単価の試算
　表6－4に5つのケーススタディのエタノール製造単
価を示す．Case1からCase3の製造単価は，384円/Lか
ら5,435円/Lの範囲となった．エタノールの製造規模が
小さい場合，人件費の占める割合が多く，製造規模が大
きくなるにしたがい，原材料調達費の占める割合が多く
なる．次に，Case3を基準として，年間稼動日数が3倍
になったCase4では220円/L，日間製造量が10倍になっ

たCase5では243円/Lとなった．

4．考　察

　バイオマスとしてのスイートコーン残さは，品種別
では，‘甘々娘’や‘ミルフィーユ’が高い糖濃度とア
ミノ酸含量を示したことから，最も優れていることが分
かった．また，雌穂収穫後，ほ場に約12～20日程度放
置することで，糖類とアミノ酸含量の増強ができること
が確認された．また，スイートコーン残さへの酵素処理
によって，特にセルラーゼ系の酵素処理が有効であるこ
とが分かり，搾汁液調製前の処理に有効である可能性が
考えられた．しかしながら，酵素製剤のコストを考えた
場合の収支面での有効性は不明であり，実用化における
検討課題といえる．
　スイートコーン残さは1年のうちで得られる時期がき
わめて短いことから，それを補完するバイオマスとして
の，ソルガムの肥培技術を明らかにすることができた．
ソルガムの栽培は，休耕地利用の促進が期待できた．
　本研究における取り組みで，本県で，スイートコー
ン残さからバイオエタノールを生産する場合の，エネ

追肥量
（kg/10a）

生体重 糖収量
搾汁糖度
（Brix）

搾汁率
（％）

草丈
（cm） 倒伏程度（t/10a） （t/10a）

秋 合計 秋 合計
0 2.5 10.2 0.21 1.22 11.1 32.3 1.7 0.3

3 3.7 11.4 0.34 1.35 12.3 34.4 1.8 0.3

6 4.9 12.6 0.42 1.43 11 38.8 2.3 2.0

9 5.2 12.9 0.54 1.55 13.3 39.3 2.4 0.3

12 5.6 13.3 0.5 1.51 11.7 42.2 2.3 2.3

15 6.1 13.8 0.38 1.39 7.7 42.4 2.1 3.8

夏収穫 a） 7.7 － 1.01 － 15.9 38.1 2.0 －

表4　追肥量が秋収穫の生育・収量に及ぼす影響

図の説明は，表1に同じ．夏収穫は全区で倒伏したので人為的に直立させた．
ａ）夏収穫は各区の平均値を示す．

表5－1　経済性分析のケーススタディの前提条件

項　　目 Case1 Case2 Case3 Case4 Case5

スイートコーン残さ［t］ 23 230 2,300 Case3を
基準に年
間稼働日
数を3倍

Case3を
基準に日
間製造量
を10倍

ソルガム1期作［t］ 30 300 3,000

ソルガム2期作［t］ 23 230 2,300

年間エタノール製造量［kL/年］ 5 50 500 1,500 5,000

日間エタノール製造量［L/日］ 50 500 5,000 5,000 50,000

プラント建設費［百万円］ 63 318 1,594 1,594 7,988

項　　　目 設定値および計算方法

①建設費

建設費は，Case1が63［百万円］，Case2が318［百万円］，Case3が1,594［百万円］，Case4が1,594［百万円］，
Case5が7,988［百万円］である．
新潟県の米を原料とした事例（日間製造量3,333L/日）の建設費が1,200［百万円］である．これを基準と考え，
各ケースの日間製造量に0.7乗則を適用し，建設費を算出した．
なお，日間製造量は，Case1が50L/日，Case2が500L/日，Case3が5,000L/日，Case4が5,000L/日，Case5が
50,000L/日である．
補助率は50％を想定した．建設費に補助率を乗じることにより補助額が定まる．
実質建設費は建設費から補助額の差とし，それを耐用年数15年で割った値を用いた．

②原材料調達費 農産廃棄物の試算例から，スイートコーン3,800円/t，ソルガム11,300円/tとした．ソルガムの栽培費用7,500
円/t，収集費用3,800円/tと仮定した．

③ユーティリティ費 建設費の2％と設定した．

④メンテナンス費 建設費の1％と設定した．

⑤人件費 人件費を4.5［百万円/年］とし，5名体制とする．

表5－2　検討対象費目ごとの設定値および計算方法
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ルギー収支やコストについての解析を行うことができ
た．中央市を対象にしたバイオ燃料の製造段階における
エネルギー収支の解析から発酵プロセスのエネルギー
消費を抑えることが最も重要であることがわかった．そ
の対策として，山梨県の県有林の主伐から発生する林
地残材の利用を考える．山梨県において1年間に発生
する林地残材の熱量（主伐面積90.542ha×有効林地残材
81.25t/ha×林地残材熱量16,747MJ/t） 23）を推計した結
果，123TJ（ガソリン換算3,561kL）になる．これを木
質ボイラ（効率0.9）を用いて，Case3（年間バイオ燃料
製造量500kL）の発酵プロセスの熱源に利用すると仮定
すれば，山梨県の林地残材のおよそ6％で賄うことがで
き，バイオマスの複合利活用の観点からも非常に有効で

ある．
　中央市のエタノール潜在製造量を参照し，製造規模
別にエタノール製造単価を試算した結果，384円/Lから
5,435円/Lとなった．2007年5月に日本政府が公表した
次世代自動車・燃料イニシアティブ 24）によれば，2015
年の国産バイオ燃料の製造単価目標は100円/Lである．
本解析では，農産物の貯蔵の観点から年間稼働日数を
100日と仮定したが，その他の未利用農産物の収集も考
慮し，年間稼動日数を300日に増加させれば，220円/L
になる可能性がある．また，農産物を輸送する観点か
ら，収集対象を中央市に限定したが，スイートコーンの
特産地である笛吹ラインの周辺地域を含め，日間製造量
を5kL/年から50kL/年の10倍に増加させれば，243円
/Lになる可能性がある．したがって，採算性を求める
には，プラントの年間稼働日数を増やすことが最も効果
的であり，スイートコーン残さとソルガム以外の未利用
農産物の収集や農産物の収集範囲を中央市以外の近隣市
町村に拡充することが重要である．
　また，バイオエタノール生産で，スイートコーン残さ
に含まれる糖類が消費されることで，県内で発生するメ
タンガスの削減効果も期待できた．

5．結　言

　本県におけるバイオエタノール生産の可能性につい
て明らかにすることができた．本研究では，バイオエタ

　推計に用いた数値は，以下のとおり．コーン残さ収率24.4［t/ha］，ソルガム1期作収率81.0［t/ha］，ソルガム2期作収率61.0
［t/ha］，ソルガム粗放的栽培効率0.7，コーン残さ乾物収量率0.217，コーン残さ搾汁糖度0.131，ソルガム乾物収量率0.300，ソルガ
ム搾汁率0.146，発酵理論効率0.514，発酵歩合0.85，エタノール密度0.79［g/㎤］，エタノール低位発熱量21.1［MJ/L］

表6－1　山梨県および中央市のエタノール潜在製造量の推計結果

地域 作物 作付面積
［ha］

収穫量
［t］

乾物収量
［t］

糖量
［t］

アルコール量
［t］

生産量
［kL］

エネルギー量
［MJ］

山梨県

スイートコーン残さ 797 19,447 4,220 2,295 1,003 1,269 26,785,443

　　ソルガム1期作 3,261 184,888 55,466 22,126 9,667 12,236 258,189,744

　　ソルガム2期作 3,261 139,237 41,771 16,663 7,280 9,215 194,439,190

中央市

スイートコーン残さ 104 2,538 551 300 131 166 3,495,215

　　ソルガム1期作 76 4,320 1,296 517 226 286 6,032,696

　　ソルガム2期作 76 3,253 976 389 170 215 4,543,142

作物 スイートコーン残さ ソルガム

ケース 最良 最悪 最良 最悪

整地 0.023 0.047

収集 0.024 0.048 0.012 0.023

輸送 0.008 0.021 0.008 0.021

発酵 0.611 0.648 0.611 0.648

合計 0.643 0.717 0.654 0.739

地域 水田とコーン残さ処理 作付面積
［ha］

排出量
［tCH4］

山梨県

水田単作 5,020 798

水田＋コーン残さ鋤込直後入水 775

水田＋コーン残さ鋤込3日後入水 500 275

水田＋コーン残さエタノール変換 80

中央市

水田単作 224 36

水田＋コーン残さ鋤込直後入水 145

水田＋コーン残さ鋤込3日後入水 94 51

水田＋コーン残さエタノール変換 15

項　目 Case1 Case2 Case3 Case4 Case5

エタノール製造量 ［kL/年］ 5 50 500 1,500 5,000

建設費 ［円/L］ 420 212 106 35 53

原材料調達費 ［円/L］ 137 137 137 137 137

ユーティリティ費 ［円/L］ 252 127 64 21 32

メンテナンス費 ［円/L］ 126 64 32 11 16

人件費 ［円/L］ 4,500 450 45 15 5

エタノール製造単価 ［円/L］ 5,435 990 384 220 243

表6－2　 中央市におけるバイオ燃料製造のエネルギー
収支

表6－3　 山梨県および中央市の水田からのメタン排出
量

表6－4　各ケーススタディのエタノール製造単価
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ノール製造プラントを規模別に導入したケーススタディ
を実施した．その効果を定量的に提示した意義は大きい
といえる．今後，本研究をフィージビリスタディに展開
する際には，建設費，原材料調達費や副産物収入費など
を改めて精査する必要がある．また，本事業を実施する
ためには，産官学民が一体となり，行政，研究機関，プ
ラント業者や地域の農業協同組合などの協力体制を築く
ことが不可欠である．
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山梨県地域における林地残材のエネルギー源化の可能性

森林総合研究所
小澤　雅之

Possibility of Forest Residues 
in Forests and Timber Yards as an Energy Source in Yamanashi Area

Yamanashi Forest Research Institue
Masayuki Ozawa

要　約

　山梨県地域を中心としてこれまで林地や土場等に堆積されていた林地残材量を実測調査を行ってきたが，林地残材を小
山の状態で屋根を付けて半年ほど自然乾燥させればエネルギーとして活用できる可能性が高いことが判明した．山梨県全
域で林地残材を活用したエネルギープラントも成立する可能性がある．しかし，現状では地域における社会的同意が必要
不可欠である．

1．緒　言

　地球温暖化対策や林業振興に有効な手段として，木質
バイオマスのエネルギー利用 1）について注目が集まっ
ている．中でも主伐や間伐等で発生した林地残材につい
て，北欧諸国で既に利用されている事例 2－3）等から，日
本でも有効な熱源として期待されている．しかし，現在
の日本の林業では林地残材のエネルギー利用を想定して
いないため，林内や土場跡地などにそれらが堆積されて
おり，ほとんど利活用されていない．そこで，山梨県の
ある地域にバイオマスエネルギープラントを設置するこ
とを想定し，現状における具体的な利用法ならびにエネ
ルギー源としての可能性について検討した．

2．実験方法

　山梨県地域を4つに区分し，そのうち1カ所に表1の
ような能力を有する木質バイオマスチップボイラーを設
置することを想定した．ボイラーから発生する熱エネル
ギーは，現在使用している重油ボイラーの代替とし，熱
需要のある工場に全量供給することとした．運び込む原
料は主にチップ材を外部から買付け，地域の蓄積量に応
じて林地残材の投入を想定した．なお，林地残材の発生
量については，これまでの調査結果を，伐採計画につい
ては山梨県県有林管理計画を基とした．
　また，実際に林地残材発生源から利用拠点まで搬送
する際のコスト等を算出するために，ダンプへの積み込
み・積み卸し，搬送時間等を実測した．また，林地残材

のチップ化に要するコスト等についても明らかにするた
めに，使用した機械等の稼働時間および燃費等について
実測を行った．

3．結　果

3－1　林地残材の輸送試験
　林地残材が堆積している地点に図1に示すような12t
ダンプを横付けし，グラップルにて林地残材の積載試験
を行った．また，積載した後，プラント設置を想定した
地点まで，実際に陸送させ，走行時間と燃費について4
回輸送試験を行い調査した．なお，この一連の試験は平
成20年3月に実施したため，執筆時においてデータ解
析が完了していないが，詳細については平成20年8月
に開催される日本エネルギー学会大会で発表 4）する予
定である．

エネルギー変換システム 木質チップ焚蒸気ボイラー

ボイラー設備運転時間 24時間/日×350日/年＝8400時間/年

木質バイオマス投入量 0.43t/時間，10.3t/時間，3592t/年

ボイラー効率目標値 80％

生産エネルギー 低圧蒸気（2.5MJ/kg）

蒸気発生量 定格換算蒸発量1.65t/時間，40t/日，13860t/年

発生蒸気熱量 3.72GJ/時間，89.3GJ/日，31.2TJ/年

表1　 想定する木質バイオマスエネルギー変換システム
の概要
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　現時点において判明していることとして，積込みはグ
ラップルを使って行ったが，概ね60～90分要した．そ
の後，片道約50kmの一般道の走行に約60分要した．プ
ラント設置想定地点ではダンプのダンプ機能を用いて荷
下ろしを行い，約5分要した．
　1回目の輸送試験では12t積載可能なダンプに積込め
た林地残材の量は5.86t，2回目のそれは7.78tであった
（いずれも林地残材の含水率は25～50％）．3，4回目
についても積載量は微増しており，2回目以降積載量が
増加した理由として，積込みを行うグラップル作業員の
反復効果によると思われる．詳細な工程調査の解析が完
了していないが，積込み量が増加するに従って作業時間
も増加する傾向があり，両者は作業員の技量によるとこ
ろが大きいと思われる．
　一方，輸送された林地残材（図2参照）には目視の段
階で土や石等の残土混入が明確に認められ，ボイラに供
給するには分別作業が必要となった．土砂等が混入した
原因として，伐採直後の林地残材を回収する際に土砂も
併せてかき寄せた可能性が考えられる．

　1回目に輸送された林地残材をバイオマス実質部分と

それ以外に分別したところ，残材総量5.68tのうち，残
土は1.48tを占めた．輸送代金として片道40000円/回要
した．1回目のデータだけであるが，残材総量の輸送コ
ストは7042円/tとなるが，バイオマス実質部分の輸送コ
ストだけで見れば9132円/tと上昇した．林地残材に混入
する土砂を運び込んでも有効な用途はなく，別に処分し
なければならない．従って輸送開始前から極力排除する
必要があるが，今後これらの混入を最小限にする方法を
検討する必要がある．
　なお，チップ化の工程調査や林地残材チップ化後の
容積縮減率などを実測したが，現在報告できるまでには
至っていないため，ここでは割愛する．

3－2　林地残材の資源量
　木質バイオマスチップボイラの設置を想定した地域に
おける県有林分布状況を図3に示す．設置場所から半径
5～10km以内および10～15km以内における県有林占有
率は31.6および44.5％で，両者併せると県有林の約75％
が収まる結果となった．山梨県では平成18年度から10
年間におよぶ「県有林管理計画」を策定しているが，こ
の地域では単純平均で毎年12haの主伐が計画されてい
る．これまでの林地残材発生量の調査結果から，伐採現
場毎に数値が変動するものの，ha当たり50～100t程度
発生していることが判明 5）している．
　従って半径5～15km以内の主伐により含水率が100％
の状態で毎年600～1200t程度の林地残材が発生すると
推算した．しかし，実際にボイラへ投入する際には含水
率を低下させる必要がある．そこで，投入時の含水率を
30％として換算すれば390～780tになる．

　一方，山梨県地域全体での林地残材発生量を推算す
る．上記の計画では今後10年間に行う主伐量は905.42ha
となっている．従って，発生し得る林地残材の量は含水

図1　林地残材の輸送に用いた12tダンプ

図2　運込まれた林地残材の状態

図3　プラント設置想定地域における県有林の分布
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率30％換算で29400～58900tとなる．しかし，主伐計画
が地域によって大きく異なっており，最も多い地域は少
ない地域の約5倍となっていることから，林地残材の発
生も地域間で差が生じることとなる．

3－3　林地残材の熱量
　主伐対象樹種は主に針葉樹であるので，ここでは針
葉樹の熱量を用いることとする．山梨県森林総合研究
所実験林において1年程度自然乾燥させた林地残材（ヒ
ノキ）の熱量を測定したところ，約16.74MJ（含水率約
20～25％）であった．そこで，この値を用いて，年間
における林地残材の単純平均熱量は，山梨県地域全体で
44.6～89.7TJを得ることができる．全ての林地残材を想
定規模のチップボイラに投入するならば，山梨県地域全
体では最大で3カ所程度設置が可能となる．しかし，林
地残材の発生場所は地域によって大きな差があるため，
林地残材の収集を地域内のみで完結できる設置場所は限
られてくるものと思われる．

3－4　林地残材の価格
　ところで，現在山梨県地域ではエネルギー源とした林
地残材の市場取引きが行われていない．しかし，林地残
材を活用するためには，適正な価格を設定する必要があ
る（3－6参照）．そこで，自社内で林地残材チップを
製造した際の1t当たりの燃料価格を次のように仮定し
た．
　燃料価格＝原材料費（変動値）
　　　　　　　　　＋加工費（固定値）・・・（1）
（ただし，原材料費は林地残材の取引価格，加工費は
チップ化に要する人件費，運送代，各種燃料費，減価償
却費等の総計）
　前述したとおり，現在加工費に相当する部分の工程調
査は行ったものの，データ解析にまで至っていないため
詳細の明示ができない．しかし，概ね使用するチッパー
の単位時間当たりの加工量，燃費，配置する人員など
は，各作業場所・施設に依存すると考えられるため固定
値と定義した．
　ところで価格は需給量の関係から市場において決定さ
れるが，林地残材の価格については未だ市場が形成され
ていないため，市場における需給量の関係で決定するこ
とができない．しかし，適正な価格を設定するために，
今回は化石資源を代替する立場から，現在の重油の取引
価格を参考に林地残材の価格設定を試みることとした．
　3－2で示したとおり，約1年間堆積した後の林地
残材の熱量は16.74MJであった．A重油の低位発熱量
37.1MJ/リットル，比重0.85とした場合の熱量を便宜上
約41.85MJとする．A重油価格が1リットル当たりH円
ならば，自然乾燥させた林地残材の熱量単価は1kg当た
り16.74/41.85H円となので，1t当たり400H円として示

すことができる．
　従って，A重油と同等の熱量と経済性を有するために
は燃料価格が400H円以下であれば良いことになり，（1）
式から林地残材の価格は1t当たり「400H－加工費」円
と示すことができる．
　大変簡易な式であるが，この式は次のように解釈する
こともできる．加工費は固定値として示したが，加工費
は抑制・低減することが可能な費用であるため，重油価
格を参考にしてはいるが，林地残材の取引上限価格を示
すことも可能となる．
　また，林地残材が重油代替品として等価であるという
観点に立ち価格を決定すれば，発生源である森林に対し
て，どれだけ貨幣として還元できるかということも示す
ことが可能となる．

3－5　林地残材の乾燥方法
　伐採直後の森林資源は，樹体内に多くの水分を含んで
いるため，高い含水率状態になっている．一般に森林資
源を加工・利用するためには目的に見合った含水率まで
乾燥を行う必要がある．木質バイオマスを熱源として利
用する際も，高い含水率状態で直接燃焼させれば，木質
バイオマス中に含まれている水分の影響で十分な熱量を
得ることができなくなるので，含水率管理は極めて重要
である．木質資源の乾燥方法は大別すると自然乾燥法と
人工乾燥法があるが，今回のように熱源として利用する
のであれば，外部からのエネルギーを必要としない自然
乾燥法が望ましい．
　そこで，林地残材の乾燥方法について各種実験を行っ
てきた 6－10）が，ここでは具体的な乾燥方法について述
べることとする．
　伐採直後のヒノキ林地残材を山梨県森林総合研究所実
験林に搬入し，グラップルを用いて直径3m程度，高さ
約1.5mの小山状に堆積させ（図4参照），降雨の影響を
避けるための簡易な屋根を設置し（図5参照），小山内
部の含水率変化を観測した（図6参照）．

図4　伐採直後に堆積させた林地残材の小山

22

山梨県総合理工学研究機構研究報告書　第3号　(2008)



　その結果，搬入直後（6月）の林地残材の含水率は
約80％程度であったが，堆積直後に急激に減少し，半
年後（12月）には約20－25％まで低減していることが
判明 11）した．また，熱量も4000kcal/kg程度保持してい
ることも判明した．初年度に実施した林地残材モデルで
は，雨避け対策を行わないで自然乾燥させたが，実測の
結果含水率分布は23～39％の範囲に収まっていたこと
から，小山の状態に堆積させ雨避けを設置することでよ
り自然乾燥できることが判明した．

3－6　現状における林地残材の取扱い
　ところで山梨県地域では，これまで林地残材等を木質
バイオマスエネルギー源とみなして，それらを大規模に
収集・集積および熱源利用した事例がない．そのため，
地域で発生する木質バイオマス（林地残材，バーク，間
伐材，木くず等）の取扱いについて，現在のところ地域
での合意形成がなされておらず，木質バイオマスエネル
ギーの普及・促進にとって極めて重大な問題となってい
る．
　ボイラー等の燃料として木くず等を「自ら利用」する
場合について，平成19年7月9日付け環境省「木くず

の燃料利用に係る取扱いについて」（通知）により，当
該ボイラー等は廃棄物の焼却施設に当たらないとして取
扱われることになった．しかし，それ以外の木質バイオ
マスを取扱う場合には，現状では産業廃棄物業として見
なされる可能性がある．産業廃棄物業の許可等は現在の
ところ各都道府県や保健所設置市によって行われている
ため，関係機関が林地残材等の木質バイオマスは産業廃
棄物ではないと明確に認知しない限り，木質バイオマス
は産業廃棄物施設でしか運用できなくなる恐れがある．
　そこで，林地残材等の木質バイオマスを有効なエネル
ギー資源として今後活用するためには，社会通念上，産
業廃棄物でないことを科学的・経済的にも立証しなけれ
ばならない．
　現段階において木質バイオマスが廃棄物に該当する
かどうかの判断について，下記の5項目を総合的に勘案
し，法の規制の対象となる行為ごとにその着手時点にお
ける客観的状況から判断しなければならないとされてい
る．この5項目のうち，ここでは紙面の都合上，一部を
抜粋する．
　ア　物の性状：生活環境保全に係る関連基準を満足
する，客観的な基準が存在する場合にはこれに適合す
る，十分な品質管理がなされている
　イ　排出の状況：需要に沿った計画的で，排出前後に
適切な保管や品質管理がなされている
　ウ　通常の取扱い形態：製品として市場が形成され，
廃棄物として処理されている事例が通常は認められてい
ない
　エ　取引価値の有無：占有者と取引の相手方の間で有
償譲渡がなされており，なおかつ客観的に見て当該取引
に経済的合理性がある
　オ　占有者の意志：適切な利用を行おうとする意志が
あるとは判断されない場合，又は主として廃棄物の脱法
的な処理を目的としたものと判断される場合には，占有
者の主張する意志の内容によらず，廃棄物に該当する物
と判断される

4．考　察

　林地残材を有効なエネルギー資源として活用するため
に様々な研究・調査を行ってきたが，これまでの結果か
ら有効な資源として十分期待できるものと思われる．そ
こで，まだ多くの解決すべき諸問題があるが，現時点に
おける林地残材を活用するための具体的な運用システム
を提案し，本報の結論とする．
○林地残材の具体的な運用システム
①皆伐等で発生した林地残材を小分けして道端等に堆積
させる
・施業後の残材は，ほぼ片付けられており，大規模に集
積されている場合もある 12）．そこで，発生した林地残

図5　設置した簡易屋根

図6　小山内部の含水率実測調査の様子
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材を人の背丈ほど，直径3m程度の小山状にし，道端等
搬出しやすい場所に堆積させる．
　このことにより，前出の「イ」に対する立証・判断材
料とする．
・森林施業直後に堆積させたことを明確にすることで，
伐採現場以外からの材の混入はなく，主伐による木材資
源生産と，それ以外の部位からはエネルギー資源を生産
することを明確にする．
　このことにより，前出の「ア，オ」に対する立証・判
断材料とする．
②雨風を防げるような簡易な屋根等で林地残材を覆う
・これまでの研究から，小山の状態であれば半年程度
で含水率がほぼ20～25％以下にまで低減できることが
判明しつつある．また，熱量も概ね4000kcal/kgを有し，
著しい腐朽も生じていない．
・堆積させた場所や量をGIS等で管理し，計画的な搬出
や運用を行うことで，占有者は林地残材をエネルギー資
源として活用する意志を示すことができ，排出状況も管
理することが可能となる．また，自然乾燥も同時に行う
ことで，人工乾燥が不必要となり，ボイラーへの直接供
給が可能となる．
　このことにより，前出の「ア，イ，オ」に対する立
証・判断材料とする．
③グラップル付き小型トラックによる買付けと施設での
チップ化
・輸送実験では特殊な大型12tダンプと積込み用として
別にグラップルを用いたが，狭い山道を通行できる，例
えばグラップル付き4tトラックを使えば，一台・一人
で現地において集荷が可能となる．また，半径15km以
内からの収集・輸送であれば，一日2～3回程度（片道
1時間程度）の陸送は十分可能であると思われる．
　今回は，現地でのチップ化を想定していない．その
理由として，現地でチップ化を行うのであればチッパー
機をその都度陸送しなければならないからである．チッ
パー機は公道を自走できないため，別に陸送用大型車両
の手配も必要となる．ここでは具体的な数値を提示でき
ないが，これまでの経験から大型輸送車両に小型車両を
搭載・降車作業にも時間を要することを追記したい．そ
こで，グラップル付き小型トラック（図7参照）によ
り，設置した屋根を取り外し（鍵の役割），現地で買付
け，ボイラー施設にてチップ化し，オンタイムでボイ
ラーに供給すれば，チップ用ストックヤードも不要とな
る．
　このことにより，前出の「ウ，エ」に対する立証・判
断材料とする．
　本研究課題を通じて，これまで取扱われることなく，
林地等にただ堆積されていた林地残材について，その実
態解明や乾燥法，エネルギー資源としての可能性などに
焦点を当て，具体的な活用方法について一定の方向性を

示すことができた．しかし，木質バイオマスのエネル
ギー利用については，林業・商工経営，エネルギー利活
用法，各種法令，資源乾燥法，地域環境保全そして地球
温暖化防止に向けた具体的な行動など幅広い分野に渡り
横断的な取組みが必要である．今回の報告では断片的な
結果を繋ぎ合わせたところも多い．そこで，本報告を土
台とし，各方面・業界関係者の協力と理解を得て，地域
として方向性を示すためにも，伐採からエネルギー利用
そして森林再生までの一連の工程が無理なく循環できる
システムによる大規模実証試験を行った上で，総合的に
木質バイオマスエネルギーの有効性を検証し，地球温暖
化防止に向けた確かな取組みを行う必要がある．
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図7　小型トラックによる林地からの搬出のイメージ
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Pref. Wine Manufacturers' Association 5
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Tohru OKUDA 4, and Noboru UENO 5

要　約 

　山梨県内23圃場で栽培された甲州種ブドウから38種類のワインを醸成し，圃場間格差および薬剤散布体系（ボルドー
液），醸造条件（液化炭酸ガス），収穫時期，酵母（POF活性）の違いが，果実・果汁・ワインの品質およびワインの香
気成分に及ぼす影響について検討した．その結果，ボルドー液散布の有無による糖度・酸含量への影響は認められなかっ
たが，ボルドー液無散布の体系では葉の病害の発生が多かった．ボルドー液の棚上散布により，果房の付着量や果汁中
の銅含有量を低減できた．官能評価より，薬剤散布体系による有意差は認められず，仕込み時に液体炭酸ガスを使用し
た試験区では香りの質が有意に良いとされた．POF活性の無い酵母（VL-1）を使用した試験区では，POF活性のある酵
母（VL-3）と比較して，4VP及び4VG量が顕著に少ないことが確認された．果汁中のプロリン以外の遊離アミノ酸量と
発酵日数には，強い負の相関が認められ，窒素欠乏により発酵が遅延していたことが示唆された．また，資化性アミノ酸
が600～800mg/Lを境に，それ以上の試験区では発酵日数との相関は低く，順調に発酵が進行しているものと考えられた．
また，果汁中のプロリン以外の遊離アミノ酸量とワイン中の香気成分量の相関を求めたところ，果実様の香気をもつエス
テル類と強い正の相関が認められ，エステル類を多く含む試験区のワインは官能評価で良い評価を受けた．甲州種ワイン
の中には，果汁中のプロリン以外の遊離アミノ酸が酵母の増殖に対して量的に十分ではなく，結果として発酵速度や香気
生成に影響を及ぼし，ワインの品質に影響を与える可能性が示唆された．

1．緒　言

　日本固有の品種であるブドウ「甲州」は，山梨県を
中心に古くから生食・醸造兼用品種として栽培されてき
た．ブドウ「甲州」を原料とした白ワインは，繊細，淡
麗，まろやかな味わいを特徴としたオリジナルワイン
として評価され日本人に愛されてきた．近年，ワインの
世界的なグローバル化が進むなか，日本市場においても
多くの外国産ワインが輸入され，また国産ワインが欧米
諸国をはじめとして海外へ輸出されるようになった．こ
のような流れの中で，消費者のワインへの嗜好も変化し
始め，甲州種ワインはワイン専用品種の白ワインと比較

して，果実香が乏しく，味わいも平板であるとの指摘が
されるようになってきた．年々増加する輸入ワインに対
抗し，国内外において確固たる地位を築いていくために
は，消費者の要求する香味豊かな甲州種ワインづくりが
求められている．
　そこで本研究では，甲州種ワインの品質向上を目的と
して，栽培圃場や栽培管理，収穫時期の異なる原料ブド
ウを用いて，甲州種ワインの香気成分に及ぼす要因を明
らかにするとともに，香気成分を助長させる醸造条件に
ついて検討した．
　平成17年度は，山梨県内の2箇所の栽培圃場（甲府
圃場及び果試圃場）を供試し，栽培管理（ボルドー液の
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散布有無）や収穫時期（各圃場5期（甲府圃場：8月
23日，9月2日，12日，22日，10月3日；果試圃場：
8月30日，9月9日，20日，30日，10月11日））の異な
る20種類の試験区を設定し，ブドウ樹の生育や果実品
質，ワインの香気成分に及ぼす影響について検討した 1），

2），3）．平成18年度は，平成17年度と同様な試験区を設け
研究結果を再確認するとともに，同年度に存在を確認し
た微量香気成分を助長させる醸造条件について検討した 

4）．
　本年度は，過去2ヵ年にわたり調査してきた甲府市お
よび山梨市にある2圃場において，圃場の違い，収穫時
期，ボルドー液の散布有無および散布方法の違いが果実
品質およびワインの香気成分に及ぼす影響について再現
性を確認するとともに，醸造条件として果汁（果醪）と
酸素との接触有無・一部（3種類）および使用酵母の違
い（POF（Polyphenol Off Flavor）活性の有無）がワイ
ンの香気成分に及ぼす影響を検討した．また，過去2年
間の結果から圃場の違い（圃場条件）がワインの香気成
分に及ぼす影響が大きかったことから，圃場条件（立地
条件，土壌成分，施肥，生育中の新梢・摘房・薬剤散布
等の栽培管理，樹のクローンなどの条件の総称）の違い
が果汁及びワインの品質に及ぼす影響を調査するため，
山梨県内23圃場で栽培された甲州種ブドウから38種類
のワインを醸成し，果汁およびワインの各種成分，ワイ
ンの香気について比較検討した．
　また，平成18年度醸成したワインの微量香気成分に
ついて，第2報 4）以降に検討を加えたので併せて報告
する．

2．実験方法

2－1　薬剤散布体系と果実品質，病害発生の調査
　圃場の違いやボルドー液の散布の有無，散布方法の
違いが果実品質に及ぼす影響を調査するため，甲府圃場
（甲府市里吉，標高260m）の18年生ウイルスフリー樹と
果樹試験場圃場（山梨市江曽原，標高460m，以下：果
試圃場）の11年生ウイルスフリー樹が植栽されている
2園を供試した．

　いずれの園も棚栽培・長梢剪定樹を供試し，結実確認
後に収量が約1.8t/10aになるように着果量を調整した．

⑴　薬剤散布体系
　薬剤散布は，両圃場とも表1で示すボルドー液散布有
無，散布方法が異なる3試験区を設置した．ボルドー液
散布区とボルドー液棚上散布区は，使用薬剤は同様であ
るが，散布区では棚下から果房も含めて薬剤を散布し，
棚上散布区では果粒肥大期以降，棚の上部から葉のみに
薬剤を散布した．また，一部で棚下からのボルドー液の
最終散布期を変えた試験区を設け，収穫時に果房に残存
する銅の測定に供した．

⑵　果実品質
　果粒軟化期以降，果汁の糖度（屈折計示度：Brix），
酸含量（酒石酸換算）を継時的に調査した．成熟期の果
実品質調査として，収穫盛期に各試験区10果房の果実
を採取し，品質調査を行った．
　果房に付着した銅は，果房全体を0.5N-HClで洗浄後，
洗浄液中の銅イオンをICP発光分析法で定量し，果房重
あたりの銅量に換算した．

⑶　病害発生の調査
　ボルドー液散布の有無や散布時期を変えた場合の，葉
における病害発生について，9月25日に各試験区100葉
を採取し，べと病・さび病の発生程度を調査した．

2－2　原料ブドウと小規模試験醸造
⑴　ブドウの収穫時期（甲府・果試圃場）
　原料ブドウの収穫時期は，平成17年度および平成18
年度のワインの官能評価で香りの強さ・質の評価が高
かった早期（平成17年度換算で2.5期）と，酵母の違い
を調査する目的から慣行の収穫期よりやや遅い時期（平
成17年度換算で4期）の2期を設定し，果汁の糖度お
よび酸含量の経時変化から収穫日を決定した．8月末の
時点では，甲府圃場は昨年並み，果試圃場は昨年より半
週早くに推移していた．甲府圃場では，9月12日（Ⅰ
期）および10月4日（Ⅱ期），果試圃場では9月18日

圃場・散布日 ボルドー液散布区 ボルドー液棚上区 ボルドー液無散布区

甲府圃場　6月6日 icボルドー66D（40倍） icボルドー66D（40倍） アミスター10フロアブル（1000倍）

果試圃場　6月20日 アディオン水和液（2000倍） アディオン水和液（2000倍） アディオン水和液（2000倍）

両圃場　　7月6日 icボルドー66D（40倍） icボルドー66D（40倍）
（棚上散布） ホライズンドライフロアブル（5000倍）

両圃場　　7月26日 icボルドー66D（40倍）
アディオン水和液（2000倍）

icボルドー66D（40倍）
アディオン水和液（2000倍）
（棚上散布）

アミスター10フロアブル（1000倍）アディ
オン水和液（2000倍）

表1　試験圃場の薬剤散布体系 z）

ｚ）落花期～収穫期までの薬剤散布，他の時期はそれぞれの慣行防除．
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（Ⅰ期）および10月2日（Ⅱ期）となった．

⑵　原料ブドウの圃場条件
　圃場条件の違いが果汁及びワインの品質に及ぼす影
響を調査するため，山梨県内のワイン会社12社の協力
のもと，山梨県内の5地区（甲府・山梨・一宮・勝沼・
穂坂・御坂）21圃場で栽培された甲州種ブドウの提供
を受けた．上述の甲府・果試圃場を加え，23圃場で収
穫されたブドウを用いて，各醸造条件のもと試験醸造
を行った．表2に38試験区の栽培条件および醸造条件
について示す．収穫日は基本的に各ワイン会社が自社で
仕込むために決めた最適日である．また，一部圃場では
1週間前後ずらした複数の収穫日を設定した（圃場番号
1，3，19，20，22）．

⑶　醸造条件
　平成18年度の試験醸造では，全醸造工程（除梗・破
砕・搾汁・発酵・貯酒等）において果醪と酸素との接触
を可能な限り排除した試験区（以下，CO2区）を設定し，
同一原料ブドウを用いて通常の大気下での試験醸造（以
下，対照区）と比較した．その結果，ワインの官能評
価において，CO2区は対照区と比較して，香りの質が良
く，柑橘様香気が強いと評価された．また，後述のGC-

FPDおよびGC/O分析結果から果試圃場のCO2区では，
対照区の約4倍（濃度）および16倍（FDファクター）
もの3-メルカプト-1-ヘキサノール（以下，3MH）が存
在したことが明らかとなった．そこで本年度は，果試圃
場のⅠ期を除きCO2区とした．果試圃場のⅠ期では，収
穫した原料ブドウを3分しCO2区および一部CO2区，対
照区の3試験区を設定した．一部CO2区では，醸造工程
のうち搾汁のみを大気下で行った．搾汁後の果汁の渇変
度合い（目視）は，対照区＞一部CO2区＞CO2区の順序
であった．

⑷　果汁（搾汁液）の調製
　収穫したブドウ約20kgを除梗・破砕後，小型水圧式
圧搾機を用いて搾汁を行い，搾汁率約46.5％の果汁（搾
汁液）を得た．果汁分析試料等を採取した後，残りの搾
汁液にピロ亜硫酸カリウム（SO2として50ppm）を添加
した．
　CO2区では，日本液炭社製の食品添加物規格の液化炭
酸ガスからドライアイス簡易製造器（ドライホーン，同
社製）を介して雪状のドライアイスを製造．これを除梗
破砕機や圧搾機，発酵用容器，瓶詰めラインの周囲等に
適量散布し炭酸ガスを発生させ，除梗・破砕・搾汁の各
工程において果醪と酸素との接触を可能な限り排除した

表2　平成19年度ワインセンター試験醸造試験区（栽培条件および醸造条件）
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状態とした上で仕込みを行った．

⑸　ワインの小規模試験醸造
　上記の各搾汁液9Lを発酵栓付き10L容ガラス容器に
採取し，比重換算で転化糖分22％となるように式①よ
り算出した蔗糖量を添加し仕込果汁とした．
　転化糖分＝（比重－1）×100×2.7－2.5・・・式① 5）

　一部試験区では，30L容あるいは300L容のステンレ
ス製サーマルタンクを使用した．各仕込果汁に市販の乾
燥酵母（Zymaflore VL-3（POF活性ポジティブ），一部
試験区ではZymaflore VL-1（POF活性ネガティブ））を
1mL当り106個以上の密度になるよう添加し，室温18℃
の恒温室で発酵させた．発酵中の果醪を定期的に採取し
た後，液体クロマトグラフィーでブドウ糖と果糖の総量
（残留還元糖量）およびエタノール含有量を定量するこ
とにより，発酵中の各果醪の発酵経過を経時的に測定し
た．各果醪の残留還元糖が4g/L前後に達した段階でピ
ロ亜硫酸カリウム（SO2として100ppm）を添加した後，
液温を‒4℃以下に下げ，発酵を停止させた．また，液
温を‒4℃以下に保ち2～3週間酒石の除去および澱下
げを行った．
　澱下げ後の果醪の上澄液を0.45μmのメンブランフィ
ルターで濾過した後，720mLガラス瓶に詰めワイン試
料とした．
　醸造試験区の内容については，3－2項および3－7
項に記載した．

2－3　ワインの官能評価
　ワインの香気について以下の方法で官能評価を行っ
た．
⑴　パネル
　山梨県内のワイン醸造関係者39名

⑵　評価方法
　各ワインの香りをかいだ後，口に含み，トップノート
と口中香を総合した印象を評点法にて評価した．質問項
目は香りの強さ，果実香，柑橘様香気，花様香気，蜂蜜
様香気（甘い香り），ほこり・けむりのにおい，薬品の
におい，酵母臭，異臭，香りの質の10項目で前報 4）と
同様に7段階評価とした．

⑶　解析方法
　各ワインの評点平均値についてt検定により，有意差
検定を行った．

2－4　 ワインの 微量 香 気 成 分 分 析（GC/O，GC-
FPD）

⑴　香気成分の抽出・分画
　香気成分の抽出にはエーテル・ペンタンによる溶媒抽

出法を用い，前報 4）と同様の方法で香気濃縮物（除酸
部）を得た．

⑵　香気濃縮物の分析（GC/O分析）
　 香 気 濃 縮 物 はGC/O（Gas chromatography/
Olfactometry）分析により，前報 4）と同様の方法で
AEDA（Aroma Extract Dilution Analysis）を用い，に
おいの評価を行った．ワイン100mlを使用し，30mgまで
濃縮したものをGCに注入し，これを順次4n倍（n＝0，
1，2，…）に希釈して常に同量（0.5μl）注入し，に
おいが感じられなくなるまで　GC/O分析を行った．に
おいが感じられた最大の希釈倍数（1，4，16，64，
256，1024）を各ピーク（におい）のFDファクターと
して示した．

⑶　3MHの分析（GC-FPD分析）
　甲州種ワイン中に含有する3MHの含有量は，様々な
品種のワインの文献値 6）から10～1,000ng/Lの範囲にあ
ると推測されるため，ワイン200mLを約100mgまで濃縮
した香気濃縮物を用いてGC-FPD分析を行い，ワイン
中の3MH含有量を測定した．定量方法は，香気濃縮物
のピーク面積と，市販の試薬（ACROS製）から調製し
た標準物質のピーク面積より求めた．GC分析条件は前
項のGC/O分析と同一とした．

2－5　 ワインの香気成分分析（HS-GC/MS，HPLC-
UV）

⑴　ヘッドスペース（HS）－GC/MS分析法
　今年度，ワインセンターで試験醸造した38種類のワ
イン（No.1からNo.38）について，ヘッドスペース－
GC/MS分析法による酢酸イソアミル（以下，IA），酢
酸ヘキシル（以下，HA），カプロン酸エチル（以下，
EC6），カプリル酸エチル（以下，EC8），カプリン酸エ
チル（以下，EC10），4-ビニルグアイアコール（以下，
4VG）の簡便な定性・定量分析法を検討した．
　ワイン10mLに内部標準物質（I.S.）としてシクロヘ
キサノール（135mg/L）及びトルエンd8（160mg/L）
の50％エタノール水溶液を100μL添加した．検量線
用の標準液は13％エタノール水溶液にて調整した．こ
れらのサンプルはヘッドスペースサンプラー（Turbo 
Matrix HS，Perkin Elmer製 ） に て80℃，10min保 温
し，発生させた揮発成分をGC/MSに導入した．ヘッド
スペースサンプラーにおけるニードル温度及びトランス
ファーライン温度はともに150℃とした．
　GCに は 装 置 と し てSHIMADZU GC-17A Gas 
Chromatograph 直結SHIMADZU GCMS-QP5050Aを用
いた．カラムはDB-WAXカラム（30m×0.25mm，膜厚
0.5μm，J＆W製）を用い，カラムオーブンは40℃にて
5分保持後，240℃まで10℃/minで昇温した後5分保持
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した．イオン化はEI法で行い，検出器ゲインは1.4kVと
した．MSによる定量はSIMモードで行った．

⑵　HPLC-UV分析法
　甲州種ワインは他品種の白ワインと比較してフェノー
ル性化合物が多いとされており，収穫時期の遅いブドウ
から醸造したワインを中心に，フェノールの香気成分で
ある4-ビニルフェノール（4VP）および4-ビニルグアイ
アコール（4VG）（白ワインのフェノレ成分）の強い香
気がしばしば問題視されている．そこで，今年度ワイン
センターで試験醸造した38種類の甲州種ワイン（No.1
からNo.38）について，HPLC-UV分析法による4-ビニ
ルフェノール（4VP），4-ビニルグアイアコール（4VG）
の簡便な定性・定量分析法を検討した．
　0.45μmのメンブランフィルターで濾過したワイン20
μLを分析試料とした．これを高速液体クロマトグラ
フィー（HPLC）によりUV検出器で280nmの吸光度を
測定した．標準液は市販の試薬（4VP：Lancaster製，
4VG：Wako製）を100％エタノール中に溶解した後，
13％エタノール水溶液に調整した．定量方法は，種々
の濃度に調製した標準液のピーク面積から検量線を作成
し，試料のピーク面積を検量線に当てはめ求めた．

2－6　フェニルプロパノイド分析
　フェニルプロパノイド化合物は，前述のフェノール
性香気成分の前駆体となるほか，ワインの色調や苦味
等の呈味にも関与している．そこで，今年度ワインセン
ターで試験醸造した38種類の甲州種ワイン（No.1から
No.38）について，HPLC-DAD分析法によるフェニル
プロパノイド（カフタリック酸，クータリック酸，コー
ヒー酸，p-クマル酸，フェルラ酸，コーヒー酸のエチル
エステル体，p-クマル酸のエチルエステル体，フェルラ
酸のエチルエステル体）の簡便かつ短時間での定性・定
量分析を試みた．
　0.45μmのメンブランフィルターで濾過したワインを
分析試料とした．これを高速液体クロマトグラフィー
（HPLC）によりDiode array検出器（200～600nm）で
吸光度を測定した．各成分の定量に用いた標準物質につ
いて，カフタリック酸及びクータリック酸は甲州種ワイ
ンよりクロマトグラフィーによる単離，コーヒー酸，p-
クマル酸，フェルラ酸は東京化成製，エチルエステル体
3種は合成によりそれぞれ得た．

2－7　香気以外の成分分析
⑴　ブドウ果実
　仕込み時に，20kgの原料ブドウから平均的な大きさ
の10房をサンプリングし，次の6項目の測定を行った．
・房長（cm）（10房の平均値）
・房重（g/房）（10房の平均値）

・粒長（mm）（10房から採取した100粒の平均値）
・粒重（g/粒）（10房から採取した100粒の平均値）
・着粒数（粒/房）（房重を粒重で除して算出）
・種数（個/粒）（10房から採取した100粒の平均値）
・ブドウ果皮色（L＊a＊b＊表色系）（10房から採取した
100粒の平均値）：日本電色工業製，測色色差計ZE6000
及びコニカミノルタ製，分光測色計CM-3500dを使用し
た．

⑵　ブドウ果汁
　搾汁直後の果汁をサンプリングし次の各項目の分析に
供した．
・比重：国税庁所定分析法によった．
・糖度（Brix示度）：アタゴ製，デジタル糖度計PR-
101αを使用した．
・総酸（酒石酸換算）（g/L）：果汁10mLを分取し，
1/10N-NaOH水溶液でpH8.2まで滴定し，得られた値を
酒石酸に換算して示した．
・pH：堀場製作所製，pHメーターF-21を使用した．
・糖類（ショ糖，ブドウ糖）：0.45μmのメンブランフィ
ルターで濾過した果汁を分析試料とし，HPLCによりRI
検出器で分析した．
・有機酸（クエン酸，酒石酸，リンゴ酸，コハク酸，乳
酸，酢酸）：0.45μmのメンブランフィルターで濾過し
た果汁を分析試料とし，HPLCによりポストカラム法
（UV-Vis検出器）で分析した．
・全フェノール：蒸留水で50倍希釈した果汁1mLを分
析試料として，Folin-Ciocalteu法で分析した．島津製，
分光光度計UV-1200を使用し765nmの吸光度測定し，得
られた値を濃度既知の没食子酸の吸光度を用いて換算し
て示した．
・遊離アミノ酸：0.45μmのメンブランフィルターで濾
過した果汁を0.01N HCl溶液で5倍希釈し，0.20μmの
メンブランフィルターで濾過したものを分析試料とし，
日立製，L-8500形高速アミノ酸分析計を用いて41種類
の遊離アミノ酸を一斉分析した．但し，分析結果を確認
したところ，定性・定量できなかった比較的強いピーク
が1本存在した．
・Cu含有量：果汁20mLを濃硝酸および過酸化水素水
を用いて湿式灰化した後，得られた無色透明な溶液を
1％HCl溶液で2.5倍希釈し分析試料とし，SEIKO製，
SAS760型原子吸光分析装置を用いて分析した．

⑶　果醪
・発酵経過：果醪の発酵経過を調査するため，2～3
日に1回の割合で発酵容器から果醪をサンプリングし，
0.45μmのメンブランフィルターで濾過したものを分析
試料とし，残留還元糖（ショ糖＋ブドウ糖）及びグリセ
ロール生成量，エタノール濃度をHPLCによりRI検出器
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で分析した．

⑷　ワイン
・比重，アルコール，エキス：国税庁所定分析法によっ
た．
・総酸（酒石酸換算）（g/L），pH，糖類（ショ糖，ブド
ウ糖），有機酸（クエン酸，酒石酸，リンゴ酸，コハク
酸，乳酸，酢酸），全フェノール：果汁と同様に分析し
た．
・遊離アミノ酸：果汁と同様に分析した．但し，希釈率
は2倍，注入量を標準液に対して2倍に増量し実質等倍
として分析した．
・Cu含有量：今年度の試験醸造ワインは一部を除きエ
キス分2.00以下の辛口であったことから，0.45μmのメ
ンブランフィルターで濾過したワインを直接分析試料と
した．但し，赤ワインについては，果汁と同様に湿式灰
化した後1％HCl溶液で2.5倍希釈し分析試料とした．

3．結果及び考察

3－1　生育及び果実品質特性（甲府・果試圃場）
　図1に各圃場，薬剤散布体系ごとの糖度および酸含量
の推移を示した．圃場別に比較すると，果試圃場では最
終的な糖度は20度に達したが，甲府圃場では16度であ
り，昨年までと同様に果試圃場で糖度が高い傾向にあっ
た．両圃場の生育を比較すると，表3に示すとおり果試
圃場で1.5m以上の新梢の割合が高く，樹勢が旺盛であっ
たが，これが品質差に及ぼす影響は明らかではない．
　ボルドー液散布体系の違いを比較すると，甲府圃場の
ボルドー液散布区において糖度がやや低い傾向にあった
が，果試圃場では散布体系の違いによる差は認められな
かった．表4に収穫時の果実品質を示す．収穫時の糖度

は甲府圃場で16度程度，果試圃場で19度程度であった．
糖度の推移と同様に，甲府のボルドー液散布区の糖度が
やや低い傾向にあったが，過去2ヶ年 1），4）を見てもボ
ルドー液の散布の有無が糖度に及ぼす影響はないと考え
られることから，試験区による誤差と考えられる．
　他の果実品質を圃場ごとで比較すると，果試圃場で着
粒数が多く，果粒が小さい傾向であった．
　表5にボルドー液散布体系の違いと成葉の病害発生程

図1　甲府・果試圃場の糖度・酸含量の継時変化

開花
始期 満開期

新梢の長さ別割合（落葉期）
1m未満 1～1.5m 1.5～2.0m 2.0m以上

甲府圃場 5／28 6／1 68％ 22％ 7％ 3％

果試圃場 6／5 6／8 44％ 18％ 11％ 27％

表3　甲府圃場および果試圃場の生育調査結果

表4　 薬剤散布体系の違いが「甲州」の果実品質に及ぼ
す影響

圃場 薬剤散布体系
房長 房重 着粒数 1粒重 着粒密度 糖度 酸度

cm g 粒 g 粒/㎝ Brix g/100ml

甲府圃場
9月12日

ボルドー液散布 22.4 341.7 72.0 4.6 4.0 15.8 0.58

ボルドー液棚上散布 20.8 325.7 69.9 4.5 4.3 16.2 0.48

ボルドー液無散布 21.8 341.6 77.7 4.3 4.3 16.2 0.56

果試圃場
9月19日

ボルドー液散布 20.2 356.8 87.7 4.0 5.5 18.9 0.55

ボルドー液棚上散布 17.9 318.0 76.4 4.1 5.4 18.9 0.54

ボルドー液無散布 18.3 319.5 77.1 4.1 5.2 18.8 0.57

表5　 薬剤散布体系の違いが「甲州」の病害発生に及ぼ
す影響

圃場 薬剤散布体系
成葉での発病度 z）

べと病 さび病

甲府圃場
ボルドー液散布 4.5 5.3
ボルドー液棚上散布 5.5 6.5
ボルドー液無散布 28.8 15.8

果試圃場
ボルドー液散布 0.5 2.0
ボルドー液棚上散布 0.5 2.0
ボルドー液無散布 58.5 8.8

ｚ）発病度＝｛（4A＋3B＋2C＋D）/（4×調査葉数）｝×100
（発斑の面積：A：51％以上、B：31～50％、C：11～30％、D：
10％以下、E：0％）
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度を調査した結果を示す．いずれの圃場においてもボル
ドー液無散布区では，べと病，さび病とも発病度が著し
く高く，収穫時には早期に落葉する様子も観察された．
一方，ボルドー液の散布方法の違いは，発病度には影響
せず，いずれも病害の発生抑制に効果が認められた．

　表6にボルドー液散布日と果房の銅付着量を示す．棚
下からのボルドー液の最終散布時期を変えた果房では，
6月6日（落花直後）の1回のみ果房に散布した試験区
に対し，2回散布によってCu付着量が倍増した．
　銅の残存が3MH等のワインの香気成分の生成に悪影
響を及ぼす一方で，ボルドー液無散布による早期落葉な
どを誘発する病害の発生は，永年作物であるブドウの樹
体維持にとっては好ましくない．そのため，棚上からの
ボルドー液の散布を行うなど，果房への銅の付着を最小
限に抑えることを考慮しながら，ボルドー液の使用を基
本とした防除体系は重要であると考えられる．

3－2　果汁成分と発酵経過（甲府・果試圃場）
⑴　果汁成分（糖・酸・銅）と果皮色
　表7に各圃場，薬剤散布体系で収穫期ⅠまたはⅡ期
に収穫されたブドウ20kgを搾汁率46.5％で搾汁した果汁
（搾汁液）の各種成分およびブドウの果皮色を示す．
　圃場別に比較すると，3－1項で示したBrix糖度と
同様に，果試圃場の方が甲府圃場より比重が高く，その
分補糖量は減少した．また，酸含量は圃場間で大差はな
かった（3－1項）が，その主要成分である酒石酸とリ
ンゴ酸の組成比（酒石酸/リンゴ酸，以下T/M比）を比
較すると，収穫時期に寄らず甲府圃場の方がT/M比は
高かった．
　果試圃場の薬剤散布体系別に果汁中の銅含有量を比較

すると，散布区＞棚上散布区＞無散布区となった．棚上
散布では，棚下散布と比較して搾汁液中の銅含有量を低
減できることが確認された．
　今年度初めて収穫されたブドウの果皮色を色差計を
用いてL＊a＊b＊表色系で数値化を試みた．各圃場，同一
薬剤散布体系で，収穫期間比較すると，いずれもL＊：
Ⅰ期＞Ⅱ期，a＊：Ⅰ期＜Ⅱ期，b＊：Ⅰ期＞Ⅱ期となっ
ており，ブドウの成熟に伴い，赤味（a＊）と青み（b＊）
を増し，明度（L＊）が低下，すなわち紫色が強くなっ
たことを示しており正しく数値化できることが確認され
た．また，同一収穫期で圃場間比較すると，Ⅰ期，Ⅱ
期ともにL＊：甲府＞果試，a＊：甲府＜果試，b＊：甲府
＞果試，となり，果試圃場の方がいずれの収穫期ともに
着色度合いが進んでいたことが裏付けられた．図2に果
試・甲府圃場の収穫時期Ⅱの写真を示す．

⑵　醸造試験区
　表8に，各圃場の醸造試験区の諸条件及び，発酵日
数，最終エタノール濃度をそれぞれ示す．各醸造試験区
の条件について次に示す．A～Eは甲府圃場，F～Kは果
試圃場で収穫されたブドウを用いた試験区である．Fと
Gのみボルドー液を散布した試験区で，前者は棚下散布，
後者は棚上散布である．A～C及びF～Jの収穫期Ⅰ，D，
E，Kは収穫期Ⅱである．A，B，Cは収量のみ異なる．
D，Eは使用酵母のみ異なる．H，I，Jは醸造条件のみ
が異なる．

表6　果房へのボルドー液の散布と銅付着量（甲府）

散布日 z） Cu付着量（mg/kg）

6月6日 1.54
6月6日　　　7月6日 2.73
6月6日　　　7月26日 3.02

無散布 0.02

ｚ）果房へのボルドー液の散布日

表7　甲府・果試圃場の各薬剤散布体系及び収穫時期の果汁（搾汁液）の各種成分およびブドウ粒の果皮色

圃場 薬剤散布 収穫期/日 補糖量 比重 pH 総酸 酒石酸 リンゴ酸 T/M比 ブドウ糖 果糖 銅 L＊ a＊ b＊

ボルドー液 g/L g/L g/L g/L g/L g/L ppm 10粒平均

甲府
無散布 Ⅰ 9月12日 82 1.064 3.21 6.8 4.7 1.9 2.5 76.7 76.9 0.27 57.0 0.3 17.1

無散布 Ⅱ 10月4日 63 1.070 3.32 5.8 3.7 1.1 3.2 82.8 85.0 0.29 49.4 7.6 16.2

果試

散布 Ⅰ 9月18日 39 1.078 3.26 6.6 3.2 2.0 1.6 83.5 84.7 5.76 40.2 14.5 10.5

棚上散布 Ⅰ 9月18日 39 1.078 3.25 6.8 3.5 2.2 1.6 90.9 92.2 1.74 45.5 12.1 15.8

無散布 Ⅰ 9月18日 39 1.078 3.24 6.5 3.6 2.2 1.6 88.5 89.5 0.27 45.2 13.3 14.3

無散布 Ⅱ 10月2日 39 1.078 3.37 5.7 2.4 1.5 1.6 91.1 94.4 0.43 41.2 16.3 10.5

図2　果試・甲府圃場の収穫期Ⅱ期の写真
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⑶　発酵経過
　図3に，各圃場（ボルドー液無散布，収穫期Ⅰ期）の
発酵中のショ糖，ブドウ糖，果糖の減少およびグリセ
ロール，エタノールの生成をモニターすることにより発
酵経過を観察した結果を示す．

　果試圃場の各試験区では，甲府圃場と比較して，発酵
初期から停止するまで発酵が緩慢に進行し，果試圃場の
方が甲府圃場よりも発酵が長期化した．今年度醸造した
38試験区の平均26日間と比較しても10～30日長かった
（表8）．
　このことから果試圃場の試験区では，ブドウ果汁中に
発酵上必要不可欠な成分が欠乏している可能性が考えら

れたので，今年度醸造した38試験区の果汁成分との比
較を行った．その結果，表9に示すように果試圃場のす
べての試験区で果汁中の遊離アミノ酸が少なく，特にア
ルギニン（Arg）が他試験区よりも明らかに少ないこと
が判明した．そこで，38試験区の果汁の遊離アミノ酸
含有量と発酵日数の関係について検討した．この結果に
ついては，3－7項に記述した．

⑷　果汁の遊離アミノ酸含有量の年度比較
　表10に，各圃場の平成18年度及び平成19年度の果汁
（収穫日2種）の主要遊離アミノ酸含量を示す．遊離ア
ミノ酸総量について圃場別に年度比較すると，甲府圃場
では収穫時期に寄らず平成19年度の方が約300mg/L（前
年比130％）多いのに対し，果試圃場では逆に平成19年
度の方が700～800mg/L（前年比60％）少なかった．こ
のことから果汁中の遊離アミノ酸量は，収穫年により大
きく変動することが示唆された．
　また，総アミノ酸量に対するプロリンの比率につい
て圃場間で比較すると，年度に依らず同じ収穫時期（ブ
ドウの成熟度）では果試圃場の方がプロリンの比率が高
かった．23圃場の果汁においても，年度に依らずプロ
リン比率の高い圃場と低い圃場が認められており（ブド
ウの成熟とともに9～10月の1ヶ月に上昇するプロリ
ン比率よりも大きな差），この要因が樹の系統，土壌，
栽培管理等のいずれにあるのかは今後の課題である．

3－3　ワインの成分（甲府・果試圃場）
　表11に，各圃場で栽培されたブドウから醸造したワ
インの各種成分を示す．比重は0.989～0.990，エキスは
1.54～2.00，残糖は1.9～5.3g/Lと，いずれの試験も比
較的辛口なワインであった．発酵停止の基準として残
糖約4g/Lを設定したが，発酵容器内へ酸素の侵入を極
力抑制するために還元糖測定を2～3日に1回としたの
で±2g/Lの誤差が生じた．pHは3.03～3.33であり，い

表8　甲府・果試圃場の各醸造試験区の諸条件及び発酵経過

NO. 圃場 ボルドー液 収穫期/日 収量 醸造条件/酵母 発酵日数 残糖 エタノール
days t/10a days g/L vol％

A 無散布 Ⅰ　9月12日 3.0 CO2　　VL-3 27 1.9 13.1
B 無散布 Ⅰ　9月12日 1.8 CO2　　VL-3 41 5.3 13.2
C 甲府 無散布 Ⅰ　9月12日 1.0 CO2　　VL-3 21 3.9 13.0
D 無散布 Ⅱ　10月4日 1.8 CO2　　VL-3 29 3.9 12.9
E 無散布 Ⅱ　10月4日 1.8 CO2　　VL-1 29 4.2 12.9
F

果試

散布 Ⅰ　9月18日 1.8 CO2　　VL-3 55 4.1 12.7
G 棚上散布 Ⅰ　9月18日 1.8 CO2　　VL-3 49 4.3 12.7
H 無散布 Ⅰ　9月18日 1.8 CO2　　VL-3 44 4.2 12.7
I 無散布 Ⅰ　9月18日 1.8 一部CO2　VL-3　 35 4.3 12.4
J 無散布 Ⅰ　9月18日 1.8 対照　　VL-3 36 4.1 12.5
K 無散布 Ⅱ　10月2日 1.8 CO2　　VL-3 35 3.1 12.8

38試験区の平均 26 3.8 12.8

図3　発酵経過（甲府・果試圃場，無散布，Ⅰ期）
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ずれの試験区でも果汁と比較して0.1～0.2低い値となっ
た．全フェノールは没食子酸換算で273～417mg/Lであ
り，収穫期Ⅱの方がⅠより含有量が多くなる傾向と，圃
場間格差が認められた．総酸は5.6～7.7g/Lであり，果
汁の総酸と比較すると，果汁の総酸が約6g/Lより少な
い試験区では増加する傾向がみられた．有機酸6種類
（クエン酸，酒石酸，リンゴ酸，コハク酸，乳酸，酢酸）
の発酵前後の含有量の変化をみてみると，酒石酸が0.4

～2.9g/L減少し，コハク酸が約1g/L，乳酸が約0.2g/L，
酢酸が約0.4g/L生成した．リンゴ酸は，試験区により
増減の両方がみられた．総酸及び有機酸の発酵前後の増
減についての考察は，3－7項⑵に記載した．銅の含有
量については，果汁中で多かったボルドー液散布区を含
め全ての試験区で，0.05ppm未満であり発酵中に他の成
分と結合し沈殿し澱として除去されたものと推察され
た．

表9　甲府・果試圃場の果汁中の主要な遊離アミノ酸の含有量

圃場 ボルドー液 収量 収穫期 総アミノ酸 Pro以外 Pro Arg Ala Glu GluNH2
t/10a mg/L mg/L mg/L ％ mg/L ％ mg/L ％ mg/L ％ mg/L ％

甲府

無散布 3.0 Ⅰ 1117 714 403 36％ 218 20％ 66 6％ 71 6％ 95 9％
無散布 1.8 Ⅰ 1360 799 562 41％ 200 15％ 84 6％ 95 7％ 92 7％
無散布 1.0 Ⅰ 1283 756 527 41％ 204 16％ 78 6％ 85 7％ 91 7％
無散布 1.8 Ⅱ 1340 654 686 51％ 182 14％ 56 4％ 43 3％ 56 4％

果試

散布 1.8 Ⅰ 962 358 603 63％ 47 5％ 40 4％ 80 8％ 26 3％
棚上散布 1.8 Ⅰ 916 358 558 61％ 44 5％ 40 4％ 82 9％ 30 3％
無散布 1.8 Ⅰ 993 437 557 56％ 51 5％ 52 5％ 90 9％ 55 6％
無散布 1.8 Ⅱ 1398 567 831 59％ 62 4％ 47 3％ 48 3％ 90 6％

38試験区の平均 1247 730 517 41％ 222 18％ 70 6％ 60 5％ 83 7％

年度 圃場 収穫日 総アミノ酸 Pro以外 Pro Arg Ala Glu GluNH2
mg/L mg/L mg/L ％ mg/L ％ mg/L ％ mg/L ％ mg/L ％

2006
（H18）

甲府
9月13日 1085 692 393 36％ 230 21％ 89 8％ 61 6％ 77 7％
9月25日 1049 568 480 46％ 171 16％ 67 6％ 40 4％ 35 3％

果試
9月20日 1680 820 861 51％ 200 12％ 125 7％ 102 6％ 76 5％
10月2日 2271 1012 1259 55％ 212 9％ 127 6％ 121 5％ 112 5％

2007
（H19）

甲府
9月12日 1360 799 562 41％ 200 15％ 84 6％ 95 7％ 92 7％
10月4日 1340 654 686 51％ 182 14％ 56 4％ 43 3％ 56 4％

果試
9月18日 993 437 557 56％ 51 5％ 52 5％ 90 9％ 55 6％
10月2日 1398 567 831 59％ 62 4％ 47 3％ 48 3％ 90 6％

表10　甲府・果試圃場の果汁中の主要な遊離アミノ酸の年度比較

NO. 圃場 比重 アルコール エキス 残糖 pH 全フェノール 総酸 酒石酸 リンゴ酸 コハク酸 銅
vol％ g/L mg/L 1） g/L 2） g/L g/L g/L ppm

A

甲府

0.990 13.2 2.00 1.9 3.06 273 7.0 2.7 1.3 0.9 0.05未満
B 0.990 13.2 2.00 5.3 3.09 273 6.8 2.4 1.5 1.0 0.05未満
C 0.990 13.1 1.98 3.9 3.15 319 6.8 2.5 1.5 0.9 0.05未満
D 0.990 12.9 1.93 3.9 3.11 375 7.2 2.0 1.5 1.2 0.05未満
E 0.989 13.0 1.69 4.2 3.05 333 5.6 1.9 1.4 1.1 0.05未満
F

果試

0.990 12.8 1.90 4.1 3.24 417 7.7 2.0 2.0 1.2 0.05未満
G 0.990 12.8 1.90 4.3 3.03 384 6.7 2.0 2.1 1.2 0.05未満
H 0.990 12.6 1.85 4.2 3.21 380 7.5 1.8 2.1 1.1 0.05未満
I 0.990 12.6 1.85 4.3 3.05 380 6.5 2.1 2.0 1.1 0.05未満
J 0.990 12.6 1.85 4.1 3.17 370 7.7 2.0 2.2 1.2 0.05未満
K 0.989 12.5 1.54 3.1 3.33 417 7.0 2.0 1.9 1.2 0.05未満

表11　甲府・果試圃場の醸造試験区における生成ワインの各種成分

Pro：プロリン，Arg：アルギニン，Ala：アラニン，Glu：グルタミン酸，GluNH2：グルタミン

Pro：プロリン，Arg：アルギニン，Ala：アラニン，Glu：グルタミン酸，GluNH2：グルタミン

1）没食子酸として，2）酒石酸として
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3－4　官能評価結果（甲府・果試圃場）
　甲府・果試圃場，各薬剤散布体系で収穫期Ⅰまたは
Ⅱ期に収穫されたブドウから，いずれかの酵母（VL-1，
VL-3）を使用して3種類の醸造条件（CO2区，一部CO2
区，対照区）で醸造した各ワインの官能評価を評点法に
て実施し，以下のような結果を得た．

⑴　圃場の違い
　図4に圃場の違いによる官能評価結果の比較を示す．
収穫期Ⅰ期（甲府：9月12日，果試：9月18日）のワ
インを比較した結果，いずれの項目においてもサンプ
ル間に有意差は認められなかった．収穫期Ⅱ期（甲府：
10月4日，果試：10月2日）については，果試圃場の
ワインが甲府圃場のワインに比較して，危険率5％で有
意に柑橘様香気が強いとされた．この結果は昨年度とも
一致している 4）．

⑵　薬剤散布体系（ボルドー液）について
　果試圃場のボルドー液散布区，棚上散布区，無散布区
について比較した結果，いずれの項目においてもサンプ
ル間に有意差は認められなかった．

⑶　収穫期の違い
　甲府（里吉）圃場の収穫期Ⅰ期（9月12日）とⅡ期
（10月4日）のブドウから醸造されたワインについて比
較した結果，いずれの項目においてもサンプル間に有
意差は認められなかった．果試圃場のⅠ期（9月18日）
とⅡ期（10月2日）については，Ⅱ期のワインがⅠ期に
比較して，危険率5％で有意に異臭が強いとされた．

⑷　酵母の違い
　VL-1を使用したワインが，VL-3のワインと比較し
て，危険率5％で有意に酵母臭と異臭が強いとされた．

但し，今年度醸造した38試験区のワインのうち，VL-1
を使用したものの中にはVL-3と比べて果実香，柑橘様
香気，花様香気，蜂蜜様香気が強く，けむり・ほこりの
におい，薬品のにおい，酵母臭，異臭が弱く，香りの質
が良いと評価されたワインもあり，今後さらに試験区を
増やして比較検討する必要がある．

⑸　炭酸ガス量の違い
　破砕除梗時の液体炭酸ガスの有無について，炭酸ガ
ス中で行った場合が大気中に比べ，危険率5％で有意に
香りが強いとされた．香りの質については，危険率1％
で，CO2区が一部CO2区および対照区に比べ有意に良
い，とされた．この結果は昨年度とも一致している 4）．

⑺　全体として
　官能評価の結果，ボルドー液散布・低散布・無散布の
違いは認められなかった．醸造条件については破砕除梗
時に液体炭酸ガスを利用することで香りの質がよくなる
と考えられた．

3－5　香気成分分析結果（甲府・果試圃場）
　表12に，各圃場で栽培されたブドウから醸造したワ
インの各種香気成分（発酵由来のエステルおよびフェ
ノール）を示す．圃場別に比較すると，全体として甲府
圃場の方が，果試圃場よりもエステル成分が多い傾向
を示した．同じ搾汁液を2分してVL-3（POF＋）また
はVL-1（POF－）を添加して醸造したDとEを比較す
ると，POF活性がネガティブなEでは4VGが微量，4VP
が不検出と，明らかにフェノール類の生成抑制が認めら
れた．また，Eの方が全体としてエステル類の含有量が
多かった．なお，香気成分と遊離アミノ酸の関係につい
て，3－7項⑻に示した．

3－6　 平成18年度試験醸造ワインの香気成分分析に
ついて（甲府・果試圃場）

　平成18年度に試験醸造したワインについて，昨年度
の研究報告書 4）で発酵経過と香りの官能評価について
示した．今年度は，その中で比較的評価の高かった果
試圃場のボルドー液無散布・CO2処理区に着目し，同試
験区の収穫期1～3期（収穫日：9月11日，9月20日，
10月2日）のワインに含まれる微量香気成分を有機溶
媒を用いて抽出・濃縮し，GC/O分析およびGC/MS分
析，GC-FPD分析を行い香りの強度（寄与）および濃
度の側面から検討を加えた．
　AEDA法を用いたGC/O分析結果を表13に示す．FD
ファクターが4以上を示したにおいピークについて掲載
した．FDファクターは，その数値が大きいほど，その
ピーク（におい物質）のワイン香気への寄与が大きいこ
とを示唆している．

図4　圃場の違いによる官能評価結果の比較（Ⅱ期）

（数値は評点平均値，＊＊は1％，＊は5％危険率で
各々有意差あり．）
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　その結果，1期に比較して2期と3期のワインの方
が，全体的にFDファクターが高く，特に甘い香りのFD
ファクターが高い傾向にあった．2期と3期は類似して
いた．
　図5に平成18年度試験醸造ワインの官能評価結果を
示す．2007年2月に行われたワインの官能評価では，
果試圃場2期のワインが，同1期より香り，果実香，柑
橘様香気，花様香気，蜂蜜様香気が強いとされ，また，
3期のワインは1期より香り，果実香，柑橘様香気が強
いと判定されており 4），GC/O分析の結果と共通点がみ
られた．
　図6に、官能評価結果（柑橘様香，けほこり・けむ

りのにおい）およびGC/MS・GC-FPD分析による香気
成分量（4VG及び3MH）をそれぞれ示す。糖度・酸度
について、ブドウの成熟に伴い糖度は徐々に上昇、酸
度は徐々に減少する傾向がみられた。「柑橘様香気」の
強さについては，9月20日に強さのピークがみられた。
「柑橘様香気」の主成分である3MHの含有量を測定した
結果、9月20日が563ng/Lと最も多く、官能評価と一
致した傾向を示した。同様な傾向は「果実香」や「花
様香気」やそれらの主成分であるエステル類等にもみ
られた。一方、「けむり・ほこりのにおい」について
は、主成分である4VGの含有量がブドウの成熟ととも
に2,300μg/Lまで単調に増加し9月20日以降は閾値の

表12　甲府・果試圃場の醸造試験区における生成ワインの香気成分

NO. 圃場 IA HA EC6 EC8 EC10 4VG 4VP
μg/L μg/L μg/L μg/L μg/L μg/L μg/L

A

甲府

646 29 654 494 159 534 202
B 435 27 436 496 241 514 156
C 807 53 806 634 100 550 140
D 506 6 373 308 182 843 603
E 795 24 428 380 210 24 N.D.
F

果試

289 8 207 183 122 459 297
G 309 8 223 202 156 451 303
H 335 8 237 254 187 577 406
I 405 12 326 323 205 594 411
J 372 10 245 210 151 572 421
K 559 35 494 624 541 874 1210

※ IA：酢酸イソアミル，HA：酢酸ヘキシル，EC6：カプロン酸エチル，EC8：カプリル酸エチル，
EC10：カプリン酸エチル，4VG：4-ビニルグアイアコール，4VP：4-ビニルフェノール
※N.D.：不検出

表13　平成18年度収穫のブドウを用いたワインの＊GC/O分析結果

No RI＊＊ においかぎ口でのにおい
FDファクター

推定化合物
1期 2期 3期

1 732 イースト臭、酸臭 1024 1024 1024 3-methylbutanol
2 873 果実様、バナナ様 16 4 4 3-methylbutyl acetate
3 982 ジャガイモ、味噌様 16 4 16 3-(methylthio)-1-propanol
4 1003 果実様 16 16 64 ethyl hexanoate
5 1109 バラ様 256 1024 256 2-phenylethanol
6 1143 草様、柑橘様 1 16 16 3-mercapto-1-hexanol
7 1162 甘い、カラメル、黒砂糖 1 1 4 sotolon
8 1175 甘い 1 4 4
9 1231 カビ、薬品臭 1 4 4 4-vinylphenol
10 1311 カビ、けむりくさい、お香 16 64 64 2-methoxy-4-vinylphenol
11 1347 果実様、甘い 1 4 16
12 1380 蜂蜜、煮リンゴ様 16 16 64 β-damascenone
13 1400 甘い、バニラ様 1 4 16 vanillin
14 1462 果実様、甘い 1 4 16
15 1745 カビ、汗臭 1 4 64 1H-indole-3-ethenol

＊果樹試験場、ボルドー液無処理区、炭酸ガス処理
＊＊RI（Retention Index）はDB-5カラムにおける数値である．
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約440μg/Lを大きく越えていたが、官能評価では9月
11日よりも香りが弱い評価となった。この要因として
は、9月20日以降に3MHをはじめ「果実香」、「花様香
気」等のかおりが増加し、4VGのにおいがマスキングさ
れたものと推察される。
　香気成分の分析では、ヒトが感じる官能的な強さと客
観的な定量値である濃度の双方を併せて検討することが
重要であることが確認された。

3－7　23圃場，38試験区の果汁およびワイン
　表14～表16に，今年度ワインセンターで試験醸造し
た23圃場，38試験区の果実，果汁，ワインの各種分析
結果（平均値，最大値，最小値，標準偏差）をそれぞれ
示す．

⑴　薬剤散布体系と果汁中の銅含有量
　図7に，38試験区の薬剤散布体系（ボルドー液の散
布有無）と果汁中の銅含有量について示す．薬剤散布体
系別の銅含有量は，それぞれ0.20～0.78ppm（ボルドー
液無散布），0.32～5.99ppm（ボルドー液散布）であっ
た．ボルドー液散布区では，10倍以上の圃場間格差が
認められた．これはボルドーの散布量，散布回数，散
布時期，散布方法（棚上，棚下等）などの薬剤散布体
系の違いにより，果房（主に果皮）の銅付着量が異な
り，果汁中の含有量に差異が生じたものと推測された．
一方，ワインに残留した銅含有量は，すべての試験区で
0.15ppm未満と少量であり大部分は澱として除去された
ものと考えられる．

　ワインの官能評価において柑橘様香気が最も強いと評
価され，ワイン中の3MH含有量も約500ng/Lと38試験区
の中で最も高かった試験区NO.20は，ボルドー液散布区
であった．3MHは銅と容易に結合し香らなくなるため，
NO.20の果汁中の銅は少ないことが予想された．そこで
果汁中の銅含有量を他のボルドー液散布区と比較したと
ころ，NO.20の果汁中の銅含有量は0.32ppmとボルドー
散布区の中で最も低く，ボルドー無散布区と同程度で
あった．これらのことから，生育期間中にボルドー液を
散布したとしても果汁（搾汁液）中の銅含有量が少なけ
れば3MHの香気生成には影響はなく，ボルドー液の散
布体系（時期・回数・方法等）を工夫することにより果
汁中の銅含有量（果房の付着量）を減少させる可能性が
示唆された．但し，1試験区のみの結果であるので，今
後もデータを蓄積し確認していく．

図5　平成18年度試験醸造ワインの官能評価結果

（果試圃場，ボルドー液無散布区）

図6　 果汁の糖度・総酸，ワインの香りの強さおよび香
気成分の濃度（平成18年度試験醸造）

図7　薬剤散布体系と果汁中の銅含有量
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⑵　総酸および有機酸組成の発酵前後の変化
　38試験区の果汁およびワイン中の総酸および酸成分
の大部分を占める脂肪族有機酸（6種類）を測定し，発
酵前後の総酸および有機酸組成の変化を調べた．なお，
以下の文章中または図中の記述「⊿○○（ワイン－果
汁）」（○○は，総酸やクエン酸など．）は，発酵前後の
○○成分の変化量（ワイン中の含有量から果汁中の含有
量を引き算）を意味する．
　表15及び16に示すように，果汁およびワインの総酸
の平均値はいずれも6.8g/Lであったが，最大値と最小
値の差はワインの方が小さかったことから，果汁の総酸
量と⊿総酸（ワイン－果汁）の相関を求めたところ単相
関係数ｒ＝‒0.5930（危険率0.1％で有意）と負のやや強
い相関を認められた．果汁の総酸が多い場合（7.8g/L
以上）には発酵中に減少，少ない場合（6.2g/L以下）
には増加する傾向がみられた．
　6種類の有機酸のうち，果汁ではクエン酸，酒石酸，
リンゴ酸が，ワインではクエン酸，酒石酸，リンゴ酸，
コハク酸，乳酸，酢酸がそれぞれ検出された．
　クエン酸は，発酵前後で平均値，最大，最小のいず
れもほとんど変化がなかった（⊿クエン酸（ワイン－果
汁）＝‒0.1～0.1g/L，標準偏差0.0g/L）．
　酒石酸は，発酵前後で平均値が3.5g/Lから2.1g/Lへ
と約1g/L減少し，最大値と最小値の差および標準偏差
も小さくなった．果汁の酒石酸量と⊿酒石酸（ワイン－
果汁）の相関を求めたところ，図8に示すように単相関
係数ｒ＝‒0.9208（危険率0.1％で有意）と負の強い相関
を認められ，果汁の酒石酸量が多いほど発酵中に多く減
少する傾向がみられた．

　リンゴ酸の平均値は，いずれも1.8g/Lであったが，
最大値と最小値の差はワインの方が小さかった．そこ
で，果汁のリンゴ酸量と⊿リンゴ酸（ワイン－果汁）の
相関を求めたところ，図9で示すように単相関係数ｒ＝
‒0.8086（危険率0.1％で有意）と負の強い相関が認めれ
たが，果汁のリンゴ酸量1.8g/Lを境に，これより多い
場合には発酵中に減少する傾向が，逆に少ない場合には
発酵中に増加する傾向がみられた．

表14　38試験区の果実の各種分析結果

23圃場・38試験区 平均 最大 最小 標準偏差
房長（cm） タテ 18.4 27.3 13.2 2.3

ヨコ 7.9 9.7 5.9 0.8
房重（g/房） 309.4 390.0 155.0 54.6
粒長（mm） タテ 20.2 22.1 13.8 1.4

ヨコ 18.4 19.9 13.6 1.2
粒重（g/粒） 4.7 5.7 1.9 0.7
着粒数（粒/房） 66.8 138.4 43.0 15.6
果皮色 L＊ 45.4 58.9 37.0 4.0

a＊ 11.7 19.0 ‒4.3 4.7
b＊ 13.4 23.7 6.4 3.2

種数（個/粒） 2.2 2.8 0.0 0.5

表15　38試験区の果汁の各種分析結果

23圃場・38試験区 平均 最大 最小 標準偏差
比重 1.067 1.078 1.060 0.006
糖度（Brix示度） 16.3 19.2 14.5 1.4
総酸 1）（g/L） 6.8 9.5 5.2 0.8
pH 3.29 3.53 3.14 0.08
クエン酸（g/L） 0.7 0.8 0.5 0.1
酒石酸（g/L） 3.5 5.6 2.3 0.8
リンゴ酸（g/L） 1.8 3.8 0.8 0.5
ブドウ糖（g/L） 75.8 91.1 63.7 7.8
果糖（g/L） 78.1 94.4 65.4 7.8
銅（ppm） 1.8 6.0 0.2 1.8

1）酒石酸として

表16　38試験区のワインの各種分析結果

23圃場・38試験場 平均 最大 最小 標準偏差
発酵日数（日） 26 55 12 9.2
比重 0.990 0.996 0.988 0.002
アルコール（vol％） 12.9 13.6 11.9 0.4
エキス 1.9 3.2 1.4 0.4
総酸 1）（g/L） 6.8 8.5 5.6 0.7
pH 3.15 3.46 3.01 0.10
色調（ABS）430nm 0.038 0.064 0.026 0.010
　　　　　　530nm 0.009 0.020 0.005 0.003
全フェノール 2）（mg/L） 399 659 273 87
クエン酸（g/L） 0.7 0.8 0.5 0.1
酒石酸（g/L） 2.1 3.0 1.3 0.3
リンゴ酸（g/L） 1.8 3.0 1.2 0.4
コハク酸（g/L） 1.0 1.2 0.9 0.1
乳酸（g/L） 0.3 0.4 0.3 0.0
酢酸（g/L） 0.3 0.5 0.2 0.1
ブドウ糖（g/L） 0.0 0.6 0.0 0.1
果糖（g/L） 3.8 14.8 0.6 2.7
グリセリン（g/L） 6.5 7.1 6.0 0.3
銅（ppm） 0.03 0.15 0.00 0.03

1）酒石酸として
2）没食子酸として

図8　38試験区の果汁の酒石酸と⊿酒石酸
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　コハク酸，乳酸，酢酸は，果汁には存在せず，発酵中
に酵母の代謝により生成される有機酸である．ワイン中
のコハク酸，乳酸，酢酸の平均値は，それぞれ1.0g/L，
0.3g/L，0.3g/Lであり，最大値と最小値の差はいずれ
も±0.2以内と試験区間でほとんど差異は認められな
かった．これらの有機酸は，酵母の代謝系で一定の濃度
に制御されているものと推察された．
　果汁中の有機酸の和と⊿有機酸の和（ワイン－果汁）
の相関を求めたところ，図10で示すように単相関係数
ｒ＝‒0.9287（危険率0.1％で有意）と負の強い相関を認
められ，果汁の有機酸の和が6.4g/L前後を境に，これ
より多い場合には発酵中に減少，少ない場合には増加し
た．

⑶　果汁の遊離アミノ酸含有量と発酵日数の関係
　検討に先立ち，各試験区の糖類の発酵経過を見直し
たところ，順調に還元糖が4g/Lまで減少し発酵停止と
なった試験区と，還元糖が7g/Lまで減少したところで
減少速度が緩慢になり結果として発酵日数が長くなった
試験区の2種類が認められた．両者の発酵経過の違いを
調べたところ，発酵中に優先的に減少するブドウ糖は両
者とも順調に減少していたが（減少速度は試験区により
異なる），果糖は前者は順調（1日当り1g/L以上の減
少速度）に4g/L以下まで減少したのに対し，後者では
6g/L前後で減少速度が急に低下（1日当り0.2g/L程度）
していた．また，後者ではブドウ糖がほぼゼロになった

図9　38試験区の果汁のリンゴ酸と⊿リンゴ酸

図10　38試験区の果汁の有機酸6種と⊿有機酸6種

図11　34試験区の果汁のアミノ酸と発酵日数
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時点で既に前者よりもアルコール度数が高くなってお
り，より多くの果糖が残った段階で発酵が弱まったもの
と推測された．そこで，すべての試験区で同一条件で計
れるブドウ糖の残留量が0.5g/L以下になるまでの発酵
日数（以下，Glu日数）と，果汁の遊離アミノ酸含有量
の関係を調べた結果を図11に示す．なお，38試験区の
うち4試験区は発酵経過の分析頻度が少なくGlu日数を
求められなかったため除外した．
　まず，34試験区の果汁のアミノ酸総量とGlu日数の相
関を求めたところ，図11（a）で示すように単相関係数
ｒ＝‒0.4784（＊危険率1％で有意）とやや強い負の相
関が認められた．そこで，最も含有比率の高いアミノ酸
であるプロリンとGlu日数の相関を求めたが，図11（b）
で示すように単相関係数ｒ＝0.2583と強い相関は認めら
れなかった．これは酵母が発酵中にプロリンを消費でき
ないためであると考え，発酵中に消費できるプロリン
以外の遊離アミノ酸総量とGlu日数の相関を求めた．そ
の結果，図11（c）で示すように単相関係数ｒ＝‒0.8834
（危険率0.1％で有意）と強い負の相関が認められ，プロ
リン以外の遊離アミノ酸総量が多いほど発酵が速やかに
進行することが明らかになった．また，プロリン以外
の遊離アミノ酸総量が600～800mg/Lを境にそれ以上の
試験区では，発酵日数との相関は低くなり（800mg/L
以上の10試験区の単相関係数は，ｒ＝‒0.261），Glu日
数は15日前後であった．なお，果樹圃場で含有量の少
なかったアルギニンとGlu日数の相関についても，図
11（d）で示すように単相関係数ｒ＝‒0.8499（危険率
0.1％で有意）と強い負の相関が認められた．なお，プ
ロリン以外の遊離アミノ酸総量の比較的多かった試験
区はNO.20，NO.31，NO.25，NO.32，NO.23（多い順，
910mg/L以上）であり，比較的少なかった試験区はK6，

K7，K8，K10，K9（少ない順，510mg/L以下）で
あった．
　以上のことから，34試験区のうち24試験区（23圃場
のうち14圃場）で窒素欠乏により発酵が遅延していた
ことが示唆された．一方，果汁中のプロリン以外の遊
離アミノ酸が600～800mg/Lを境にそれ以上の試験区で
は，順調に発酵が進行していたものと考えられた．
　窒素欠乏による遅延のないアルコール発酵を行うため
には，ブドウ果汁中の酵母が消費できるプロリン以外の
遊離アミノ酸総量を十分含有する原料ブドウを用いるこ
とが重要であり，今後も継続して県内各地域の圃場で栽
培されたブドウ果汁中の遊離アミノ酸分析を実施し，プ
ロリン以外の遊離アミノ酸量が多い圃場に共通する条件
を特定したい．また，併せて発酵助剤の使用有無につい
ても検討したい．

⑸　ワイン中のフェニルプロパノイドについて
　本実験ではワイン中のフェニルプロパノイドを短時間
で測定するにあたり新たなHPLC測定法を開発した．こ
の結果、各化合物とも明瞭かつ比較的短時間で測定でき
ることがわかった．
　本方法で行った各ワインのフェニルプロパノイド量の
結果は図12に示す．

⑹　官能評価
　図13に，38試験区のワインの官能評価結果（一部）
を示す．棒グラフは，39人の審査員のうち無回答を除
いた評価点の平均値（評点平均値）である．評価点が大
きいほど，香りが強く（項目①），香りの質が高い（項
目⑩）ことをそれぞれ示す．また，表17に各項目の評
点の高かった3試験区（1，2，3位）および低かった

図12　各ワインのフェニルプロパノイド量　（mg/mL）
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3試験区（36，37，38位），中間（19位）をそれぞれ示
す．

　評価平均値についてｔ検定による有意差検定を行っ
た結果の一部を示す．項目①「香りの強さ」について，
最も評点の高かったNO.20は，2位のNO.37に対して危

険率1％で有意に香りが強く，3位のNO.23に対して
危険率0.1％で有意に香りが強いとされた．また，3位
のNO.23と19位のNO.3には有意差認められなかったが，
NO.23と20位のNO.2とは危険率5％で有意差が認めら
れた．項目⑩「香りの質」について，最も評点の高かっ
たNO.20は，2位のNO.37および3位のNO.31，4位の
NO.28に対して有意差は認められなかったが，5位の
NO.32に対しては危険率5％で，19位のNO.17に対して
は危険率0.1％で有意に香りの質が高いとされた．また，
3位のNO.31と19位のNO.17とは危険率0.1％で，4位
のNO.28とNO.17とは危険率1％で，5位のNO.32と
NO.17とは危険率5％でそれぞれ有意差が認められた．
　全体としては，NO.20，NO.37，NO.31，NO.28等が
比較的良い評価を，一方NO.13，NO.26，NO.34，NO.9
等が比較的悪い評価を受けた．

⑺　香気成分分析
ⅰヘッドスペース（HS）－GC/MS分析法
　図14に， 5種類のエステル類（IS，HA，EC6，
EC8，EC10）について，38試験区のワイン中の濃度を
示す．試験区間で明らかに濃度差（5成分の総和：0.8
～5.3mg/L）が認められた．また，1成分の濃度が高い
試験区では，他の4成分も高い傾向がみられた．そこ
で，各エステル類同士の相関を求めたところ，表18に
示すように，いずれも強い正の相関が認められ，特にア
セチル基をもつもの同士や炭素鎖が6本同士，本数が近
い同士（6本と8本，8本と10本）では0.8以上であっ
た．

ⅱHPLC-UV分析法
　図15（a）に4VGとその前駆体であるフェルラ酸，（b）

図13　38試験区の香りの官能評価結果（強さ・質）

表17　38試験区の香りの官能評価結果（強さ・質）

順位 1位 2位 3位 19位 36位 37位 38位

①香りの強さ 20 37 23 3 4 9 10

②果実香 20 37 28 2 26 34 13

③柑橘様香気 20 31 28 15 26 13 34

④花様香気 37 20 35 6 34 26 13

⑤蜂蜜様香気（甘い香り） 37 36 30 8 10 26 13

⑥ほこり・けむりのにおい 13 34 26 4 20 31 37

⑦薬品のにおい 13 9 34 2 20 37 31

⑧酵母臭 13 26 5 7 31 37 35

⑨異臭 13 26 9 12 31 32 37

⑩香りの質 20 37 31 17 34 26 13

図14　38試験区のワインの香気成分濃度（エステル類5種）
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に4VPとその前駆体であるp-クマル酸について，38試
験区のワイン中の濃度を示す．POF活性のネガティブ
な酵母VL-1を使用した試験区（NO.5，NO.37，NO.38）
では，POF活性がポジティブな酵母VL-3を使用した他
の試験区と比較して，明らかな違いが認められた．すな
わち，フェルラ酸およびp-クマル酸の脱炭酸が起こらな
かった結果，4VGは20μg/L以下，4VPは検出限界（5
μg/L未満）と極微量であり，一方フェルラ酸およびp-
クマル酸は1.3～1.8mg/Lと2～3倍含まれていた．

　また，官能評価で香りの質が高いと評価されたNO.20
やNO.37では，4VG及び4VPのいずれも低い濃度であっ
た．一方，「ほこり・けむりのにおい」が他の試験区と
比べて強いと評価されたNO.34は，4-ビニルグアイア
コールおよびその前駆体のフェルラ酸の濃度が他と比べ
た明らかに多く官能評価と一致した．同様に「ほこり・
けむりのにおい」および「薬品のにおい」が他の試験区
と比べて強いと評価されたNO.13や26では，フェノール
類の濃度に有意差は認められなかったが，「酵母臭」や
「異臭」も強く他に好ましくない香気成分があったもの
と推察された．

⑻　遊離アミノ酸含有量と香気成分の関係
　表19に，38試験区のワイン中の香気成分量（酵母が
関与する2種類のフェノレ物質及び5種類のエステル
類）と果汁中のプロリン以外の遊離アミノ酸総量との相
関をそれぞれ示す．このうちEC6との相関図を図16に
示す．
　4VG及び4VPとの間にはほとんど相関は認められな
かったが，酢酸イソアミル，酢酸へキシル，カプロン酸
エチル，カプリル酸エチル，カプリン酸エチルとは0.1％
の危険率で強い正の相関（ｒ＝0.659～0.838）が認めら
れた．このことから果汁中のプロリン以外の遊離アミノ
酸が，エステル類の生成に関与していることが示唆され
た．エステル類の生成経路については，ロイシン等のア
ミノ酸の脱アミノ，脱炭酸（エールリッヒ経路）や糖質
からアミノ酸が生合成される経路の中間代謝産物である
ケト酸のオーバーフローからの生成が報告されている 

7）．以上のことから，果汁中のプロリン以外の遊離アミ
ノ酸香気成分生成の点においても重要であることが明ら
かとなった．

表18　38試験区のワイン中のエステル化合物同士の相関

相関係数 酢酸ヘキシル カプロン酸エチル カプリル酸エチル カプリン酸エチル

酢酸イソアミル 0.890＊＊＊ 0.763＊＊＊ 0.750＊＊＊ 0.734＊＊＊

酢酸ヘキシル 0.879＊＊＊ 0.831＊＊＊ 0.713＊＊＊

カプロン酸エチル 0.876＊＊＊ 0.642＊＊＊

カプリル酸エチル 0.874＊＊＊

図15　 38試験区のワインの香気成分（フェノール類）
及びその前駆体の濃度

表19　38試験区の果汁中アミノ酸とワイン香気成分

相関係数 プロリン以外のアミノ酸総量

4-ビニルグアイアコール 　0.070

4-ビニルフェノール ‒0.326

酢酸イソアミル 　0.659＊＊＊

酢酸ヘキシル 　0.753＊＊＊

カプロン酸エチル 　0.743＊＊＊

カプリル酸エチル 　0.838＊＊＊

カプリン酸エチル 　0.717＊＊＊

図16　 38試験区のワインの香気成分と果汁中のプロリ
ン以外のアミノ酸
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4．結　言

　甲府圃場及び果試圃場の2圃場において，圃場，薬剤
散布体系（ボルドー液），収穫時期，醸造条件（液化炭
酸ガス），酵母（POF活性）の違いが，果実・果汁・ワ
インの品質およびワインの香気成分に及ぼす影響につい
て検討した．また，山梨県内23圃場で栽培された甲州
種ブドウから38種類のワインを醸成し，圃場の違いが
果汁およびワインの各種成分，ワインの香気について比
較検討した．
＜甲府・果試圃場＞
　糖・酸の推移は，8月末時点で甲府圃場では昨年並
み，果試圃場では半週早かったが，収穫時の糖度は甲府
圃場で約16度，果試圃場で約19度と過去2ヵ年の結果
と同様に果試圃場の方が高かった．収穫時の果房の着色
は，Ⅰ期，Ⅱ期ともに果試圃場の方が赤味が濃かった．
　果実の成熟に伴い糖度は上昇し酸含量は低下したが，
ボルドー液散布の有無による糖度・酸含量への影響は認
められなかったが，ボルドー液無散布の体系では葉の病
害の発生が多かった．棚上散布では，棚下散布と比較し
て搾汁液中の銅含有量を低減できた．果汁中の総酸量
は，Ⅰ期，Ⅱ期とも，両圃場で差異はなかったが，主要
成分である酒石酸とリンゴ酸の比率（T/M比）は甲府
圃場の方が高かった．
　発酵中の糖類の減少及びエタノールの生成により発酵
経過をモニターした結果，果試圃場の方が発酵速度が遅
く，発酵日数も長期化した．果汁成分を調べたところ，
果試圃場の試験区では遊離アミノ酸（特にアルギニン）
が少なく（前年比60％），発酵遅延の要因と示唆された．
銅含有量は薬剤散布体系に依らず0.05ppm未満と発酵中
に減少した．ワイン中の全フェノール量及びフェノレ成
分（4VP，4VG）は，POF活性の無い酵母（VL-1）を
使用した試験区では，POF活性のある酵母（VL-3）と
比較して明らかに少なかった．官能評価より，薬剤散布
体系による有意差は認めず，仕込み時に液体炭酸ガスを
使用した試験区では香りの質が有意に良いとされた．
＜38試験区の比較＞
　果汁中の銅含有量は，薬剤散布体系により大きく異
なり，ボルドー液散布区では無散布区並みに低い試験区
（約0.3ppm）から約6ppmまで幅広かった．また，生育
期間中にボルドー液を散布したとしても果汁（搾汁液）
中の銅含有量が少なければ3MHの香気生成には影響は
なく，ボルドー液の散布体系（時期・回数・方法等）を
工夫することにより果汁中の銅含有量（果房の付着量）
を減少させる可能性を示唆された．
　果汁及びワイン中の総酸の比較から，果汁中の総酸が
多い場合には発酵中に減少，少ない場合には増加するこ
とが明らかになった．主要成分である脂肪族有機酸量を
比較した結果，酒石酸は果汁中の含有量が多いほど多

く減少したが，リンゴ酸は1.8g/L（果汁中）を境に増
減が分かれ，多い場合には減少，少ない場合には増加し
た．また，発酵中に生成するコハク酸，乳酸，酢酸は，
ほぼ一定値であった．
　果汁中のプロリン以外の遊離アミノ酸量と発酵日数の
相関を求めたところ，強い負の相関が認められ，窒素欠
乏により発酵が遅延していたことが示唆された．また，
資化性アミノ酸が600～800mg/L以上の試験区では，発
酵日数との相関は低く，順調に発酵が進行していた．ま
た，果汁中のプロリン以外の遊離アミノ酸量とワイン中
の香気成分量の相関を求めたところ，果実様の香気をも
つエステル類と強い正の相関が認められた．これらのエ
ステル類を多く含む試験区のワインは，官能評価で良い
評価を受けていた．これらのことから甲州種ワインの中
には，果汁中のプロリン以外の遊離アミノ酸が酵母の増
殖に対して量的に十分ではなく，結果として発酵速度や
香気生成に影響を及ぼし，ワインの品質に影響を与える
可能性が示唆された．
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農林水産物の鳥獣類被害に対する
防除対策の研究





農林水産物の鳥獣類被害に対する防除対策の研究
ニホンジカによる樹木への食害

森林総合研究所
 長池　卓男

Studies for Controlling the Damage of Agricultural Products by 
Wildlife Debarking by Sika Deer (Cervus nippon)

Yamanashi Forest Research Institute
Takuo NAGAIKE

要　約 

　新植地におけるニホンジカによる食害の新たな防除方法を検討するために，下刈り高を高くすることによってニホンジ
カによる食害が軽減効果を調査した．2007年にヒノキ人工林に設定した調査区において，2008年3月に新たな食害の発
生と，下刈り高を高くしたことによって懸念される植栽木の成長量を把握した．剥皮面積は，下刈り高に関わらずすべて
の調査区で増加していた．直径成長には下刈り高の違いによる差異は見られず，下刈り高を高くすることによる成長阻害
は確認されなかった．したがって，下刈り高をかえることによるニホンジカによる剥皮害の防除は，今回の結果からはそ
の効果が小さいことが明らかとなった．したがって，他の防除法による対策を考える必要がある．

1．緒　言

　新植地におけるニホンジカによる食害が顕在化して久
しい．山梨県特定鳥獣（ニホンジカ）保護管理計画（山
梨県，2006）では，地域個体群の存続，森林の生物多
様性の保全，および農林業被害の軽減のために，個体
数調整とともに被害防除に努めることを求めている．被
害防除には，対象林分を防除柵およびネットで囲うこと
や，対象木ごとに防除ネットを巻き付けるなどの方法が
ある．しかし，これらはいずれも高価であることが欠
点として指摘されてきた．鋸谷・大内（2003）や井上・
金森（2006）によれば，下刈り高を高くすることによっ
て，ニホンジカの新植地への侵入を防げたことが指摘さ
れているが，実証的なデータは示されていない．個別の
林分における当面の問題解決策は，野生動物の移動によ
り他の林分での被害を誘発するという危険性もはらんで
いる．しかしながら，下刈り高を変えるという比較的軽

微な変更によって，ニホンジカによる新植地の食害を抑
制することができるのならば，今後の施業に有益である
と考えられる．
　そこで，下刈り高を高くすることによって，通常高よ
りもニホンジカによる食害が軽減できるかを明らかにす
ることを目的に調査を行った．
　今年度は，昨年度に設定した調査区での被害調査と，
下刈り高を高くしたことによって懸念される植栽木の成
長量を把握した．

2．調査地および調査方法

2－1　調査地
　調査は，北杜市須玉町内の県有林で行った．対象とな
る小班は576林班に6およびに9小班（通称：小森川）
ならびに580林班ぬ5およびぬ15小班（通称：大明神）
のヒノキ人工林である（表1）．それぞれの小班で下刈

Abstract 

  To develop a new method controlling the debarking of newly planted trees by sika deer (Cervus nippon), I examined the 
effects of increased height of weeding on debarking in young hinoki (Chamaecyparis obtusa) plantations.  Debarked area was 
increased from 2006 to 2008, regardless of height of weeding.  I found no effects of increased height of weeding on tree 
diameter growth.  Since increased height of weeding has no significant effect on controlling of debarking, I should develop 
other methods.
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りの処理が以下のように異なる：2006年は通常高（約
10cm）の下刈り1林分，下刈り高を50cmに高くした2
林分，6月の下刈り後放置した2林分，2007年は通常
高（約10cm）の下刈り2林分，下刈り高を50cmに高く
した2林分である．

2－2　調査方法
　2006年7－8月，20×20mの調査区を1林分あたり
3カ所ずつ設置し（計12調査区），すべてのヒノキ植栽
木を対象にして地上高0.1mの直径，苗長，食害の有無
を記録した．2007年3月には，すべての調査対象木に
ついて秋から冬にかけて新たな食害が発生しているか
を確認した．2008年3月，各調査区の調査対象区から
ランダムに20本選出し，新たな食害が発生しているか
を確認し，地上高0.1mの直径を記録した．食害につい
ては，幹に対して剥皮の最大幅を，幹の周囲長に対する
割合として求め，さらにその長さを記録した．剥皮面積
は（幹の周囲長×幹の周囲長に対する割合×長さ）と
して求めた．2007年から2008年にかけての相対成長速
度は（ln（D2008）－ln（D2006））/2×100として求めた
（D2008，D2006はそれぞれ2008年，2006年の地上高
0.1mの直径）．

3．結　果

　昨年度報告したように，調査地は植栽木全体の約4分
の1が食害を受けており，2006年秋から2007年春にか
けての新たな食害は発生していなかった．
　しかしながら，2007年春から2008年春にかけての剥
皮面積は，下刈り高に関わらずすべての調査区で増加し
ていた（図1）．
　図2に調査区の直径の変化を，図3に直径の相対成長
速度をそれぞれ示した．その結果，下刈り高に関わらず
直径には成長が見られ，下刈り高を高くすることによる
成長阻害は確認されなかった．

4．考　察

　ニホンジカによる食害がこれまで甚大であった林分で
調査を行った．新たな食害は，昨年度は見られなかった
ものの今年度は見られた．このような違いがもたらされ
た要因にはニホンジカの行動の変化等いろいろ考えられ
るが，その一つには，今冬は昨冬に比較して寒さが厳し
かったという冬季の気象条件の違いによるのかもしれな
い．また，食害は，前回の調査終了後今回の調査までの

表1　調査林分の概要

図1　ニホンジカによる剥皮面積の変化

調査区名 小班名 植栽年 標高 下刈り処理
2006 2007

小奥1－3 476に6 2002 1140 刈高50cm 刈高50cm

小前1－3 476に9 2003 1120 7月に通常 7月に通常

大1－3 480ぬ5 2003 1000 6月に通常高 刈高50cm

大A－C 480ぬ15 2003 1010 6月に通常高 7月に通常

図2　調査区の直径の変化

図3　調査区の相対成長速度
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期間中に生じたものであり，冬季ではない季節に行われ
た可能性もある．
　同一の植栽木に対するニホンジカによる剥皮面積は増
加していたが，それは下刈り高の高さによる差異は見ら
れなかった．したがって，今回の調査からは，下刈り高
を高くすることによって被害を軽減させることは実証で
きなかった．その要因としては，50cmに高くした下刈
り高では未だに低かったことも考えられるが，これ以上
高くすると下刈りの効果を減ずることも考えられると同
時に，労働作業上の危険性も生じてくる．一方で，下刈
り高を高くすることによって植栽木の成長への影響が懸
念されたが，大きな影響は与えていなかった．

5．結　言

　下刈り高をかえることによるニホンジカによる剥皮害
の防除は，今回の結果からはその効果が小さいことが明
らかとなった．したがって，廉価な他の防除法による対
策を考える必要がある．
　調査にご協力いただいた，中北林務環境部県有林課，
林　敦子，久保満佐子，高野瀬洋一郎，三納圭之介，山
口健太，竹内大悟，松崎誠司，長沢京子，折居美穂の皆
さんに感謝申し上げます．
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農林水産物の鳥獣類被害に対する防除対策の研究
カワウの繁殖抑制を目的とした卵発生停止技術の検討

水産技術センター 1・工業技術センター 2

坪井　潤一 1・桐生　　透 1・岩間　貴司 2・阿部　正人 2・石黒　輝雄 2・宮本　博永 2

Evaluation of the Method for Stopping the Embryonic Growth Aiming 
to Decrease the Reproductive Success of Great Cormorants

Fisheries Technology Center 1, Industrial Technology Center 2

Jun-ichi TSUBOI 1, Toru KIRYUU 1, Takashi IWAMA 2, Masato ABE 2, 
Teruo ISHIGURO 2, and Hironaga Miyamoto 2

要　約

　個体数が急増し全国各地で人間との軋轢が生じているカワウPhalacrocorax carboの被害防除を目的として，卵発生停止技
術の検討を行った．予備実験では，ドライアイスによる急速な冷却がカワウ卵の発生を停止させることができ，最も実
用的であると判断された．甲府市にあるカワウの繁殖コロニーにおいて，ドライアイスを用いた冷却処理の繁殖抑制効果
を調査したところ，カワウ卵をドライアイスにより冷却した巣（26巣）では雛の孵化は全くみられなかった．そのため，
本方法は繁殖抑制方法として有効であることがわかった．

1．緒　言

　日本のカワウPhalacrocorax carbo個体数は1970年代に激
減したが，1980年代後半には増加に転じ，近年の報告
では50,000～60,000羽とされている 1）．個体数の増加に
伴いカワウによる被害が顕在化しており，魚類捕食によ
る水産被害や排泄物による公園や森林の樹木枯死，それ
に伴う景観の悪化など，人との間に軋轢を生じさせてい
る 2）．食害を受けている魚種ではアユPlecoglossus altivelis
が最も多く，食害の発生時期はアユの放流時期である3
月から5月に顕著である 3）．3月から5月はカワウの繁
殖期に含まれることが多く 4），繁殖期には産卵や雛を育
てるために捕食量が増加することが知られている 5）．そ
のため，繁殖を抑制し捕食量を減らすことは，食害軽減
に効果的であると考えられる．また，繁殖抑制は被害防

除だけでなく個体数抑制としても有効な対策となり得
る．
　カワウにおける繁殖抑制の事例として，卵を偽物の卵
（以下，擬卵）に置き換える方法があり，兵庫県 6），長
野県 7），山梨県 8）で繁殖抑制効果が実証されている．特
に筆者らが山梨県甲府市のカワウの集団繁殖地で行った
事例では，約200巣から孵った雛はわずか12羽であり，
非常に高い繁殖抑制効果がみられた 8）．しかし，擬卵置
き換えは擬卵製作およびカワウ卵の巣内からの取り出し
に非常に労力がかかる．そのため本研究ではカワウ卵の
発生を止める手法を開発し，孵化しない卵を親鳥に抱か
せることによる繁殖抑制方法の確立を目的とし，実験を
行った．
　2006年に鶏卵を用いて行った予備実験では，液体窒
素により卵を急速に冷却する方法が卵発生を停止させる

Abstract

  The aim of this study is to establish an efficient method for controlling the reproductive success in great cormorant 
Phalacrocorax carbo, greatly increasing in number and damaging the fresh water fisheries. In the preliminary experiment, 
we have found that quick cooling of the cormorant's eggs with dry ice is simple but secure, as well as cost-benefit, for 
stopping the development of the embryo. In an actual cormorant colony located in Kofu city, we have further examined 
the efficiency of the cooling method. No hutching of the chicks was observed in all of 26 nests, in which eggs were treated 
with dry ice. We conclude that this method is highly useful in order to control the reproductive success in the cormorant 
colony.
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のに有効であった．そこで，2007年は液体窒素よりも
取り扱いが容易であるドライアイスを用いて，実際のカ
ワウの繁殖コロニーにおいて，繁殖抑制実験を行った．

2．実験方法

2－1　ドライアイスによる卵発生停止技術の確立
　繁殖期初期にあたる2007年2月から3月にかけて，
甲府市下曽根町にある山梨県内最大のカワウの繁殖コロ
ニー（以下，下曽根コロニー）から18卵を採取し，発
生停止実験に用いた．なお，下曽根コロニーにおける
カワウ卵採取および発生停止実験については，山梨県か
ら許可を得て行った．それぞれの処理群ごとにカワウの
巣に似せた洗面器に卵を置き，ペレット状のドライアイ
スを投入した（図1）．ドライアイスが昇華した後，孵
化予定日であるおよそ3週間後まで孵化器（ベルバード
社）に入れて管理した．

2－2　カワウ繁殖コロニーでの実用化実験
　2007年2月28日から6月12日までの14日間，従来行っ
てきた繁殖抑制方法である擬卵との置き換えによる方法
とドライアイスによる冷却処理による方法とで，繁殖抑
制処理を行い，その効果を比較した．カワウは樹上（地
面からの高さは平均6m，最高で11m）に営巣するため，
ドライアイスを正確かつ安全に巣内に投入する方法とし
て，漏斗を用い風船の中にドライアイスを入れ，それを
釣り竿の先端に固定し，スイッチを押すと針で風船が割
れる方法を開発した（図2）．なお風船は天然ゴム製で
生分解性のものを使用した．
　ドライアイス投入後の巣内を観察するため，明度や気
象条件によらず，3日間以上の連続撮影が可能なビデオ
カメラを設置した．明度の低下により自然光から赤外線
による撮影に自動的に切り替わるシステムを搭載した小
型ビデオカメラを防水ケースに納めた（図3）．2007年
4月20日に，比較的低い木にある巣の斜め上に撮影器
具を設置した．電源は小型バッテリーを用い，映像デー
タを蓄積するロガーとともに防水ケースに入れ，営巣木
から約5m離れた場所に設置した．

3．結 果

3－1　ドライアイスによる卵発生停止技術の確立
　コントロール区では全ての卵が孵化したのに対し，ド
ライアイスによる冷却を行った各区では，孵化がみられ
なかった（図1，表1）．ドライアイスで完全に埋もれ
てしまった卵では，卵内の成分が凍結，膨張し卵殻が割
れてしまった．そのため，図1のように卵の半分程度が
ドライアイスに覆われる程度が適量であることがわかっ
た．

3－2　カワウ繁殖コロニーでの実用化実験
　2007年の繁殖期には159巣の営巣が確認され，このう
ち72巣においてドライアイスによる冷却処理を行った
（図2）．1巣あたり約250gのドライアイスを投入した
が，卵数や巣内での卵の散らばり具合により，投入量を
変化させた．

　ビデオカメラを設置した巣において，ドライアイスの
投入後，筆者らが巣から速やかに巣から離れたところ，
ドライアイスに埋もれた卵を掘り出し，抱卵を開始して
いたことが，撮影された動画から明らかになった（図
3，4）．全ての巣において，ドライアイス投入あるい
は擬卵との置き換え後も親鳥の抱卵が観察された．

図1　ペレット状のドイライアイスをかけたカワウ卵

表1　ドライアイスを用いた発生停止実験の結果

処理 ドライアイス
投入量（g）

ドライアイスが昇華
するまでの時間（分）

処理を行
った卵数

孵化
卵数

孵化率
（％）

ドライアイス 100 30 3 0 0
ドライアイス 150 45 4 0 0
ドライアイス 200 90 4 0 0
ドライアイス 300 60 5 0 0
コントロール 2 2 100

図2　風船を用いたドライアイスの投入
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　繁殖期が終了する8月末まで週に1回のペースで，
フィールドスコープ（単眼鏡）を用いて巣内の観察を続
けたところ，擬卵の置き換えを行った85巣のうち6巣
で13羽の雛が孵化したのに対し，ドライアイス処理の
みを行った26巣では雛は全く孵らず，ドライアイスと
擬卵を併用した46巣では，2巣で5羽が孵化した（表
2）．

4．考　察

　本研究では，従来から行われてきた繁殖抑制方法であ
る擬卵との置き換えよりもさらに簡便な方法として，ド
ライアイスによる急速冷却により，孵化しないカワウ卵
を親鳥に抱かせることにより繁殖を抑制する方法を確立
した．
　繁殖抑制を行ったにもかかわらず孵化した18羽の雛
のうち，17羽は7月5日以降に確認された．これは処
理実験の最終日である6月12日の少なくとも22日後で
あり，カワウの産卵から孵化までの日数が28日である
こと 4）を考慮すると，処理後に産み足された卵から孵
化した雛である可能性が高い．そのため，6月12日以
降に産み足された卵についても処理を行っていれば，孵
化を阻止できたと考えられる．しかし，繁殖成功度が極
度に低い場合，他の場所へ移動することが知られている
ため 8），本研究ではあえて繁殖期後期における繁殖抑制
処理を行わなかった．
　ドライアイスを用いた繁殖抑制の問題点として，処理
のおよそ3週間後に巣内の状況を確認する際，全ての卵
が処理済みなのか，もしくは産み足された卵が含まれる
のかを識別することが非常に難しいことがあげられる．
そのため，今後は，初回の処理で擬卵との置き換えを行
い，後日，産み足された卵が確認された場合，ドライア
イス処理を行う，両方法の併用が最も効率的であると考
えられる．

5．結　言

　カワウは急激な個体数増加により魚類捕食による水産
被害が深刻化している．近年，繁殖期でありアユの放流
時期でもある春季の食害軽減および個体数抑制を目指し
た繁殖抑制の試みが，全国各地で始まっている．本研究
では，全く新しい繁殖抑制手法として，ドライアイスを
用いて卵の発生を停止させる手法を確立した．
　カワウの平均寿命は4～5年と鳥類では比較的長いた
め 4），今後も繁殖抑制およびコロニーでの個体数モニタ
リング調査を継続して行い，繁殖抑制がカワウ個体群に
与える影響を明らかにしたい．

6．謝　辞

　東京都葛西臨海水族園の福田道雄氏，NPO法人バー
ドリサーチの加藤七枝氏，名城大学の新妻靖章氏には，
カワウの繁殖生態について有益なご助言をいただいた．
本プロジェクトのコーディネーターである山梨県理工学
研究機構の永井正則氏には，卵発生に関して生理学的な
知見に基づくアドバイスをいただいた．帝京科学大学の
後藤章浩氏，佐々木幸穂氏はじめ学生諸氏には，繁殖コ

図3　巣内撮影装置の設置

図4　 ドライイアイス処理後に埋もれた卵を掘り起こし
抱卵を始める親鳥

表2　2007年の下曽根コロニーにおける繁殖成績

処　理 巣数 雛が孵化した巣数 雛数

擬卵 85 6 13

ドライアイス 26 0 0

擬卵・ドライアイス 1 46 2 5

無処理 2 2 1 2

計 159 9 20

1　 初回の処理と産み足し卵に対する処理とで異なる方法を用い
た．

2　1巣では親鳥が抱卵を放棄した．
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ブドウ搾り滓を活用した家畜排せつ物の堆肥化
および環境負荷低減化技術の開発
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Yoshinobu UEGAKI 4, Kiyotoshi TAKAO 4, Taku MISONOU 5, Hidehiro KANEKO 5 and Masayuki HAYAKAWA 5

要　約

　小型堆肥化実験装置を用いた検討により，豚ふんを原料とした堆肥作成において，ワイン製造にともなって生じるブド
ウ搾り滓（ワイン圧縮残渣）を加えることにより，発生するアンモニアを低減することを見いだした．つぎに畜産試験場
の堆肥舎における実用規模の検討を行った．豚ふん600kgを原料とした第1区，豚ふん（600kg）にブドウ搾り滓（120kg）
を始めから混ぜ込んだ第2区，豚ふん（600kg）をブドウ搾り滓（120kg）で覆った第3区（1回目の切り返し後，第2
区と同様にブドウ搾り滓は豚ふんに混ぜ込まれる）を設定し，毎週切り返しを行った．堆肥作成期間中，温度記録計で発
酵温度を随時測定した．悪臭物質としてアンモニア，硫化水素，メチルメルカプタン，硫化メチルを切り返し時に測定
した．その結果，三つの試験区とも発酵温度に大きな差はなく順調に発酵が進行した．悪臭物質の発生は，ブドウ搾り滓
を添加した第2区と第3区で対照の第1区より低減が認められた．三点比較式臭袋法による官能試験でもブドウ搾り滓の
効果が実証された．これらの悪臭物質低減作用に悪臭分解微生物の関与が考えられた．そこで，三つの試験区の堆肥中に
増殖している微生物（放線菌，バクテリア，カビ）をそれぞれ分析した．ブドウ搾り滓を添加した第2区と第3区で放線
菌やカビが多く増殖していることが明らかとなった．DNAの電気泳動パターンからもブドウ搾り滓により微生物相の変
化することが示された．ブドウ搾り滓を添加して作成した堆肥の施肥効果についてコマツナを用いたポット試験で検討し
た．その結果，コマツナの乾物収量は化成肥料と比較して同等以上であった．また，堆肥中の重金属含量は問題となる量
ではなかった．従って，豚ふんを原料とした堆肥作りにブドウ搾り滓を加えると，堆肥発酵過程に発生する悪臭が低減で
き，完成した堆肥の施肥効果は良好で，環境に対する負荷量も少ないことが示唆された．

Abstract

  It was confirmed that the wine compression residue decreased the malodorous from the composting test of using the 
pig feces with a small experimental compositing apparatus.  Next, we examined a practical scale in the compost depot 
of Livestock Experiment Station.  Composting examination was set three districts, and scooping up every week.  The 
examination district was the first district where pig feces 600 kg was made raw material, the second district mixed 
including wine compression residue 120 kg every pig feces 600 kg, the third district where pig feces 600 kg was covered 
with wine compression residue 120 kg (after the scooping up of the first time, the wine compression residue are mixed 
with the pig feces same as the second district).  The fermentation temperature was measured as required for the compost 
making period with the temperature record meter.  The ammonia, the hydrogen sulfide, the methyl mercaptan, and the 
methyl sulphide were measured as a malodorous substance at the scooping up.  As a result, the fermentation temperatures 
and fermentation has progressed well in each examination districts.  As for the generation of malodorous substance, the 
decrease was admitted from the first district of the contrast in the second district and the third district where the wine 
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compression residue had been added.  The effect of the wine compression residue was proven as for the sensory test by 
choosing one odorous bag out of three bagsmethod for odor sensory measurement.  The decreasing malodorous substance 
suggested possible involvement of the stink resolution microorganism.  The populations of actinomycetes, bacteria and 
fungi in composts of three experimental districts were analyzed.  A significantly higher incidence of both actinomycetes 
and fungi was observed at the second and third districts.  The electrophoresis pattern of the DNA was suggested the 
microflora changes by wine compression residue.  In addition, we examined a fertilizer application effect of the manure 
compost with wine compression residue by Komatsuna (Brassica rapa L.) in the soil packerd in Wagner pots.  As a result 
the yield of Komatsuna cultivated by the manure compost was the same or more as cultivated by chemical fertilizer.  The 
heavy metal residue in the compost was no problem.  Therefore, these result suggested that effect of wine compression 
residue addition in pig feces composting were 1) malodorous reduction in composting process, 2) good fertilizing effect of 
the manure compost with wine compression residue, 3) decreasing environmental load.

1．緒　言

　山梨県はブドウ，モモ，スモモの生産量が全国で一
位を誇る果樹王国であり，さらにブドウから作られるワ
イン生産量においてもそのシェアは日本一である．しか
し，ワイン製造過程で生じる多量のブドウ搾り滓（ワイ
ン圧縮残渣）の処理が問題となっている．これらブドウ
搾り滓の一部は飼料，滓とりブランデー製造あるいは堆
肥に利用されているが，多くは有用な利用法が無く処分
されているのが現状である．その一方で，ブドウ搾り滓
に含まれる機能性成分，特にポリフェノール類の抗菌作
用や抗酸化作用，消臭作用は，昨今の健康食品ブームに
おいて注目されている．
　一方，畜産農家では，周辺住民の混住化により悪臭を
始めとする環境問題が重要な課題となっている．国は家
畜排せつ物の適切な管理と資源としての有効利用を求め
る「家畜排せつ物法」を平成11年11月に施行したが抜
本的な解決には至っていない．また，生産された堆肥の
流通の課題や，堆肥に含まれる重金属等による土壌や地
下水汚染も懸念されている．そのため本県でも，家畜排
せつ物や農産物残渣などの処理および利活用をめざし，
環境保全型農業を推進するため「バイオマス利活用マス
タープラン」が平成17年6月に策定された．平成19年
12月には「山梨農業ルネサンス大綱」を公表し，翌年
3月に「新たな環境保全型農業基本方針」を策定し，こ
れら問題の解決をめざしている．
　そこで我々は本県の未利用資源としてブドウ搾り滓に
着目し，家畜排せつ物の堆肥化における悪臭低減化技術
への利用およびその実用化を第一の目的に，新技術で作
成された堆肥の施肥効果，施肥による土壌および水系へ
の影響評価を第二の目的に，さらに家畜排せつ物等の循
環処理過程におけるライフサイクルアセスメントの実施
を第三の目的として本研究を実施した．
　この一連の研究は，山梨県の未利用資源を有効に利用
する技術開発のひとつとなると同時に，環境保全型農業
推進にも役立つと考えられる．

2．実験方法

2－1　ブドウ搾り滓および豚ふん
　ブドウ搾り滓：山梨県内のワインメーカーよりワイン
製造過程で生じるワイン圧縮残渣（ブドウ搾り滓）を提
供していただいた．このブドウ搾り滓は冷凍保存し，実
験には解凍したものを用いた．
　豚ふん：山梨県畜産試験場の豚房より豚ふんを採取し
た．

2－2　小型堆肥化実験装置による検討
　小型堆肥化実験装置（かぐやひめ，富士平）を用い 1），
豚ふんにブドウ搾り滓を加えた場合に発生する臭気の量
を検討した．小型堆肥化実験装置は，比較的簡単に条件
を変えて堆肥を作ることができるため，堆肥作りにおけ
る基礎研究に多く用いられている 2，3）．
　豚ふん（第1区）：豚ふんにオカクズを混合し含水率
65％程度に調整して小型堆肥化実験装置に5kgを充填
した．通気速度の設定は500mL/minにした．
　豚ふん＋ブドウ滓（第2区）：豚ふん5kgに，ブ
ドウ搾り滓を5kg混ぜ，オガクズで含水量を65％に
調整し小型堆肥化実験装置に充填した．通気速度は
850mL/minに設定した．
　堆肥化開始日を0日とし，7日，14日，21日，28日
目に充填した各試験区のサンプルを小型堆肥化実験装置

写真－1　畜産試験場で飼育されている豚
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から取り出して，均一に撹拌して切り返しを行った．堆
肥化の発酵状況の目安として堆肥の内部温度をデータロ
ガーで記録した．悪臭物質の指標としてアンモニア濃度
を測定した．

2－3　堆肥作成（実用規模）
　山梨県畜産試験場の堆肥舎で実験を行った．原料に使
用した豚ふんはオガクズを加え，水分含量が65％にな
るように調整した．実験には三つの試験区を設定し堆肥
化を行った．
　第1区：豚ふんのみ，豚ふん600kgを原料とした．
　第2区：豚ふん＋ブドウ滓　Mix，豚ふん600kgに実
験開始時点でブドウ搾り滓（120kg）を混ぜ込んだ．

　第3区：豚ふん＋ブドウ滓　Cover，豚ふん600kgを
ブドウ搾り滓（120kg）で覆った．ただし，最初の切り
返し以降は第2区と同様に豚ふんとブドウ搾り滓は混合
される．
　堆肥化開始日を0日とし，一週間ごとに重機（ホイル
ローダー）で切り返しを行い，臭気測定用サンプルをテ
ドラバックに採取した．また同時に発酵途中の堆肥の一
部を採取し，発酵過程－堆肥サンプルとした．また，堆
肥の発酵状況を把握するため堆肥中心部と表面の温度を
データロガーで記録した．

2－4　堆肥発酵過程における堆肥のpHの推移
　発酵過程－堆肥サンプル30gをそれぞれ300mLの蒸留
水に懸濁させ，ガラス電極を用いてpHの測定を行った．

2－5　悪臭物質の分析
　サンプルの採取：切り返しの前後で発生した臭気を試
料採取用ポンプを用いてテドラバック（1,000mL）に直
接採取した．
　アンモニア：検知管（ガステック）で直接測定した．
　硫化水素（H2S），メチルメルカプタン（CH3SH），硫
化メチル（（CH3）2S）：キャピラリーカラム（Rtx-1，
RESTEK）を装着したガスクロマトグラフィ（GC-2014，
島津）で分析を行った．なお検出器にはFPDを用い，
検量線用の標準ガスはパーミエーター（ガステック）で
調製した．

2－6　官能試験（三点比較式臭袋試験）
　発酵過程－堆肥サンプル20gをそれぞれ500mLの密栓
ガラスビンに入れ45℃で1時間静置し，その上部空間
の気体を臭気試料とした．3Lの無臭空気を充填した臭
い袋を3袋1セットとして使用し，そのうちひとつに所
定の希釈倍数となるよう臭気試料を充填した．希釈倍率
は10倍から臭気が判別できなくなるまで，およそ3倍
間隔で設定した．6名のパネル（基準物質の臭気判定試
験により，あらかじめ正常な臭覚を有することを確認し
た判定者）に1セット（無臭2袋＋有臭1袋）のうち，
臭気の感じられる袋を選ばせて臭気判定を行い，得られ
たデータから臭気濃度を算出した 4）．

2－7　DNAパターン分析による微生物相の解析
　それぞれの発酵過程－堆肥サンプルから微生物の全
DNAを抽出し，16S rDNAの部分塩基配列のPCR増幅
産物をDGGE（変性剤濃度勾配電気泳動）法によって
解析した．プライマーにはC9F-350R，C49F-520R，
350F-680R，520F-920Rの4セットを用いた．

2－8　培養試験による微生物相の解析
　それぞれの発酵過程－堆肥サンプルを風乾後，サンプ

写真－2　実験に用いた豚ふん

写真－3　実験に用いたブドウ搾り滓

写真－4　小型堆肥化実験装置
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ル中の微生物（放線菌，バクテリア，カビ）を滅菌精製
水に懸濁させ，それぞれの選択培地で培養して菌数を求
めた．選択培地として放線菌はHumic acid-vitamin agar
（ ＋Cycloheximide 50mg/L，Nalidixic acid 20mg/L），
バクテリアはTrypticase-soy agar（ ＋Cycloheximide 
50mg/L）， カ ビ はPotato-dextrose agar（ ＋Nalidixic 
acid 20mg/L）を用いた．総菌数は希釈平板法（表面塗
布法）で好気性菌の総数を求めた．なお，培養温度は堆
肥化過程の温度を考慮して50℃とし，10日間培養した．

2－9　ポリフェノール類の測定
　サンプル1gに50％エタノール10mLを加えて70℃で
90分間振とう抽出した後，メンブランフィルターでろ
過を行った．このろ液中のポリフェノール類をペルオキ
シダーゼ・過酸化水素センサー法によるポリフェノール
測定装置（東洋紡エンジニアリング）で測定した．測定
されたポリフェノール類の量はカテキン量に換算して示
した．

2－10　発芽試験および施肥試験（ポット試験）
　コマツナを用いて発酵終了堆肥（完熟堆肥）の発芽試
験および施肥試験を行った．発芽試験は堆肥等有機物分
析法 5）に従って，熱水抽出液による試験を行った．施
肥効果は5000分の1アールワグネルポットで栽培を行
い，乾物収量および肥料成分吸収量を測定した．各堆
肥の施用量は自然乾燥状態のものを乾物換算で20g（1
t/10a相当量）とした．また，化学肥料は窒素，リン酸，
加里それぞれ成分量で20kg/10a相当量を施用し，成分
吸収量を求めるため，施用する化学肥料の成分を欠落さ
せた区を設けた 6，7）．

2－11　堆肥の成分分析（重金属を含む）
　発酵終了堆肥（完熟堆肥）および発酵過程－堆肥サン
プルを自然乾燥させ，ブレンダーで粉砕し，0.5mmメッ
シュのふるいを全通させ，成分分析用サンプルとした．
主要成分の分析は堆肥等有機物分析法 5）に従い，アン
モニア態窒素，硝酸性窒素，含水量，電気伝導度を測定
した．ミネラル成分に関してはマッフル炉で乾式灰化し
た後，リン酸はバナドモリブデン酸比色法で，加里とマ
グネシウム，カルシウムは原子吸光光度計（島津）でそ
れぞれ測定した．全炭素（TC）と全窒素（TN）はCN
アナライザー（パーキンエルマー）で測定した．
　重金属の分析は，成分分析用サンプルの一定量に硝
酸を加え，マイクロ波分解装置（マイルストーンゼネラ
ル）で分解した後，ICP-MS（4500，横川アナリティカ
ルシステムズ）で銅，亜鉛，ヒ素，カドミウム，鉛の測
定を行った．

2－12　工学的手法による悪臭物質の分解試験
　銅－クロム触媒（N201，日揮化学）を100g充填した
石英管（直径19mm，全長225mm）を円筒型マイクロ
波照射装置にセットし，アンモニアガス（100ppm）を
0.4L/minの流量で石英管の中を通気させた．マイクロ
波は200Wで照射した．石英管の出口で検知管を用いて
アンモニアガス濃度を測定した．

3．結　果

3－1　小型堆肥化実験装置による予備的検討
　小型堆肥化実験装置に豚ふんを充填した第1区と，豚
ふんとブドウ搾り滓を充填した第2区のそれぞれの発酵
温度および発生したアンモニアの経日変化を図－1と図
－2に示す．最高温度に達した時期が第1区と第2区で
異なっていた．これは，ブドウ搾り滓添加により第2区
の堆肥化スタート時点でpHが低くなっていたことによ
ると考えられる．アンモニアの発生時期のずれも同様の
理由と考えられる．そこで，堆肥発酵期間中の温度とア
ンモニア発生量を積算してグラフを図－3に示した．
　その結果，第1区，第2区とも発酵温度の積算値には
大きな差はないが，発生したアンモニア量は第2区が第
1区に比べ低くなっていることが認められた．この結果

図－1　発酵温度の変化

図－2　アンモニアの測定結果
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から，ブドウ搾り滓がアンモニアの発生を低減すること
が示された．

3－2　畜産試験場堆肥舎よる実用規模の検討
　小型堆肥化実験装置の実験で，豚ふんを原料に堆肥を
作成する場合，ブドウ搾り滓を加えることにより発生す
るアンモニアの量を低減することができた．しかし，小
型堆肥化実験装置での実験に用いたブドウ搾り滓の割合
は豚ふんに対して1：1であった．この割合では実際
の現場での堆肥作りには不向きである．また，ブドウ滓
を1：1で加えると発酵スタート時点のpHが低くなり，
発酵期間（堆肥が完熟するまでの期間）が長くなること
も予備検討により明らかとなった．そこで，pHに影響
を与えず現場で使える量として，豚ふん：ブドウ搾り滓
を1：0.2とした．さらに，三つの試験区を設定して実
用規模の検討を行った．
　第1区：豚ふん
　第2区：豚ふん＋ブドウ滓　Mix
　第3区：豚ふん＋ブドウ滓　Cover

3－2－⑴　発酵温度とpH
　図－4にデータロガーで記録した堆肥中心部の温度変
化を示し，このデータを基に算出した堆肥発酵期間の温
度の積算値を図－5に示す．その結果，どの試験区にお
いても温度上昇が認められ，発酵が順調に進んだことが
確認できた．そして，三つの試験区で発酵温度の積算値
に差のないことも示された．
　図－6にpHの推移を示す．三つの試験区で大きな違
いのないことが示され，豚ふん：ブドウ搾り滓の比率が

適切であることが確認された．

図－3　発酵温度とアンモニアの積算

図－4　発酵温度の変化

図－5　発酵温度の積算

図－6　発酵過程におけるpHの推移

写真－5　三種類の堆肥
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3－2－⑵　悪臭物質の測定
　アンモニア，硫化水素，メチルメルカプタン，硫化
メチルの測定を，毎週行われる切り返しの前後で分析し
た．アンモニアは1回目から7回目の切り返しまで検出
することができた．しかし，メチルメルカプタンと硫化
メチルは2回目の切り返しまでしか検出できなかった．
硫化水素に至っては，1回目の切り返しでしか検出でき
なかった．図－7，図－8，図－9に硫化水素，メチル
メルカプタン，硫化メチルの測定結果をそれぞれ示す．

　三種類の硫黄化合物はともに切り返しの後でしか検出
できなかった．そして，第1区に比べ，第2区や第3区
は硫黄化合物の発生量が少ないことが示された．

写真－6　重機による切り返し

写真－7　臭気のサンプリング図－7　硫化水素の測定結果

図－8　メチルメルカプタンの測定結果

図－9　硫化メチルの測定結果 図－10　アンモニアの測定結果
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　アンモニアの測定結果を図－10に示す．アンモニア
は1回目の切り返し時より2回目以降の切り返しの方が
多く発生していた．これは図－4に示した発酵温度と関
連していると考えられる．図－11には切り返し後の測
定結果の推移を示した．
　図－7から図－10に示した悪臭物質の発生量の実験
区による違いを比較するため，実験期間内に測定できた
臭気のそれぞれの総量を算出しグラフにした．その結果
を図－12に示す．この結果から，ブドウ搾り滓を添加
した第2区と第3区で悪臭物質の発生量が低減できるこ
とが明確に示された．第2区と第3区を比べた場合，悪
臭物質の種類によりその効果の異なることも明らかと
なった．

3－3　官能試験
　三点比較式臭袋試験法によりブドウ搾り滓添加によ
る悪臭の官能試験を行った．その結果を図－13に示す．

第1区に比べ，明らかに第2区，第3区で臭気濃度が低
くなることが示された．この結果は，悪臭の成分分析の
結果と矛盾がなく，ブドウ搾り滓の効果が官能試験でも
証明された結果となった．

3－4　微生物相の解析
　ある種の微生物には悪臭成分を分解する能力があり，
これを利用した消臭技術がこれまでに報告されている 8

－12）．ブドウ搾り滓を豚ふんに加えることにより，堆肥
の発酵過程における微生物相が変化し，悪臭を分解する
微生物が増殖している可能性がある．そこで，堆肥発酵
過程における微生物相の解析を行った．

3－4－⑴　DNAパターンによる微生物相の検討
　近年の遺伝子操作技術の進歩により，微生物から
DNAを抽出し，比較検討することは比較的容易である．
DNAのパターンが異なれば微生物相が変化しているこ
とが考えられる．そこで，発酵過程－堆肥サンプルから
微生物の全DNAを抽出した後，16S rDNAの部分塩基配
列のPCR増幅産物をDGGE（変性剤濃度勾配電気泳動）
法によって解析した．その結果，図－14に示すごとく，
プライマーにC9F-350Rを用い，変性剤濃度を0～20％
にした結果，明らかに第2区と第3区のDNA電気泳動
パターンが第1区と異なることが示された．

図－11　発生したアンモニアの推移

図－12　測定された悪臭物質の総量

図－13　官能試験の結果

図－14　DNAの電気泳動パターン

第1区 第2区 第3区

各レーンの番号は切り返しの番号を示す。
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　すなわち，ぶどう搾り滓を豚ふんに加え，堆肥を作成
すると，発酵過程における微生物相が変化することが明
らかとなった．
　同様にして，4種のプライマーセットを用いてDGGE
を行った．そして，各堆肥区の違いを調べるために出現
したバンドの数を比較した．表－1にそれぞれの実験区
ごとに認められた共通なバンドの数を示し，表－2に
は異なるバンドの数を示した．表－2に示すごとく，第
1区と第3区を比べた場合，異なるバンド数は10本と，
他の組み合わせに比べて多かった．これは，豚ふんのみ
の堆肥と豚ふんをブドウ搾り滓で覆った堆肥では微生物
群集が特に異なることを示している．また，第2区と第
3区でも異なるバンドが8本確認された．つまり，ブド
ウ搾り滓を最初から混合した堆肥とブドウ搾り滓を振り
かけて一週間後に混合させた堆肥では，微生物群集の異
なることが示された．すなわち，ブドウ搾り滓の添加方
法を変えるだけで微生物群集が影響を受けることが明ら
かとなった．

　次に，各堆肥試験区の堆肥熟成過程における微生物
相のパターンの変化を調べた．堆肥熟成過程のバンド変
化を表－3に示す．前期：0－2週目，中期：2－5週
目，後期：5－7週目とした場合，それぞれの実験区に
おいて，堆肥化過程全体を通して存在するバンドが10
－11本と最も多かったが，堆肥化の前期・中期・後期
に消長するバンドもかなりの数存在することが示され
た．すなわち，堆肥熟成に伴って特定の微生物群集が
出現・消失することがわかった．また，堆肥熟成過程
におけるバンドの変動は実験区ごとで異なっていた．つ
まり，堆肥熟成に伴う微生物群集の変動は堆肥の種類に
よって異なるということが分かった．

3－4－⑵　培養試験による微生物相の検討
　DNAのパターン分析によりブドウ搾り滓の添加で微
生物相が変化することが示されたため，培養試験による
検討を行った．すなわち，発酵過程－堆肥サンプルを滅
菌精製水に懸濁させ，放線菌，バクテリア，カビのそれ
ぞれの選択培地に塗布して培養を行った．培養温度は実
際の堆肥の発酵温度を考慮し50℃とした．その結果を
図－15に示す．

　放線菌が第2区と第3区で，第1区に比べ多いことが
明らかとなった．バクテリアは第3区が多かった．カビ
は第1区では全く認められないが，第3区では発酵の初
期から，第2区では発酵の後半に多く認められた．
　次に1回目の切り返し（Day 8）の時点に認められ
た放線菌についてさらに検討を行った．その結果を表－
4に示す．これらの放線菌が悪臭分解作用を有するかは
今後の検討課題である．

第1区 第2区 第3区

第1区 18 15

第2区 18 16

第3区 15 16

第1区 第2区 第3区

第1区 7 10

第2区 7 8

第3区 10 8

表－1　共通なバンドの数 表－2　異なるバンドの数

前 中 後 前 中 後 前 中 後 前 中 後 前 中 後 前 中 後

＋ ＋ ＋ ＋ ＋ － ＋ － － － ＋ － － ＋ ＋ － － ＋

第1区 10 5 1 5 0 4

第2区 10 4 0 5 1 4

第3区 11 1 1 6 0 3

表－3　堆肥成熟過程におけるバンド変化

図－15　堆肥発酵期間における微生物数の推移
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3－5　ポリフェノール類の分析
　ポリフェノール類には消臭作用のあることが知られ
ており，ブドウ搾り滓中にも多く含まれている．そこ
で，豚ふんにブドウ搾り滓を加え，ポリフェノール類
の測定を行った．豚ふん：ブドウ搾り滓は1：0.2とし，
ポリフェノール類はカテキンに換算した．その結果，
図－16に示すごとく，豚ふん中のポリフェノール類の
量は2,210mg/kg，豚ふんにブドウ滓を添加した場合は
3,080mg/kgで，その差870mg/kgがブドウ搾り滓由来の
ポリフェノール類であると考えられた．ブドウ搾り滓に
は12,470mg/kgのポリフェノール類が含まれていた．豚
ふん中にもポリフェノール類が存在するが，ブドウ搾り
滓中のポリフェノール類とは種類が異なることが容易
に推測できる．今後，ブドウ搾り滓に由来するポリフェ
ノール類が堆肥製造過程で発生する悪臭の低減，あるい
は微生物の増殖に関与するか検討を行っていきたい．

3－6　堆肥の発芽試験および施肥試験
　完成した堆肥について発芽試験を行った．その結果を
図－17に示す．蒸留水の発芽数を100とした時の各区の
発芽指数は，豚ふん堆肥で83％，豚ふん＋ブドウ滓堆
肥で91％となり若干の差が見られたが，全て良好な結
果であった．
　コマツナを用いて堆肥の施肥効果についても検討を
行った．図－18に示すように，ポット栽培によるコマ
ツナの生育は，各堆肥を乾物として1t/10a単用した場
合，化学肥料を単用して栽培した時と同等以上の収量が
得られた．

　堆肥由来の窒素成分吸収量は化学肥料を単用した場合
よりも低い傾向が見られた．一方，リン酸と加里は化学

表－4　堆肥中の高温性放線菌相（切り返し1回目）

堆肥1g（乾燥重量）当りの放線菌数＊

Saccharo-
monospora

Thermo-
monospora

Thermo-
actinomyces

Strepto-
myces その他の属 総計（全微生物＊＊中の割合）

第1区 5.0×10 4 0 6.5×10 4 0 3.5×10 4 1.5×10 5（11％）

第2区 8.4×10 7 8.0×10 7 5.0×10 6 2.0×10 6 1.0×10 7 1.7×10 8（86％）

第3区 2.2×10 8 1.5×10 8 1.0×10 6 5.0×10 6 1.0×10 7 3.9×10 8（89％）

＊HV agar，50℃，10日間培養，＊＊放線菌＋バクテリア＋カビ

図－16　ポリフェノール類の量

図－17　発芽試験の結果

写真－8　施肥試験（ポット栽培）

図－18　コマツナの乾物収量
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肥料単用区よりも高い吸収量を示し，効率よく吸収して
いることが示された．（表－5）

3－7　堆肥の成分分析
　堆肥成分の分析を行った結果を表－6に示す．各処理
区とも含水率が30％前後まで減少しており，過乾気味
であったが，ブドウ搾り滓を添加した第2区および第3
区では水分の減少が抑えられる傾向が見られた．窒素や
リン酸および塩基類の含量は，ブドウ搾り滓を添加しな
かった第1区と比較して，添加した第2区および第3区
の方が低い傾向が見られたが，豚ふん堆肥として利用す
る上で，問題は無いと考えられた．

　堆肥を使用する場合，堆肥中の重金属の含量が問題
となる．特に，ブタの排せつ物は牛や鶏に比べは重金
属が多いことが知られている 13，14）．また，ブドウの栽
培において果樹農家はボルドー液を殺菌剤として使用
することが多い．ボルドー液は硫酸銅（CuSO4）と生

石灰（CaO）から作られるため，高濃度の銅を含んでい
る．従って，豚ふんにブドウ搾り滓を加える場合，銅を
はじめとして重金属含量を測定しておくことは重要で
ある．図－19に堆肥中の重金属の測定結果を示す．堆
肥に含まれている銅濃度は，第1区で84mg/kg，第2
区で62mg/kg，第3区で60mg/kgであった．亜鉛濃度
は第1区で536mg/kg，第2区で339mg/kg，第3区は
299mg/kgであった．ブドウ搾り滓を加えた第2区と第
3区の方が重金属濃度の低くなることが示された．この
原因として，堆肥の発酵終了時においてもブドウ搾り滓
が完全に分解していないため，第1区に比べ完成した
堆肥の質量が多いためと考えられる．また，肥料取締法
では銅の濃度が300mg/kg以上，亜鉛が900mg/kg以上含
まれている場合に，表示が義務づけられているが，今回
の実験で作られた堆肥は重金属量を心配しないで使える
ことが示された．ほかの重金属に関しても低い値であっ
た．

3－8　工学的手法による悪臭の分解
　本研究では悪臭物質の分解の一つの手段として工学的
手法の利用も視野に入れている．そこで本年度は実験室
レベルで，マイクロ波と金属触媒を用いた分解法の検討
を行った．
　銅－クロム触媒を充填した石英管を円筒型マイクロ波
照射装置にセットし，アンモニアガスを0.4L/minの流
量で石英管の中を通過させた．その結果，80ppmあった
アンモニアが石英管の出口では検出限界以下にまで分解
されていた．（図－20）
　このマイクロ波分解装置は電気エネルギーを効率よ
く熱エネルギーに変換できるため省エネルギーで分解で
きる．また，操作が用意で，100Vの家庭用電源で動き，
小型なので持ち運ぶことも可能である．来年度から堆肥
舎への設置を視野に入れ検討を行っていく予定である．

窒素 リン酸 加里

堆肥（豚ふん） 3.4 4.5 16.7

堆肥（堆肥＋ブドウ滓） 4.7 4.8 20.2

化学肥料 6.2 2.3 14.1

表－5　堆肥由来成分の吸収量（kg/10a）

※化学肥料単用区の吸収量は化学肥料由来の成分

表－6　発酵過程における堆肥の成分含量

図－19　重金属含量
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4．考　察

　本研究は，まだ，初年度であるため一年目で明らかと
なった留意点および今後の検討課題を以下に記す．実用
規模の堆肥化実験は実験期間が2ヶ月間必要で，天候お
よび温度に堆肥の発酵が左右されるため，季節変動を考
慮した再現性の検討が必要である．ブドウ搾り滓の保存
手段を考慮し，発酵させたブドウ搾り滓の利用を検討す
る必要がある．悪臭物質として，硫黄化合物とアンモニ
アの測定を行ったが，脂肪酸の測定も検討して行きた
い．消臭作用の機構として，微生物とポリフェノール類
の関与が考えられるが，これらの効果を実証する検討が
必要である．工学的消臭装置としてマイクロ波と金属触

媒を用いる方法を検討したが，光触媒による方法も検討
したい．そして，これらの消臭装置を堆肥舎で使用する
場合のスケールアップに関する検討も必要である．さら
に，2年目からは，臭気を集め物理的に吸着する吸引通
気装置 15，16）を備えた堆肥舎での検討，および，ライシ
メーターによる土壌・水系への堆肥成分の影響調査とラ
イフサイクルアセスメントに関する検討も実施していく
予定である．

5．結　言

　山梨県ではワイン製造過程で生じる多量のブドウ搾り
滓の処理が問題となっている．これらの一部は飼料，滓
とりブランデー製造あるいは堆肥に利用されているが，
多くは有用な利用法が無く処分されている．我々はこの
ブドウ搾り滓に着目し，豚ふんを原料として作られる堆
肥の発酵過程に，ブドウ搾り滓を加えた．その結果，発
酵過程で発生する悪臭を低減できることができた．そし
て，豚ふんとブドウ搾り滓により作られた堆肥の施肥効
果は化学肥料と同等以上であった．今後，ブドウ搾り滓
添加による消臭メカニズムや，施肥における土壌や水系
への環境負荷に関しても検討を行っていく予定である．
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要　約 

　各水道事業体（市町村）が水道水源として利用している飲用地下水の，おおむね4年以上のデータが得られた11市町
村の170井戸，1,429試料について検査結果を収集した．測定項目のうちpH，Na，Cl，硬度，蒸発残留物はすべての地点
において結果が記載され，地点ごとの比較が可能であることがわかった．また，硝酸性・亜硝酸性窒素もすべての地点で
検出され，人為的影響（主に農業生産活動）を確認できると考えられた．掘削深度は166地点について把握することがで
きた．データ収集井戸の特徴として，50m以上150m未満の井戸が多く，166井戸中110井戸（66.3％）がこの深度に分布
していた．しかし，盆地の西側（釜無川）と東側（笛吹川）との比較では，掘削深度は大きく異なっていた．

1．緒　言

　山梨県の中心部に位置する甲府盆地は，周辺を深い森
林で覆われ，豊富な地下水が存在する（防災研究協会，
1967）．本県では盆地やその周辺地域において上水道に
地下水を多く利用している．一方，甲府盆地および周辺
部は扇状地が広がり良好な果樹栽培地域として発展し，
桃やブドウは国内屈指の生産地となっている．しかし，
この地域は砂層や砂礫層から形成され透水性が高く（山
梨県，1974；東京通産産業局，1977），地下水が表層部
の人為的活動の影響を受けやすいと推定される．そのた
め，水質状況の監視は必須である．
　地下水は上層部の農業や工業などの人為的な影響や，
降雨や降雪，森林生態系，岩石・地質などの自然的影響
を受け，様々な物質や成分を含有している．水試料中の
様々な成分を利用し，時間的な変化を知ることにより，
自然的・人為的な影響の有無を把握し，現状の水質状況
から将来の水質を予測することが可能と考えられる．ま
た，掘削深度と水質状況を検討することで，地下深部の
水質影響を，空間的に把握することが可能となる．水質
の経時的な変化傾向の把握と，空間的な違いから，地下
水の現状と将来的に利用可能な地下水を知ることができ
ると考えられる．
　水質の時間的な変化傾向や，新たな地下水を調査する
ための基礎資料として，我々は水道水源として利用され

る飲用地下水の水道原水検査結果に着目した．この検査
は，毎年1回以上，水道水質基準に基づき50項目の水
質検査が行なわれる．また，ほとんどの井戸の掘削深度
が明らかであり，掘削深度と測定項目との関連性を比較
できる．主な測定項目のうち，ナトリウムイオン（以下
Na）や塩化物イオン（Cl），蒸発残留物などは水質状況
を示す基礎的なデータであり，硝酸性・亜硝酸性窒素は
人為的影響を知ることのできる項目であり，この測定結
果は地下水水質状況を把握できる資料である．
　本年度は調査1年目であるため，以下の内容について
検討した．
　1）甲府盆地と周辺に位置する飲用井戸水の水質検査
結果を収集する．
　2）水質検査結果の項目から，人為的な影響や自然的
な影響を示す項目を選択し，集積データ利用の可否の検
討を開始する．
　3）井戸深度情報を基に地域的な特徴を把握する．

2．解析方法

2－1　収集・解析したデータの概要
　各水道事業体（市町村）が水道水源として利用して
いる飲用地下水のおおむね4年以上のデータが得られ
た11市町村の170井戸，1,429試料について収集できた．
井戸地点の概要を図1に示し，市町村ごとの試料数や
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データ収集期間の概要を表1に示した．

3．結果と考察

3－1　解析対象項目と有効性
　水質基準項目は50項目設定されているが，その多く
はppbレベルの濃度であり，「不検出」の項目も多い．
それらのうち，水質性状を示すpH，Na，Cl，硬度，蒸
発残留物はすべての地点において値が記載され比較可能
であることが確認できた．また，水質基準項目には設定
されないが電気伝導度（以下「EC」）の測定が行なわれ
ている．この項目は，水質性状を示す安定した物理情報
のひとつであり，変化傾向の把握に有効と思われた．ま
た，硝酸性・亜硝酸性窒素はすべての地点で検出され，
人為的影響（主に農業生産活動）を確認できると考えら

れる．
　各測定項目の最高値，最低値，平均値を表2に示し
た．水道水質基準と比較すると，硝酸性・亜硝酸性窒素
の項目，pHの項目において基準値を超えた地点があっ
たが，その他の項目においては基準を満たしていた．ま
た平均値は基準値より低い値だった．

3－2　掘削深度の特徴
　掘削深度は166地点について把握することができた．
市町村ごとの深度別井戸数を図2に示した．対象井戸全
体の特徴として，50m以上150m未満の井戸が多く，166
井戸中110井戸（66.3％）がこの深度に分布していた．
しかし，盆地の西側（釜無川）と東側（笛吹川）との比
較では，掘削深度は大きく異なっていた．甲府盆地中心
部と河川合流部分を除いた釜無川側（盆地西側）72地
点，笛吹川側（盆地東側）63地点の掘削深度の概要を
図3に示した．盆地西側井戸の掘削深度平均は158mで
あり，盆地東側井戸の平均深度は92mであり，盆地西側
の釜無川地域の平均深度が60m以上深かった．
　掘削深度が異なるため，水質性状を示すpHを比較す
ると，pHの平均値では，盆地西側を流下する釜無川左

図1　井戸地点の概要

市町村名 データ数 地点数 解析期間（年度）
山梨市 186 17 H7－18
甲斐市 105 23 H13－17

南アルプス市 184 24 H11－15
増穂町 50 10 H14－18
韮崎市 70 18 H13，16－18
田富町 54 6 H6－18
市川大門町 23 5 H14－18

甲府市・昭和町 354 20 S61－H17
豊富村 54 9 H14－18
甲州市 140 11 H6－18
笛吹市 209 27 H12－18
合　　計 1,429 170

表1　変化傾向を解析した調査地点とデータの概要

表2　解析対象項目の概要

硝酸性・亜
硝酸性窒素 Na Cl 硬度 蒸発残

留物 pH EC
（μS/㎝）

最高値 13.40 95.0 53.2 197 401 9.00 696

最低値 0.02 3.7 0.4 5.9 55 6.38 63.6

平均値 2.95 12.4 8.2 82.7 164 7.49 228

＊pH，ECを除く各項目の単位：mg/L
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岸で約7.3の値を示し，他の地点では7.5～7.9の値を示
し，掘削深度の浅い地下水では中性に近く，深い井戸で
はpH7より高いアルカリ性を示していた．

4．今後の課題

　甲府盆地飲用地下水の水質検査結果を元に，水質性
状を示す項目について測定結果を収集した．この結果の
うち，水質性状のNa，Cl，硬度は主に地下水の胚胎す
る岩石や地質的な状況を反映すると推定される．また，
pHの平均値は，地域的な違いが認められた．水道水質
基準のうち，硝酸性・亜硝酸性窒素濃度は，一部水質基
準を超える地点もあったが，多くの地点で濃度は基準値
より低くいことが確認された．今後，降水量や地下水
量，負荷量の比較などの要因を基に，変化傾向（経時的
変化）と深度別特徴（空間的特徴）について2年目以降
検討を行う予定である．
　また，変化傾向が認められる項目については，変化傾
向の程度や要因について検討を行うことを考えている．
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資　　　料





（1）平成19年度山梨県総合理工学研究機構の活動

「山梨県総合理工学研究機構運営委員会」の開催
  （委員名簿は別表1）
・平成19年7月3日　第1回運営委員会開催
　平成18年度終了研究テーマの事後評価
　実施中の研究テーマの成果報告
・平成19年10月15日　第2回運営委員会開催
　平成20年度新規研究テーマ（案）の事前評価

「山梨県総合理工学研究機構テーマ等調整会議」の開催
  （構成員名簿は別表2）
・平成19年6月15日　第1回会議開催
　平成19年度研究体制について
　平成19年度研究予算の配分について
　各研究テーマの進捗状況の報告
・平成19年9月21日　第2回会議開催
　平成20年度新規研究テーマ（案）の事前評価について
　平成19年度研究予算の第2次追加配分について
　平成20年度試験研究費について

研究報告書の出版
・平成18年6月30日　山梨県総合理工学研究機構研究報告書第2号を出版

研究成果の発表
・平成19年9月7日　県・山梨大学連携研究公開事業において研究発表

特許出願
・平成19年5月25日　「鳥類卵の孵化抑制方法及びその装置」（特願2007－139405）
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平成19年

別表1　運営委員会委員名簿

別表2　研究テーマ等調整会議メンバー

氏　　名 役　　　　　　　　　　職

◎伊藤　　洋 関東IT支援NPO連絡協議会代表幹事、元山梨大学副学長

○風間　善樹 産業活性化研究所所長、山梨県機械電子工業会会長

　早川　正幸 山梨大学医学工学総合研究部教授

　前田秀一郎 山梨大学大学院医学工学総合研究部長・医学部長・生化学教授

　陽　　捷行 北里大学教授、元独立行政法人農業環境技術研究所理事長

（五十音順、役職名は平成18年5月現在、◎：委員長、○：副委員長）

氏　　名 役　　　　　　　　　　職

高橋　　要 衛生公害研究所長

志村　　充 環境科学研究所副所長

上野　喜弘 森林総合研究所長

殿岡　日吉 工業技術センター所長

羽田　幸徳 富士工業技術センター所長

芳賀　　稔 水産技術センター所長

浅利　　覚 総合農業技術センター所長

櫻井　健雄 果樹試験場長

小林　政雄 畜産試験場長

白砂　　勇 酪農試験場長

林　　政一 総合理工学研究機構事務局長

日向　茂樹 総合理工学研究機構次長（兼）

乙黒　親男 総合理工学研究機構コーディネーター

眞浦　正徳 総合理工学研究機構コーディネーター

永井　正則 総合理工学研究機構コーディネーター
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（2）平成19年度山梨県総合理工学研究機構組織図
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平成19年度組織図（附）

　　名 誉 顧 問 大村　　智

　　総　　　長 小林　正彦

　　事 務 局 長  林　　政一

　　次　　　長（兼） 日向　茂樹

（総務スタッフ）

　　主　　　査 北村　　徹

（コーディネーター）

　　特別研究員 乙黒　親男

　　特別研究員 眞浦　正徳

　　特別研究員 永井　正則

（研究スタッフ）

　　技 術 吏 員（兼） 小林　　浩

　　技 術 吏 員（兼） 輿水　達司

　　技 術 吏 員（兼） 長谷川達也

　　技 術 吏 員（兼） 小澤　雅之

　　技 術 吏 員（兼） 長池　卓男

　　技 術 吏 員（兼） 萩原　　茂

　　技 術 吏 員（兼） 岩間　貴司

　　技 術 吏 員（兼） 恩田　　匠

　　技 術 吏 員（兼） 小松　正和

　　技 術 吏 員（兼） 上垣　良信

　　技 術 吏 員（兼） 尾形　正岐

　　技 術 吏 員（兼） 桐生　　透

　　技 術 吏 員（兼） 竹丘　　守

　　技 術 吏 員（兼） 長坂　克彦

　　技 術 吏 員（兼） 山崎　修平

　　技 術 吏 員（兼） 猪俣　雅人

　　技 術 吏 員（兼） 齊藤　典義

　　技 術 吏 員（兼） 高橋　照美

　　技 術 吏 員（兼） 伊藤　和彦
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　　　　課題担当コーディネータ一覧

課　　題　　名 研究期間 平成17年度 平成18年度 平成19年度

地域農産素材の機能性解明と高付加価値製品
の開発 平17～20 功刀能文 眞浦正徳 眞浦正徳

未利用農林産物系バイオマスの利用技術の開
発 平17～19 功刀能文 眞浦正徳 眞浦正徳

廃棄プラスチックの熱分解とリサイクル技術
の研究開発 平17～18 鮎沢信家 永井正則

無電極プラズマ光による次世代水殺菌処理シ
ステムの研究開発 平17～18 鮎沢信家 乙黒親男

栽培条件の異なるブドウ「甲州」を用いたワ
インの個性化醸造技術の確立に関する研究 平17～19 渡辺和裕 乙黒親男 乙黒親男

農林水産物の鳥獣類被害に対する防除対策の
研究 平18～19 永井正則 永井正則

ブドウ搾り滓を活用した家畜排泄物の堆肥化
および環境負荷低減化技術の開発 平19～21 乙黒親男

人工光利用による施設栽培ブドウの高品質化
技術の開発 平19～21 眞浦正徳

甲府盆地飲用地下水を中心とする水質特性の
時系列解析及び新規地下水調査 平19～21 永井正則
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